
「かながわ消費者施策推進指針（対象期間：2020年度～2024年度）」に基づく令和４年度実施事業検証及び令和５年度実施事業計画

 「かながわ消費者施策推進指針」に基づく令和2年度から令和4年度の事業実績

基本方向（大柱）
中柱

小柱
基本方向１　消費者教育の推進と持続可能な消費行動の促進

ア　様々な場やライフステージに応じた消費者教育の推進
①学校等における消費者教育の推進 　

【保育所、幼稚園等】

[幼児向け講座の実施]
幼児や保護者を対象とした特定の課題に関する講座
を、消費者団体等に委託して実施する。
(幼児、保護者、保育士等向け５回程度実施）

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催中
止

[幼児や保護者、保育士等向けの情報発信]
日常生活での事故防止等に関して、ＳＮＳ等を活用
した情報発信を行う。

「ＳＮＳ投稿数」
　第１回（８月10日～17日）　７回
  第２回（12月16日～24日）　７回
「かながわ消費生活注意・警戒情報」への掲載　２回
（８月・12月）

[幼児や保護者等向けの啓発動画作成]
日常生活での事故等の事例及びその対処法等につい
ての啓発動画を作成し、幼稚園・認定こども園・保
育所に配布を行う。

幼児向け消費生活啓発動画「みんなでいっしょにかんが
えようコレってだいじょうぶ？」
作成枚数　ＤＶＤ 3,000枚
（主な配布先）
　県内幼稚園・認定こども園・保育所　3,000か所

無
配布数は変動があるため、成果目標を設定し、
事業を評価することは難しい。

消費生活課 推進Ｇ

[幼稚園における消費者教育の土台の形成]
幼稚園教育においては、幼稚園教育要領の「環境」
領域を中心に、消費者教育につながる学びの芽生え
を、遊びや生活体験を通じて育む。

各幼稚園において、幼稚園教育要領の「環境」領域にあ
る「(７)身近な物を大切にする」「(11)生活に関係の深
い情報や施設などに興味や関心をもつ」を中心として、
消費者教育につながる学びの芽生えを、遊びや生活体験
を通じて育む取組みを実施した。

[幼稚園における消費者教育の土台の形成]
幼稚園教育においては、幼稚園教育要領の「環境」
領域を中心に、消費者教育につながる学びの芽生え
を、遊びや生活体験を通じて育む。

各幼稚園において、幼稚園教育要領の「環境」領域にあ
る「(７)身近な物を大切にする」「(11)生活に関係の深
い情報や施設などに興味や関心をもつ」を中心として、
消費者教育につながる学びの芽生えを、遊びや生活体験
を通じて育む取組みを実施した。

[幼稚園における消費者教育の土台の形成]
幼稚園教育においては、幼稚園教育要領の「環境」
領域を中心に、消費者教育につながる学びの芽生え
を、遊びや生活体験を通じて育む。

各幼稚園において、幼稚園教育要領の「環境」領域にあ
る「(７)身近な物を大切にする」「(11)生活に関係の深
い情報や施設などに興味や関心をもつ」を中心として、
消費者教育につながる学びの芽生えを、遊びや生活体験
を通じて育む取組みを実施した。

無

この事業は、幼稚園教育要領に基づき、消費者
教育につなる学びの芽生えを、遊びや生活体験
を通じて育む取組であることから、数値により
事業を評価することは難しい。

子ども教育支
援課

【小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等】

[小学生向け消費者教育資料の発行]
単独行動が増えるとともに、活動範囲が広がる年代
である小学校高学年向け消費者教育資料を作成す
る。(７月発行予定)

「小学校高学年向け　『プリペイドカード』を知って”
お金名人”をめざそう！」
　ワークシート　96,000部
　ワークシート挟込用　96,000部
　指導書　14,000部　　　(令和２年８月発行)
（主な配布先）
　県内全小学校

[小学生向け消費者教育資料の発行]
単独行動が増えるとともに、活動範囲が広がる年代
である小学校高学年向け消費者教育資料を作成す
る。(９月発行予定)

「小学校高学年向け　いろいろな支払い方法を知って”
お金名人”をめざそう！」
　ワークシート・挟込用　各94,000部
　指導書　12,000部
（主な配布先）
　県内全小学校　887箇所

[小学生向け消費者教育資料の発行]
小学校高学年向け消費者教育資料を作成する。(８月
発行予定)
紙資料を補完するデジタル教材を作成する。(２月配
布予定)

「見えるお金と見えないお金　買い物の達人への道」
　・紙資料
　　ワークシート　91,000部
　　指導用解説書　10,500部
　・デジタル教材
　　ＤＶＤ 1,000枚
（主な配布先）
　県内全小学校　885か所

無

資料作成にあたり、消費者教育
ワーキング・グループ会議におい
て、教科書の内容に沿った資料が
よいとの意見が寄せられたため、
一部の展開に反映した。

消費生活課 推進Ｇ

重
点
２

[中高生用消費者教育資料等の発行]
中学生用消費者教育｢STEP UP｣、高校生用｢JUMP
UP｣、教員用指導解説書｢消費者教育サポートブック｣
等の学校向け消費者教育資料、教材を発行し、授業
等で活用する。(｢STEP UP｣、｢JUMP UP｣、｢消費者教
育サポートブック｣７月発行）

「中学生用消費者教育資料　STEP UP｣　85,000部
「高校生用消費者教育資料　JUMP UP｣  70,000部
「教員用指導解説書　消費者教育ｻﾎﾟｰﾄﾌﾞｯｸ｣　3,500部
　　　　　　　　　　　　　　（令和２年７月発行)
（主な配布先）
　県内全中学校、高等学校

[中高生用消費者教育資料等の発行]
中学生用消費者教育｢STEP UP｣、高校生用｢JUMP
UP｣、教員用指導解説書｢消費者教育サポートブック｣
等の学校向け消費者教育資料、教材を発行し、授業
等で活用する。(｢STEP UP｣、｢JUMP UP｣、｢消費者教
育サポートブック｣７月発行予定）

「中学生用消費者教育資料　STEP UP'21｣　85,000部
「高校生用消費者教育資料　JUMP UP'21｣  70,000部
「教員用指導解説書　消費者教育ｻﾎﾟｰﾄﾌﾞｯｸ｣　3,500部
（主な配布先）
　県内全中学校、高等学校、特別支援学校　789箇所

[中高生用消費者教育資料等の発行]
中学生用｢STEP UP｣、高校生用｢JUMP UP｣、教員用指
導解説書｢消費者教育サポートブック｣の学校向け消
費者教育資料を発行し、授業等で活用する。

「中学生用消費者教育資料　STEP UP｣　83,000部
「高校生用消費者教育資料　JUMP UP｣  65,000部
「教員用指導解説書　消費者教育ｻﾎﾟｰﾄﾌﾞｯｸ｣　3,000部
（主な配布先）
　県内全中学校、高等学校、特別支援学校　789か所

有
県立高校における高校生向け
消費者教育資料の授業等での
活用割合

0.99 0.89 0.81

教育資料作成にあたり、消費者教
育ワーキンググループ会議で中
学・高校の教員代表者等から意見
を聞き、メールによるクーリン
グ・オフ方法の掲載を追加する
等、より活用しやすい資料を検討
し、改訂作業に反映した。

消費生活課 推進Ｇ

重
点
２

[高校生向け消費者市民社会啓発事業]
高校生向け情報紙に、高校生記者の取材、執筆によ
る企画記事等を掲載し、消費者市民社会の啓発を行
う。(年２回掲載予定）

神奈川新聞社が発行しているフリーペーパー「H!P」に、
高校生記者の取材、執筆による企画記事等を掲載
　約21.3万部発行（12月４日発行(冬号)）
　テーマ：成年年齢引下げに伴う高校生の消費者被害未
然防止
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため１回の
み掲載

[高校生向け成年年齢引下げ啓発事業]
高校生向け情報紙に、高校生記者の取材、執筆によ
る企画記事等を掲載し、成年年齢引下げの啓発を行
う。(年２回掲載予定）

神奈川新聞社が発行しているフリーペーパー「H!P」に、
高校生記者の取材、執筆による企画記事等を掲載
　約22万部発行
  ①９月発行(秋号)
　　テーマ：「１８歳からはもう大人？契約は取り消
　　せるの？」
　②12月発行(冬号)
　　テーマ：「消費者トラブル その時、親は？！」

[高校生向け成年年齢引下げ啓発事業]
高校生向け情報紙に、高校生記者の取材、執筆によ
る企画記事等を掲載し、成年年齢引下げの啓発を行
う。(年２回掲載予定）

神奈川新聞社が発行しているフリーペーパー「H!P」に、
高校生記者の取材、執筆による企画記事等を掲載
　約20万部発行
  ①令和４年９月発行(秋号)
　　テーマ：「SNSきっかけの消費者トラブルが過去最
多」
　②令和４年12月発行(冬号)
　　テーマ：「冬の怪談」（消費者トラブル事例と相談
員の助言）

有

「Ｈ！Ｐ」の記事を読んだ高
校生の意識向上※

※アンケートを実施し、「消
費者問題について意識するよ
うになった」と回答があった
割合

0.905 0.857 0.914 消費生活課 推進Ｇ

重
点
２

[高校生向け消費者被害未然防止事業]
成年年齢引下げの啓発文言及び消費者ホットライン
「188」を記載した啓発グッズとして、高校生が日常
的に使用できるスマホクリーナーを作成し配付す
る。

「スマホクリーナー」
　30,000枚作成
（主な配布先）
　政令市を除く県内市町村に所在している高校
  127箇所

[高校生向け成年年齢引下げ啓発グッズ配布事業]
成年年齢引下げに関する注意喚起を盛り込んだデザ
インの啓発グッズを作成し、県内の高校３年生全員
に配付する。

「クリアファイル」
　74,000枚
（主な配布先）
　県内全高等学校、中等教育学校、特別支援学校
  312か所

無
配布数は年度により生徒数の変動があるため、
成果目標を設定し、事業を評価することは難し
い。

消費生活課 推進Ｇ

本 １イ②
重
点
２

[消費者教育教員研修の実施]
教員等を対象に、幅広い消費者問題に関する研修を
実施する。(８日間程度)

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催中
止

[消費者教育教員研修の実施]
教員等を対象に、幅広い消費者問題に関する研修を
実施する。(２か月程度オンデマンド配信)

｛消費者教育教員研修（オンデマンド配信）」
　配信期間　７月１日～８月31日
　８分野13講座　延べ606名参加

[消費者教育教員研修の実施]
教員等を対象に、幅広い消費者問題に関する研修を
実施する。(対面講座及びオンデマンド配信)

「消費者教育教員研修」
　・対面講座
　　開催期間　令和４年７月26日～８月23日
　　13講座　延べ99名参加
　・オンデマンド配信
　　配信期間　各配信開始日～令和５年２月24日
　　13講座　延べ111名参加

無

研修内容の検討にあたり、受講者
アンケートの結果を踏まえ、ニー
ズの高いテーマを取り入れ、ま
た、研修の実施形式等を複数用意
するなどした。

消費生活課 推進Ｇ

１ア①大学 再
重
点
２

[｢契約のきりふだ(若者編)｣の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を、場面に応じて提供
し、活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和２
年度は「高齢者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（若者編）」
　消費生活出前講座等で約8,000部活用

[｢契約のきりふだ(若者編)｣の発行]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を発行する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和３
年度は「若者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（若者編）」90,000部
（主な配布先）
　県内全高等学校、大学、専修学校　474カ所
このほか
　市町村との共同発行　53,400部
  大学・専修学校との共同発行　3,200部

[｢契約のきりふだ(若者編)｣の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和４
年度は「高齢者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（若者編）」（令和３年12月発行）
（改訂増刷）5,000部
　消費生活出前講座等で約10,000部活用

無

リーフレット作成にあたり、消費
者教育ワーキング・グループ会議
で中学・高校の教員代表者等から
意見を聞き、視覚的に分かりやす
い漫画事例をデザインに活用する
等、より効果的な啓発に努めた。

消費生活課 推進Ｇ

本 1ア①大学
重
点
２

[消費生活出前講座の実施（学校向け）]
消費生活出前講座を学校向けに実施する。（25回程
度）

「消費生活出前講座(学校向け)」
　２回実施　延べ589名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、休止
期間があったことによる回数減

[消費生活出前講座の実施（小中高生向け）]
消費生活出前講座を学校向けに実施する。（25回程
度）

「消費生活出前講座(小中高生向け)」
　５回　延べ1,637人参加
※新型コロナの影響により回数減

[消費生活出前講座の実施（小中高生向け）]
消費生活出前講座を学校向けに実施する。（学校向
け10回程度）

「消費生活出前講座(小中高生向け)」
　10回　延べ1,849名参加

有
消費生活出前講座参加者の知
識習得度

0.57 0.83 0.79
神奈川県消費生活出前講座
実施報告書

消費生活課 推進Ｇ

２ア③ 再
重
点
２

[インターネット被害未然防止講座の実施（学校向
け）]
インターネット被害未然防止講座を学校向けに実施
する。（30回程度）

「インターネット被害未然防止講座(学校向け)」
　21回実施　延べ2,338名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、休止
期間があったことによる回数減

[インターネット被害未然防止講座の実施（小中高
生向け）]
無料で講師を派遣し、インターネットの危険性や使
用する際の注意点などを、わかりやすく学べる「イ
ンターネット被害未然防止講座」を学校向けに実施
する。（40回程度）

「インターネット被害未然防止講座(小中高生向け)」
　65回　延べ7,013人参加

[インターネット被害未然防止講座の実施（小中高
生向け）]
講師を派遣し、インターネットの危険性や使用する
際の注意点などを、わかりやすく学べる「インター
ネット被害未然防止講座」を学校向けに実施する。
（学校向け25回程度）

「インターネット被害未然防止講座(小中高生向け)」
　133回　延べ12,296名参加

有
インターネット被害未然防止
講座参加者の知識習得度

0.75 0.65 アンケート 消費生活課 推進Ｇ

２イ② 再
重
点
２

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、令和元年度に制作した映像を活用して、広告展
開する。

「若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかの
アレでした。～若者の消費者被害」」
　YouTube、LINE、Twitterの３媒体で令和３年１月～２
月の１か月間、Ｗeb広告を実施
　完了視聴数：2,366,911回

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかのア
レでした。～若者の消費者被害」」
　YouTubeでの配信
　市町村との連携による放映
　・ＪＲ川崎駅アゼリアビジョン　11月19日～25日
　・南足柄市成人式　ロビー　１月９日

[若者向け成年年齢引下げ啓発動画の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

「若者向け成年年齢引下げ啓発動画「コレがまさかのア
レでした。～若者の消費者被害」」
　・YouTubeでの配信
　・市町村との連携による放映（小田原市、愛川町）

無
この事業は既存媒体を活用し、市町村等と連携
して、予算をかけずに行っているものであるた
め、成果指標は設定するべきでない。

消費生活課 推進Ｇ

１イ③ 再

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育｣
金融経済情報資料を発行するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　１回実施　延べ10名参加(小学生の保護者)

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（学校向け）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　５回　延べ346人参加
※新型コロナの影響により「経済講演会」は中止

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（学校向け）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　７回　延べ322人参加
「くらしの経済講演会」
　令和５年１月13日
　厚木市文化会館　196名参加

無

講演会開催後のアンケート結果に
より、地域情報誌や開催市の広報
紙が周知方法として効果的である
等参加者による意見を踏まえ、こ
れらを活かした事業展開を検討し
た。

消費生活課 推進Ｇ

[私立学校向け消費者教育情報の提供]
私立学校における消費者教育の進展に向けて、必要
な情報を随時提供する。

私立学校における消費者教育の進展に向けて、必要な情
報を随時提供した。

[私立学校向け消費者教育情報の提供]
私立学校における消費者教育の進展に向けて、必要
な情報を随時提供する。

私立学校における消費者教育の進展に向けて、必要な情
報を随時提供した。

[私立学校向け消費者教育情報の提供]
私立学校における消費者教育の進展に向けて、必要
な情報を随時提供する。

私立学校における消費者教育の進展に向けて、必要な情
報を随時提供した。

無
情報を提供することが主の事業であり、事業の
効果を示す定性的なデータによる評価に馴染ま
ないから。

私学振興課 教育指導Ｇ

[県立高等学校・中等教育学校におけるシチズン
シップ教育の取組]
シチズンシップ教育の３領域のうち「経済に関する
教育」の一環として消費者教育に取り組む。

各県立高等学校・中等教育学校において、シチズンシッ
プ教育の３領域のうち「経済に関する教育」の一環とし
て外部機関と連携し、消費者教育に取り組んだ。

[県立高等学校・中等教育学校におけるシチズン
シップ教育の取組]
シチズンシップ教育の３領域のうち「経済に関する
教育」の一環として消費者教育に取り組む。

各県立高等学校・中等教育学校において、シチズンシッ
プ教育の３領域のうち「経済に関する教育」の一環とし
て外部機関と連携し、消費者教育に取り組んだ。

[県立高等学校・中等教育学校におけるシチズン
シップ教育の取組]
シチズンシップ教育の３領域のうち「経済に関する
教育」の一環として消費者教育に取り組む。

各県立高等学校・中等教育学校において、シチズンシッ
プ教育の３領域のうち「経済に関する教育」の一環とし
て外部機関と連携し、消費者教育に取り組んだ。

無

消費者教育に関する外部講師の活用状況の件数
を成果指標として検討できるが、すぐに消費者
教育の成果を示すものではないため、その数値
の大小によって事業を評価することは難しい。

高校教育課

無

消費者教育に関する外部講師の活用状況の件数
を成果指標として検討できるが、すぐに消費者
教育の成果を示すものではないため、その数値
の大小によって事業を評価することは難しい。

高校教育課

無
この事業は、学習指導要領に基づき、消費者教
育を実施する取組であることから、数値により
事業を評価することは難しい。

子ども教育支
援課

無
学習指導要領に基づき、社会科等の授業で消費
者教育を実施しているが、件数や数値といった
データでの事業評価が困難なため。

特別支援教育
課

【大学、専門学校等】

２イ② 再
重
点
２

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、令和元年度に制作した映像を活用して、広告展
開する。

「若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかの
アレでした。～若者の消費者被害」」
　YouTube、LINE、Twitterの３媒体で令和３年１月～２
月の１カ月間、Ｗeb広告を実施
　完了視聴数：2,366,911回

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかのア
レでした。～若者の消費者被害」」
　YouTubeでの配信
　市町村との連携による放映
　・ＪＲ川崎駅アゼリアビジョン　11月19日～25日
　・南足柄市成人式　ロビー　１月９日

[若者向け成年年齢引下げ啓発動画の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

「若者向け成年年齢引下げ啓発動画「コレがまさかのア
レでした。～若者の消費者被害」」
　・YouTubeでの配信
　・市町村との連携による放映（小田原市、愛川町）

無
この事業は、市町村等と連携し、既存媒体を活
用して行っているものであるため、成果指標は
設定すべきでない。

消費生活課 推進Ｇ

１ア①小中高 無

リーフレット作成にあたり、消費
者教育ワーキング・グループ会議
で中学・高校の教員代表者等から
意見を聞き、視覚的に分かりやす
い漫画事例をデザインに活用する
等、より効果的な啓発に努めた。

１ア①小中高 再
重
点
２

[消費生活出前講座の実施（学校向け）]
消費生活出前講座を学校向けに実施する。（25回程
度）

「消費生活出前講座(学校向け)」
　２回実施　延べ589名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことによる回数減

[消費生活出前講座の実施（大学等向け）]
消費生活出前講座を学校向けに実施する。（25回程
度）

「消費生活出前講座(大学等向け)」
　１回　延べ365人参加
※新型コロナの影響により回数減

[消費生活出前講座の実施（大学等向け）]
消費生活出前講座を学校向けに実施する。（学校向
け10回程度）

「消費生活出前講座(大学等向け)」
　３回　延べ434名参加

有
消費生活出前講座参加者の知
識習得度

0.57 0.83 0.79
神奈川県消費生活出前講座
実施報告書

消費生活課 推進Ｇ

２ア③ 再
重
点
２

[インターネット被害未然防止講座の実施（学校向
け）]
インターネット被害未然防止講座を学校向けに実施
する。（30回程度）

「インターネット被害未然防止講座(学校向け)」
　21回実施　延べ2,338名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことによる回数減

[インターネット被害未然防止講座の実施（大学等
向け）]
無料で講師を派遣し、インターネットの危険性や使
用する際の注意点などを、わかりやすく学べる「イ
ンターネット被害未然防止講座」を学校向けに実施
する。（40回程度）

「インターネット被害未然防止講座(大学等向け)」
　16回　延べ1,011人参加

[インターネット被害未然防止講座の実施（大学等
向け）]
講師を派遣し、インターネットの危険性や使用する
際の注意点などを、わかりやすく学べる「インター
ネット被害未然防止講座」を学校向けに実施する。
（学校向け25回程度）

「インターネット被害未然防止講座(大学等向け)」
　12回　延べ768名参加

有
インターネット被害未然防止
講座参加者の知識習得度

0.75 0.65 アンケート 消費生活課 推進Ｇ

[成年年齢引下げに関する注意喚起]
大学・短期大学、専修学校へ啓発ポスターの配布を
行う。

「成年年齢引下げ啓発ポスター」1,500部（増刷）
（主な配布先）大学・短期大学58校、専修学校105校

「学生ポータルサイトを活用した情報提供」
　９月　県内大学37校

[若者向け消費者市民社会の啓発]
成年年齢引下げに関する注意喚起や消費者トラブル
に巻き込まれた際の相談先の周知のため、啓発物品
を作成し、県内大学等に配布するとともに、学生
ポータルサイトを活用し情報発信する。

「ウェットティッシュ・ふせん」
計96,000個（ウェットティッシュ80,000個・ふせん
16,000個）
（主な配布先）県内大学・短期大学56校、専修学校106校

「学生ポータルサイトを活用した情報提供」
　５月　県内大学37校

無

令和４年度インターンシップ生へ
の聴き取りで、啓発物品の候補と
してあがったウェットティッシュ
及びふせんを作成することとし
た。

消費生活課 推進Ｇ

担当グループ担当課

推進Ｇ

④データにより事業の評価ができない・
データの公表ができない理由

①アウトカム指標
②事業の効果を示す定

性的データ

消費生活課

本
掲

再
掲

重
点

[小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等にお
ける消費者教育の推進]
学校教育においては、学習指導要領に基づき、社会
科、公民科、家庭科、技術・家庭科などの教科を中
心に、消費者教育を実施する。

学校教育においては、各校種の学習指導要領に基づき、
社会科、公民科、家庭科、技術・家庭科などの教科を中
心に、消費者教育を実施した。

令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績

[｢契約のきりふだ(若者編)｣の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和４
年度は「高齢者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（若者編）」（令和３年12月発行）
（改訂増刷）5,000部
　消費生活出前講座等で約10,000部活用

[小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等にお
ける消費者教育の推進]
学校教育においては、学習指導要領に基づき、社会
科、公民科、家庭科、技術・家庭科などの教科を中
心に、消費者教育を実施する。

学校教育においては、各校種の学習指導要領に基づき、
社会科、公民科、家庭科、技術・家庭科などの教科を中
心に、消費者教育を実施した。

[｢契約のきりふだ(若者編)｣の発行]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を発行する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和３
年度は「若者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（若者編）」90,000部
（主な配布先）
　県内全高等学校、大学、専修学校　474カ所
このほか
　市町村との共同発行　53,400部
  大学・専修学校との共同発行　3,200部

[小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等にお
ける消費者教育の推進]
学校教育においては、学習指導要領に基づき、社会
科、公民科、家庭科、技術・家庭科などの教科を中
心に、消費者教育を実施する。

学校教育においては、各校種の学習指導要領に基づき、
社会科、公民科、家庭科、技術・家庭科などの教科を中
心に、消費者教育を実施した。

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方

本
重
点
２

１イ①

[｢契約のきりふだ(若者編)｣の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を、場面に応じて提供
し、活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和２
年度は「高齢者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（若者編）」
　消費生活出前講座等で約8,000部活用

有無 名称
令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績 令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績

資料4別紙

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため 1



基本方向（大柱）
中柱

小柱
担当グループ担当課

④データにより事業の評価ができない・
データの公表ができない理由

①アウトカム指標
②事業の効果を示す定

性的データ
本
掲

再
掲

重
点

令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績 令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方
有無 名称

令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績 令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績

１イ③ 再

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育｣
金融経済情報資料を発行するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
 ０回実施
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことにより実施実績なし

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（学校向け）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　０回
※新型コロナの影響により「経済講演会」は中止

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（学校向け）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　７回　延べ322人参加
「くらしの経済講演会」
　令和５年１月13日
　厚木市文化会館　196名参加

無

講演会開催後のアンケート結果に
より、地域情報誌や開催市の広報
紙が周知方法として効果的である
等参加者による意見を踏まえ、こ
れらを活かした事業展開を検討し
た。

消費生活課 推進Ｇ

②地域社会での消費者教育の推進
【地域】

本 ２イ①
重
点
１

[「契約のきりふだ(高齢者編)の発行]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を発行する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和２年度は「高
齢者編」を作成」）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」
　県発行　60,000部（11月発行）
　市町村共同発行分　30,500部
（主な配布先）
　市町村消費者行政主管課

[「契約のきりふだ(高齢者編)」の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を場面に応じて提供し、
活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和３年度は「若
者編」を作成」）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」（令和２年11月発行）
　消費生活出前講座等で約8,000部活用

[「契約のきりふだ(高齢者編)」の発行]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を場面に応じて提供し、
活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和４年度は「高
齢者編」を作成」）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」
　60,000部
　市町村共同発行　37,500部
（主な配布先）
　市町村等

無

リーフレット作成に当たっては、
活用先の市町村や福祉関係団体等
から随時聴取した個別意見を考慮
し、文字を少なく、大きく、わか
りやすい表現とする等、より効果
的な啓発に努めた。

消費生活課 推進Ｇ

２イ① 再
重
点
１

新[消費者ホットライン188啓発事業]
霊感商法を含む悪質商法による消費者トラブルに巻
き込まれた際に適切に対応できるよう、消費者ホッ
トライン188を啓発する動画を配信するとともに、課
のTwitterアカウントを周知する。

「SNS動画広告・Twitterフォロワー獲得広告」
　媒体　YouTube、LINE、Twitter
　期間　令和５年３月３日～23日
　合計表示回数　6,569,863回
　フォロワー獲得数　152

無
成年年齢引下げに関する保
護者向けアンケート

成年年齢引下げに関する保護者向
けアンケートの中で、保護者への
効果的な啓発方法を尋ねたとこ
ろ、「インターネットやSNSでの
啓発」という回答が最も多かった
ため、SNS広告を活用した啓発を
実施した。

消費生活課 推進Ｇ

[就労等18歳向け成年年齢引下げ啓発グッズ作成]
成年年齢引下げに関する注意喚起を盛り込んだデザ
インの啓発グッズを作成し、県内の自動車学校、若
者向けのハローワーク等に配布する。

「ボールペン」
　8,000本作成
（主な配布先）
　県内自動車教習所、商工会議所青年部、若者向けのハ
ローワーク、引きこもり等支援団体等　132か所

無

消費者被害額や救済額、相談件数は、啓発の効
果により増減するものではない（社会状況の変
化に左右されることが多い）。また、被害額等
が増えることが、一概に悪いことでもない（こ
れまで埋もれていた被害を掘り起こして、救済
に繋げたことになる）。よって、被害額等を成
果目標にすることは適切ではなく、これらを成
果目標とはしない。

消費生活課 推進Ｇ

本 ２イ①
重
点
１

[消費生活出前講座の実施(高齢者、障がい者及び
見守る人対象)]
消費生活出前講座を実施する。(高齢者、障がい者及
び見守る人向け25回程度)

「消費生活出前講座(高齢者、障がい者等向け)」
　３回実施　延べ132名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことによる回数減

[消費生活出前講座の実施(高齢者、障がい者及び
見守る人対象)]
消費生活出前講座を実施する。(高齢者、障がい者及
び見守る人向け25回程度)

「消費生活出前講座(高齢者、障がい者等向け)」
　９回　延べ370人参加

[消費生活出前講座の実施(高齢者、障がい者及び
見守る人対象)]
消費生活出前講座を実施する。(高齢者、障がい者及
び見守る人向け10回程度)

「消費生活出前講座(高齢者、障がい者等向け)」
　22回　延べ924名参加

有
消費生活出前講座参加者の知
識習得度

0.57 0.83 0.79
神奈川県消費生活出前講座
実施報告書

消費生活課 推進Ｇ

２ア③ 再
重
点
１

[インターネット被害未然防止講座の実施(高齢者･
障がい者等対象)]
インターネット被害未然防止講座を実施する。(高齢
者、障がい者等向け５回程度)

「インターネット被害未然防止講座(高齢者･障がい者等
向け)」
　３回実施　延べ35名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことによる回数減

[インターネット被害未然防止講座の実施(高齢者･
障がい者等対象)]
無料で講師を派遣し、インターネットの危険性や使
用する際の注意点などを、わかりやすく学べる「イ
ンターネット被害未然防止講座」を実施する。(高齢
者、障がい者等向け５回程度)

「インターネット被害未然防止講座(高齢者･障がい者等
向け)」
　３回　延べ91人参加

[インターネット被害未然防止講座の実施(高齢者･
障がい者等対象)]
講師を派遣し、インターネットの危険性や使用する
際の注意点などを、わかりやすく学べる「インター
ネット被害未然防止講座」を高齢者、障がい者等向
けに実施する。(５回程度)

「インターネット被害未然防止講座(高齢者･障がい者等
向け)」
　９回　延べ220名参加

有
インターネット被害未然防止
講座参加者の知識習得度

0.75 0.65 アンケート 消費生活課 推進Ｇ

1イ③ 再

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育｣
金融経済情報資料を発行するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
 ０回実施
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことにより実施実績なし

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（高齢者・障がい者等対象）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　３回　延べ68人参加
※新型コロナの影響により「経済講演会」は中止

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（高齢者・障がい者等対象）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　23回　延べ453人参加
「くらしの経済講演会」
　令和５年１月13日
　厚木市文化会館　196名参加

無

講演会開催後のアンケート結果に
より、地域情報誌や開催市の広報
紙が周知方法として効果的である
等参加者による意見を踏まえ、こ
れらを活かした事業展開を検討し
た。

消費生活課 推進Ｇ

２イ① 再
重
点
１

[高齢者等見守りネットワーク構築に係る啓発等]
関係機関と連携し、高齢者、障がい者及び見守る人
を対象とした啓発を実施するとともに、市町村での
意見交換会等を通じて、県全体での見守りネット
ワーク構築につなげる。
また、ネットワーク構築に関する事業を消費者団体
に委託して実施する。

「市町村での意見交換会」
　愛川町において開催を予定していたが、新型コロナウ
イルス感染症感染拡大防止のため中止
「消費者安全確保地域協議会設置についての依頼」
　消費生活担当課長会議で事務連絡を発出したほか、個
別に市町村を訪問し現状や阻害要因等の聞き取りを行う
など、市町村への働きかけを実施（平塚市、座間市）
「高齢者及び障がい者向け啓発ツール「マイクロファイ
バークロス」の作成・配付」
　18,000枚作成し、市区町村の社会福祉協議会、民生委
員児童委員協議会を通じて配付（令和３年２月）
「高齢者及び障がい者の見守りネットワーク普及促進事
業」
 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

[高齢者等見守りネットワーク構築に係る啓発等]
関係機関と連携し、高齢者、障がい者及び見守る人
を対象とした啓発を実施するとともに、市町村での
意見交換会等を通じて、県全体での見守りネット
ワーク構築につなげる。

個別の働きかけを実施（小田原市、大和市）

「高齢者・障がい者向け啓発ツール「眼鏡拭き」の作
成・配布」
　25,000枚作成
　（主な配布先）
　　31市町（市町福祉関係課、関係機関を通じて高齢者
へ配布）

[高齢者等見守りネットワーク構築に係る啓発等]
関係機関と連携し、高齢者、障がい者及び見守る人
を対象とした啓発を実施するとともに、市町村への
個別の働きかけを推進し、県全体での見守りネット
ワーク構築につなげる。

「高齢者・障がい者向け啓発ツール「ポップアップメ
モ」の作成・配布」
　35,000個作成
（主な配布先）
　市町村、県内警察署（市町福祉関係課、関係機関を通
じて高齢者へ配布）

「高齢者・障がい者見守りチェック用クリアファイル」
（改訂増刷）
　高齢者　 15,000枚
　障がい者　7,000枚

「個別の働きかけを実施」（相模原市）

無

啓発物品の作成にあたっては、高
齢者、障害者等の消費者被害防止
対策連絡協議会等の意見を参考に
検討した。
個別の働きかけにあたっては、各
市町村からの消費者安全確保地域
協議会（見守りネットワーク）設
置・検討状況の回答を参考とし
た。

消費生活課 推進Ｇ

１ウ① 再

[エシカル消費の普及]
持続可能な社会の形成に向けて、食品ロス、フェア
トレード等のエシカル消費の普及に向けて、イベン
トの開催及びＳＮＳ等を活用した啓発を図る。

消費者月間及びかながわ消費者週間において、ＳＮＳ等
を活用した啓発を図った。
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のためイベン
トは中止

[エシカル消費の普及]
持続可能な社会の形成に向けて、食品ロス、フェア
トレード等のエシカル消費の普及に向けて、ＳＮＳ
等を活用した啓発を図る。

「ＳＮＳ等を活用した啓発」
　消費者月間（５月１日～31日）投稿数　５回
　かながわ消費者週間（10月９日～15日）
　投稿数　８回
　３月（食品ロス削減レシピを含む）投稿数　12回
　資源循環推進課との連携（てまえどり周知）
　投稿数　２回

[エシカル消費の普及]
食品ロス、フェアトレード等のエシカル消費の普及に向け
て、ＳＮＳ等を活用した啓発を図る。
また、消費者市民社会の形成にかかる啓発資料を発行す
る。

「ＳＮＳ等を活用した啓発」
　消費者月間（令和４年５月１日～31日）
　投稿数　２回
　かながわ消費者週間（令和４年10月８日～14日）
　投稿数　４回
　
「買い物が未来をつくる　未来をかえる」
　4,000部作成
（主な配布先）
　市町村等

無
資料作成にあたっては、消費生活
eモニターアンケート調査の意見
を参考とした。

消費生活課 推進Ｇ

【家庭】 ―

[社会人向けの消費者市民社会啓発資料の発行]
成人一般や高齢者を対象とした消費者市民社会の形
成にかかる啓発資料を発行する。

※新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響のため発行
中止

消費生活課 推進Ｇ

２イ② 再
重
点
２

[保護者向け成年年齢引下げ啓発資料の作成]
成年年齢引下げに伴う消費者トラブルの未然防止の
ため、若者本人だけでなくその保護者に向け、チラ
シ等を作成・配布し、理解促進を図る。

「成年年齢引下げ啓発チラシ（型抜きチラシ）」
　Ａ５判型抜き４頁　90,000部（令和３年３月発行）
（主な配布先）
　県内全高校１年生に対し、４月以降の保護者面談等の
際に保護者へ直接配布

[保護者向け成年年齢引下げ啓発の実施]
成年年齢引下げに伴う消費者トラブルの未然防止の
ため、若者本人だけでなくその保護者に向け、動画
を制作するとともに、Ｗebを中心とした広告を行う
ことにより、理解促進を図る。

「保護者向け成年年齢引下げ啓発アニメ『コレがまさか
のアレでした。』」のWeb広告
　媒体　YouTube、Facebook、Instagram、LINE、Yahoo!
　期間　令和３年12月～令和４年３月10日
　完了視聴数　3,733,197回

「保護者向け成年年齢引下げ啓発ウェブサイト『あなた
のお子さんは大丈夫？“18歳”が狙われる消費者トラブ
ル』」
　サイトアクセス数　142,158（令和４年３月31日時点）

[保護者向け成年年齢引下げ啓発の実施]
成年年齢引下げに伴う消費者トラブルの未然防止の
ため、新成人等の保護者に向け、SNSを活用し啓発動
画を配信するとともに、保護者向け啓発ウェブサイ
トの閲覧を促すことにより、理解促進を図る。

「保護者向け成年年齢引下げ啓発動画『コレがまさかの
アレでした。』」のSNS広告
　媒体　YouTube、LINE
　期間　令和４年７月14日～９月30日
　表示回数　4,757,482回

「成年年齢引下げに関する保護者向けアンケート」
　実施期間　令和４年６月29日～９月15日
　対象　10～20歳の子ども（孫）を持つ保護者
　回答数　10,526

「石黒彩氏・中澤佑二氏インタビュー記事掲載」
　媒体　マイナビニュース
　期間　令和５年１月10日～２月19日
　閲覧数　38,322PV

「検索連動型広告」
　媒体　Yahoo!、Google
　期間　令和５年１月25日～２月28日
　表示回数　8,842回(441クリック)

「保護者向け成年年齢引下げ啓発リーフレット」（改訂
増刷）90,000部
　（主な配布先）
　県内全高等学校　312か所

無
成年年齢引下げに関する保
護者向けアンケート

成年年齢引下げに関する保護者向
けアンケートの中で、保護者への
効果的な啓発方法を尋ねたとこ
ろ、「インターネットやSNSでの
啓発」という回答が最も多かった
ため、インターネットやSNS広告
を中心に啓発を実施した。

消費生活課 推進Ｇ

１イ③ 再

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育｣
金融経済情報資料を発行するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　１回実施　延べ10名参加

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（一般向け）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　10回　延べ141人参加
※新型コロナの影響により「経済講演会」は中止

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（一般向け）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　11回　延べ211人参加
「くらしの経済講演会」
　令和５年１月13日
　厚木市文化会館　196名参加

無

講演会開催後のアンケート結果に
より、地域情報誌や開催市の広報
紙が周知方法として効果的である
等参加者による意見を踏まえ、こ
れらを活かした事業展開を検討し
た。

消費生活課 推進Ｇ

[消費生活出前講座の実施(一般向け)]
消費生活出前講座を一般向けに実施する。（５回程
度）

「消費生活出前講座(一般向け)」
　２回実施　延べ81名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことによる回数減

[消費生活出前講座の実施(一般向け)]
消費生活出前講座を一般向けに実施する。（５回程
度）

「消費生活出前講座(一般向け)」
　４回　延べ211人参加

[消費生活出前講座の実施(一般向け)]
消費生活出前講座を一般向けに実施する。（５回程
度）

「消費生活出前講座(一般向け)」
　４回　延べ88名参加

有
消費生活出前講座参加者の知
識習得度

0.57 0.83 0.79
神奈川県消費生活出前講座
実施報告書

消費生活課 推進Ｇ

２ア③ 再

[インターネット被害未然防止講座の実施（一般向
け）]
インターネット被害未然防止講座を参加者募集型等
により実施する。（17回程度）

「インターネット被害未然防止講座」
　(一般向け出前型)５回実施　延べ151名参加
　(参加者募集型)　６回実施　延べ123名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため一部中
止

[インターネット被害未然防止講座の実施（一般向
け）]
無料で講師を派遣し、インターネットの危険性や使
用する際の注意点などを、わかりやすく学べる「イ
ンターネット被害未然防止講座」を参加者募集型等
により実施する。（17回程度）

「インターネット被害未然防止講座（一般向け）」
　一般向け出前型　16回　延べ289人参加
　参加者募集型　　16回　延べ262人参加

[インターネット被害未然防止講座の実施（一般向
け）]
講師を派遣し、インターネットの危険性や使用する
際の注意点などを、わかりやすく学べる「インター
ネット被害未然防止講座」を参加者募集型等により
実施する。（22回程度）

「インターネット被害未然防止講座（一般向け）」
　出前型　28回　延べ574名参加
　参加者募集型　14回　延べ235名参加

有
インターネット被害未然防止
講座参加者の知識習得度

0.75 0.65 アンケート 消費生活課 推進Ｇ

２ア③ 再

[サイバーセキュリティ月間に係る普及・啓発行事
「サイバーセキュリティセミナー」の実施（一般
向け）]
情報セキュリティについての普及・啓発行事を開催
する。（１回）

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止

[サイバーセキュリティ月間に係る普及・啓発行事
「サイバーセキュリティセミナー」の実施（一般
向け）]
情報セキュリティについての普及・啓発行事を開催
する。（１回）開催方法については、調整予定。

「サイバーセキュリティセミナー（オンライン開催）」
１回　77名参加

[サイバーセキュリティ月間に係る普及・啓発行事
「サイバーセキュリティセミナー」の実施（一般
向け）]
情報セキュリティについての普及・啓発行事を開催
する。（１回）開催方法については、調整予定。

「サイバーセキュリティセミナー（オンライン開催）」
１回　101名参加

無

当該事業の目的からすれば、サイバー犯罪に対
する全県民・事業者の理解度や対策の実施率、
攻撃に対する防衛率など指標としてが考えられ
るが、これらの統計データ取得は困難である。
セミナーの参加者等は取得可能であるが、目的
の達成度を評価する指標としては適格性が十分
とは言えない。

デジタル戦略
本部室

情報セキュリ
ティＧ

③職域での消費者教育の促進

４イ① 再

[事業者向け研修会等の実施]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体との連携により、消費生活行政に係る情報提
供等を行う。

・景品表示法研修資料のホームページ掲載
・事業者向けセミナー１回（かながわ住まいまちづくり
協会）

[事業者向け研修会等の実施]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体との連携により、消費生活行政に係る情報提
供等を行う。

・景品表示法研修資料の食品衛生課ホームページへの掲
載
・事業者向けセミナー１回（かながわ住まいまちづくり
協会）　６名参加

[事業者向け研修会等の実施]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体との連携により、消費生活行政に係る情報提
供等を行う。

「景品表示法研修資料の生活衛生課ホームページ掲載及
び関係団体への周知」
「事業者向けセミナー」
２回（①神奈川県新聞販売組合及び京浜新聞販売組合、
②かながわ住まいまちづくり協会）　計84名参加

有

新聞販売（訪問販売に限る）
に関する県内苦情相談件数
（コロナ禍で令和２・３年度
は中止したが、新聞販売組合
を対象としたセミナーを実施
しているため）

341件 366件 354件 消費生活課 指導Ｇ

[消費生活出前講座の実施(職域)]
消費生活出前講座を実施する。(従業者等向け５回程
度)

「消費生活出前講座(従業者等向け)」
　０回実施
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことにより実施実績なし

[消費生活出前講座の実施(職域)]
消費生活出前講座を実施する。(従業者等向け５回程
度)

「消費生活出前講座(従業者等向け)」
　０回
※新型コロナの影響により実施実績なし

[消費生活出前講座の実施(職域)]
消費生活出前講座を実施する。(従業者等向け５回程
度)

「消費生活出前講座(従業者等向け)」
　０回

有
消費生活出前講座参加者の知
識習得度

0.57 0.83 0.79
神奈川県消費生活出前講座
実施報告書

消費生活課 推進Ｇ

１イ③ 再

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育｣
金融経済情報資料を発行するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
 ０回実施
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期
間があったことにより実施実績なし

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（職域）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
 ０回
※新型コロナの影響により実施実績なし

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教育
（職域）]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
 １回　延べ９人参加
「くらしの経済講演会」
　令和５年１月13日
　厚木市文化会館　196名参加

無

講演会開催後のアンケート結果に
より、地域情報誌や開催市の広報
紙が周知方法として効果的である
等参加者による意見を踏まえ、こ
れらを活かした事業展開を検討し
た。

消費生活課 推進Ｇ

イ　消費者教育の拠点機能の発揮と連携の推進
①消費生活相談情報を踏まえた研修実施・教材作成

[｢かながわくらしテキスト｣の発行]
消費生活相談内容の分析結果を踏まえた教材｢かなが
わくらしテキスト｣を発行(年２回)、県内に広く配布
する。

※新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響のため令和
２年度以降発行停止

消費生活課 推進Ｇ

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 2



基本方向（大柱）
中柱

小柱
担当グループ担当課

④データにより事業の評価ができない・
データの公表ができない理由

①アウトカム指標
②事業の効果を示す定

性的データ
本
掲

再
掲

重
点

令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績 令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方
有無 名称

令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績 令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績

１ア①大学
１ア②地域

再

重
点
１
・
２

[｢契約のきりふだ(高齢者編)」の発行及び「契約
のきりふだ(若者編)｣の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を発行するとともに、場
面に応じて提供し、活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和２
年度は「高齢者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」
　県発行　60,000部（11月発行）
　市町村共同発行分　30,500部

[｢契約のきりふだ(若者編)」の発行及び「契約のきりふ
だ(高齢者編)｣の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を発行するとともに、場
面の応じて提供し、活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和３
年度は「若者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（若者編）」発行
　県発行　90,000部
（主な配布先）
　県内全高等学校、大学、専修学校　474カ所
　市町村共同発行分　53,400部
　学校共同発行分　3,200部
　
「契約のきりふだ（高齢者編）」（令和２年11月発行）
　消費生活出前講座等で約8,000部活用

[｢契約のきりふだ(高齢者編)」の発行及び「契約のきり
ふだ(若者編)｣の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を発行するとともに、場
面に応じて提供し、活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和４
年度は「高齢者編」を作成）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」発行
　60,000部
　市町村共同発行　37,500部
（主な配布先）
　市町村等
「契約のきりふだ（若者編）」（令和３年12月発行）
（改訂増刷）5,000部
　消費生活出前講座等で約10,000部活用

無

若者編については、消費者教育
ワーキング・グループ会議による
意見、高齢者編については、活用
先の市町村等の意見を参考に、よ
り効果的な啓発になるようリーフ
レットの作成をした。

消費生活課 推進Ｇ

２ア① 再

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。(月
１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　年10回発行（５月・７月は休止）
　各6,190部、367箇所に配布
　テーマ「リラックス効果をうたう電子タバコの定期購
入にご注意！」等
（主な配布先）
　市町村主管課、消費者団体、老人会、社会福祉協議会
等

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。(月
１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　13回発行（臨時号１回含む。）　各6,200部
　テーマ「新成人を狙うエステなどの高額契約に注
意！」等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　348箇所

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた相談事例や
国民生活センターから提供される啓発情報の中か
ら、消費者に特に周知する必要がある情報を迅速か
つ的確に、県内に広く提供する。(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　12回発行　各6,200部
　テーマ「実在する通販サイトに似せた偽サイトに注
意！」等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　339か所

県消費生活審議会における委員の
意見を踏まえ、高齢者の方に馴染
みのない言葉等については、より
わかりやすい形で、注意書き等を
つけることとしている。

消費生活課 相二Ｇ

３ア③ 再

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な概論研修、専門研修を実施する。
(12回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「概論研修」
　２回　延べ49名参加
「専門研修」
　４回　延べ44名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、概論
研修２回及び専門研修４回は中止

「行政職員研修」
　基礎編(Ｗeb研修による実施）２回
　応用編(Ｗeb研修による実施）１回

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ４回　延べ287名参加

「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　２回　延べ89名参加
　応用編　１回　延べ38名参加

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口で必要と
なる実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、職員に対し、消費生活行政を担う上で業務上
不可欠な知識を習得するための研修（「基礎編」６
回、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ８回　延べ561名参加
「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　６回　延べ58名参加
　応用編　１回　延べ27名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。
・アンケート結果で配信期間を長
くしてほしいという意見があった
ため、１か月の配信を６週間へと
変更した。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

３イ② 再

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修」
　３テーマ実施　延べ170名参加
 （テーマ）　※Ｗeb研修による実施
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・インターネット上での契約トラブルについて
　・特定商取引法事例検討
※４テーマは新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ため中止

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修（オン
デマンド配信）」
　５テーマ　延べ322名参加
 （テーマ）
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・オンライン・プラットフォーマーの役割と課題
　・オンラインゲームトラブル
　・PIO-NETの入力情報の整理について
　・特定商取引法事例検討

＜「消費生活相談員、行政職員に対する人材育成
研修の実施」・「新規課題対応研修」で対応＞

研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。

消費生活課 相二Ｇ

３ア③ 再

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の行政職員及び相談員を対象とした新規
テーマを扱う研修を実施する。(１テーマ　２回)

「新規課題対応研修」
　１テーマ実施　※Ｗeb研修による実施
 （テーマ）
　・暗号資産をめぐる法改正の動向
※１テーマは新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ため中止

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の行政職員及び相談員を対象とした新規
テーマを扱う研修を実施する。(１テーマ　２回)

「新規課題対応研修（オンデマンド配信）」
１テーマ　１回　56名参加
 （テーマ）
　・インターネット広告の現状と課題

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の行政職員及び相談員を対象とした新規
テーマを扱う研修を実施する。(６回)

「新規課題対応研修（オンデマンド配信）」
６回　延べ422名参加

研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。
・アンケート結果で配信期間を長
くしてほしいという意見があった
ため、１か月の配信を６週間へと
変更した。

消費生活課 相二Ｇ

１イ② 再

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

無 いろいろな事業を総括したものであるため 消費生活課 推進Ｇ

[消費生活eモニターアンケート実施]
消費生活に関する県民の意識調査を、インターネッ
トを利用して実施する。(年２回程度実施)

第１回ｅモニターアンケート（10月16日～25日）
　テーマ「新型コロナウイルス感染症感染拡大による生
活と意識の変化について」
　回答者287名／対象者316名
第２回ｅモニターアンケート（１月29日～２月７日）
　テーマ「消費生活と消費者行政について」
　回答者253名／対象者316名

[消費生活eモニターアンケート実施]
消費生活に関する県民の意識調査をするため、イン
ターネットを利用して実施する。(年３回程度実施)

第１回ｅモニターアンケート（８月25日～９月３日）
　テーマ「SDGs・エシカル消費について」
　回答者250名／対象者311名
第２回ｅモニターアンケート（11月19日～28日）
　テーマ「『新しい生活様式』を踏まえた消費生活に関
する普及・啓発活動等について」
　回答者230名／対象者311名
第３回ｅモニターアンケート（２月４日～13日）
　テーマ「消費生活と消費者行政について」
　回答者236名／対象者311名

[消費生活eモニターアンケート実施]
消費生活に関する県民の意識調査をするため、イン
ターネットを利用して実施する。(年２回程度実施)

第１回（令和４年11月11日～20日）
　テーマ「エシカル消費等について」
　回答者240名／対象者332名
第２回（令和５年２月３日～12日）
　テーマ「消費生活と消費者行政について」
　回答者228名／対象者332名

無
この事業は県の消費者行政施策展開の参考とす
るものであるため、事業自体の成果指標は設定
するべきでない。

消費生活課 推進Ｇ

[市町村に対する啓発資料の提供]
市町村の消費生活センターが、消費者教育の拠点と
しての役割を果たせるよう、県作成の啓発資料等を
提供する。

啓発資料の市町村消費生活センター等への提供数
・契約のきりふだ(高齢者編)　　 31,950部

[市町村に対する啓発資料の提供]
市町村の消費生活相談窓口が、消費者教育の拠点と
しての役割を果たせるよう、県作成の啓発資料等を
提供する。

啓発資料の市町村消費生活相談窓口等への提供数
・契約のきりふだ(高齢者編)　　      5,990部
・契約のきりふだ(若者編)　　 　　  24,650部
・クーリング・オフはがき作成セット　2,650部
・インターネットの危ない世界part2　　 970部　等

[市町村に対する啓発資料の提供]
市町村の消費生活相談窓口が、消費者教育の拠点と
しての役割を果たせるよう、県作成の啓発資料等を
提供する。

啓発資料の市町村消費生活相談窓口等への提供
・契約のきりふだ(高齢者編)　　     27,872部
・契約のきりふだ(若者編)　　 　　  11,880部
・クーリング・オフはがき作成セット　2,650部
・インターネットの危ない世界part2　 1,190部　等

無
この事業は、市町村等と連携し、既存媒体を活
用して行っているものであるため、成果指標は
設定すべきでない。

消費生活課 推進Ｇ

②消費者教育の担い手の育成・活動の支援

１ア①小中高 再
重
点
２

[消費者教育教員研修の実施]
教員等を対象に、幅広い消費者問題に関する研修を
実施する。(８日間程度)

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止
[消費者教育教員研修の実施]
教員等を対象に、幅広い消費者問題に関する研修を
実施する。(２か月程度オンデマンド配信)

｛消費者教育教員研修（オンデマンド配信）」
　配信期間　７月１日～８月31日
　８分野13講座　延べ606名参加

[消費者教育教員研修の実施]
教員等を対象に、幅広い消費者問題に関する研修を
実施する。(対面講座及びオンデマンド配信)

「消費者教育教員研修」
　・対面講座
　　開催期間　令和４年７月26日～８月23日
　　13講座　延べ99名参加
　・オンデマンド配信
　　配信期間　各配信開始日～令和５年２月24日
　　13講座　延べ111名参加

無

研修内容の検討にあたり、受講者
アンケートの結果を踏まえ、ニー
ズの高いテーマを取り入れ、ま
た、研修の実施形式等を複数用意
するなどした。

消費生活課 推進Ｇ

[消費者教育推進連携・協働事業　ワークショップ
等の開催]
消費者教育の担い手を育成するため、担い手養成講
座を実施するとともに、受講者による連携と情報共
有の環境づくりの場となる協働交流会等を実施す
る。(年２回程度実施予定)

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止 消費生活課 推進Ｇ

－ －

新[消費生活相談員有資格者に向けての担い手育成
研修の実施]
消費生活相談員有資格者を対象に、消費者問題に関
する講座の実施に関しての研修を実施する。

「消費者教育の担い手の育成・活動の支援についての研
修（オンデマンド配信）」57名参加
 （テーマ）
　「スマホと若者の現実を捉える」
～スマホ時代の若者の消費者トラブルに対応するために
～

[消費生活相談員有資格者に向けての担い手育成研
修の実施]
消費生活相談員有資格者を対象に、消費者問題に関
する講座の実施に必要な知識や技能等を習得するた
めの研修を実施する。

「消費者教育の担い手の育成・活動の支援についての研
修（オンデマンド配信）」
１回　延べ42名参加

無

研修実施後のアンケート結果によ
り、受講者が希望する研修テーマ
等を参考にし、次の研修計画を立
てた。

消費生活課 推進Ｇ

[消費者団体やＮＰＯ等による消費者教育に関する
取組の支援]
消費者月間及びかながわ消費者週間において、消費
者団体やＮＰＯ等が取組んでいる消費者教育につい
て、広く県民に情報提供を行う。

消費者月間及びかながわ消費者週間において、ＳＮＳ等
を活用し 消費者団体やＮＰＯ等が取組んでいる消費者教
育について、広く県民に情報提供を行った。
（実施概要）
　消費者月間（５月１日～31日）
　・ＳＮＳ投稿数：12団体／20回
　消費者週間（10月９日～31日）
　・ＳＮＳ投稿回数：８団体／16回

[消費者団体やＮＰＯ等による消費者教育に関する
取組の支援]
消費者月間及びかながわ消費者週間において、消費
者団体やＮＰＯ等が取り組んでいる消費者教育につ
いて、ＳＮＳを活用して広く県民に情報提供を行
う。

「ＳＮＳ投稿数」
　消費者月間（５月１日～31日）12団体　18回
　消費者週間（10月９日～15日）11団体　17回

[消費者団体やＮＰＯ等による消費者教育に関する
取組の支援]
消費者月間及びかながわ消費者週間において、消費
者団体やＮＰＯ等が取り組んでいる消費者教育につ
いて、ＳＮＳを活用して広く県民に情報提供を行
う。

「ＳＮＳ投稿数」
　消費者月間（令和４年５月１日～31日）
　９団体　9回
　消費者週間（令和４年10月８日～14日）
　12団体　12回

無
この事業は、消費者団体やＮＰＯの活動を周知
するものであるため、成果指標は設定すべきで
ない。

消費生活課 推進Ｇ

１イ①

１ウ①

２ア②

③消費生活に関連するその他の教育との連携

１ア①小中高 無

１ア①大学

１ア②地域 無

１ア②家庭

１ア②職域

[災害等非常事態における消費生活に関する知識と
理解の促進]
災害その他非常の事態においても消費者が合理的に
行動することができるよう、非常の事態における消
費生活に関する知識と理解を深めるための普及啓発
に取り組む。

・ホームページ「災害に伴う消費生活情報」の運営
・ホームページ「新型コロナウイルス感染拡大に関連し
て、消費者の皆さんに心がけていただきたいこと」の運
営及びＳＮＳによる情報発信

[災害等非常事態における消費生活に関する知識と
理解の促進]
災害その他非常の事態においても消費者が合理的に
行動することができるよう、非常の事態における消
費生活に関する知識と理解を深めるための普及啓発
に取り組む。

・ホームページ「災害に伴う消費生活情報」の運営
・ホームページ「新型コロナウイルス感染症に関して、
消費者の皆さんに心がけていただきたいこと」の運営及
びＳＮＳによる情報発信

[災害等非常事態における消費生活に関する知識と
理解の促進]
災害その他非常の事態においても消費者が合理的に
行動することができるよう、非常の事態における消
費生活に関する知識と理解を深めるための普及啓発
に取り組む。

・ホームページ「災害に伴う消費生活情報」の運営
・ホームページ「新型コロナウイルス感染症に関して、
消費者の皆さんに心がけていただきたいこと」の運営及
びＳＮＳによる情報発信

有

【上段】ページ「災害に伴う
消費生活情報」アクセス件数
（年間）

【下段】ページ「新型コロナ
ウイルス感染症に関して、消
費者の皆さんに心がけていた
だきたいこと」アクセス件数
（年間）

2440件

16616件

2606件

7437件

1020件

6544件
消費生活課 企画Ｇ

ウ　持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進
①エシカル（倫理的）消費の普及

本
１ア②地域

２ア②

[エシカル消費の普及]
持続可能な社会の形成に向けて、食品ロス、フェア
トレード等のエシカル消費の普及に向けて、イベン
トの開催及びＳＮＳ等を活用した啓発を図る。

消費者月間及びかながわ消費者週間において、ＳＮＳ等
を活用した啓発を図った。
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のためイベン
トは中止

[エシカル消費の普及]
持続可能な社会の形成に向けて、食品ロス、フェア
トレード等のエシカル消費の普及に向けて、ＳＮＳ
等を活用した啓発を図る。

「ＳＮＳ等を活用した啓発」
　消費者月間（５月１日～31日）投稿数　５回
　かながわ消費者週間（10月９日～15日）
　投稿数　８回
　３月（食品ロス削減レシピを含む）投稿数　12回
　資源循環推進課との連携（てまえどり周知）
　投稿数　２回

[エシカル消費の普及]
食品ロス、フェアトレード等のエシカル消費の普及に向け
て、ＳＮＳ等を活用した啓発を図る。
また、消費者市民社会の形成にかかる啓発資料を発行す
る。

「ＳＮＳ等を活用した啓発」
　消費者月間（令和４年５月１日～31日）
　投稿数　２回
　かながわ消費者週間（令和４年10月８日～14日）
　投稿数　４回
　
「買い物が未来をつくる　未来をかえる」
　4,000部作成
（主な配布先）
　市町村等

無
資料作成にあたっては、消費生活
eモニターアンケート調査の意見
を参考とした。

消費生活課 推進Ｇ

１イ② 再

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

無 いろいろな事業を総括したものであるため 消費生活課 推進Ｇ

１ア②地域  再
[社会人向けの消費者市民社会啓発資料の発行]
成人一般や高齢者を対象とした消費者市民社会の形
成にかかる啓発資料を発行する。

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため発行中
止

[リユース・リサイクル関連の取組み]
県が認定するリサイクル製品について、各種広報媒
体や環境イベント等で広く周知を図る。
また、リユースショップの認証（更新）により、リ
ユース（再使用）の促進を図る。

県ホームページにより情報発信を行った。
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、イ
ベント等を活用した普及啓発は中止

[リユース・リサイクル関連の取組み]
県が認定するリサイクル製品について、県民への周
知を図る。
また、リユースショップの認証（更新）により、リ
ユース（再使用）の促進を図る。

リサイクル製品について、新規分２製品と更新分９製品
の計11製品を認定した。また、県ホームページによりリ
ユース・リサイクルに関する情報発信を行うとともに、
神奈川再発見フェアに出展しリサイクル製品の普及啓発
を行った。

[リユース・リサイクル関連の取組み]
県が認定するリサイクル製品について、県民への周
知を図る。
また、リユースショップの認証（更新）により、リ
ユース（再使用）の促進を図る。

リサイクル製品について、更新分６製品を認定した。ま
た、県ホームページによりリユース・リサイクルに関す
る情報発信を行った。

無

神奈川県グリーン購入基本
方針の個別方針に位置づ
け、庁内での利用を促して
いる。

資源循環推進
課

[ワンウェイプラ削減関連の取組み]
レジ袋有料化の義務付けを契機に、これまでの「神
奈川県レジ袋削減実行委員会」を「神奈川県ワン
ウェイプラ削減実行委員会」に改組し、連携・協力
を強化することにより、広くワンウェイプラ全体の
削減を進めていく。

レジ袋有料化に合わせ、レジ袋削減を含めたライフスタ
イルの見直しについて、ホームページや県のたよりなど
により普及啓発を行った。
また、７月に「神奈川県ワンウェイプラ削減実行委員
会」への改組を行い、先進事例の発信や事業者、団体、
市町村間の連携強化を行った。

[ワンウェイプラ削減関連の取組み]
「神奈川県ワンウェイプラ削減実行委員会」を通
じ、ワンウェイプラ削減を進めていく。
また、ワンウェイプラの削減に取り組む事業者を支
援する。

３月に「神奈川県ワンウェイプラ削減実行委員会」を書
面開催し、先進事例の発信や事業者、団体、市町村間の
連携強化を行った。

[ワンウェイプラ削減関連の取組み]
「神奈川県ワンウェイプラ削減実行委員会」を通
じ、ワンウェイプラ削減を進めていく。
また、ワンウェイプラの削減に取り組む事業者を支
援する。

令和５年１月に「神奈川県ワンウェイプラ削減オンライ
ンフォーラム」を開催し、先進事例の発信及び意見交換
を行い、事業者・団体・市町村間の連携強化やフォーラ
ム参加者間での情報共有を行った。

無

ワンウェイプラ削減実行委
員会構成員の店舗等におけ
るによるレジ袋辞退率
（県ホームページにて公
表）

資源循環推進
課

推進Ｇ

消費生活課 推進Ｇ

消費生活課いろいろな事業を総括したものであるため無

講演会開催後のアンケート結果に
より、地域情報誌や開催市の広報
紙が周知方法として効果的である
等参加者による意見を踏まえ、こ
れらを活かした事業展開を検討し
た。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　42回　延べ995名参加
「くらしの経済講演会」
　令和５年１月13日
　厚木市文化会館　196名参加

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者教育の担い手と消費者の学びの場を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育｣
金融経済情報資料を発行するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　２回実施　延べ20名参加

[神奈川県金融広報委員会と連携した金融経済教
育]
金融経済情報資料を配布するとともに、経済講演会
や金融広報ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣講座を実施する。

「金融広報アドバイザー派遣講座」
　18回　延べ555名参加
※新型コロナの影響により「経済講演会」は中止

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者教育の担い手と消費者の学びの場を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

本

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者教育の担い手と消費者の学びの場を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者
教育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に
情報提供を行った。

本

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 3



基本方向（大柱）
中柱

小柱
担当グループ担当課

④データにより事業の評価ができない・
データの公表ができない理由

①アウトカム指標
②事業の効果を示す定

性的データ
本
掲

再
掲

重
点

令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績 令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方
有無 名称

令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績 令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績

[食品ロス関連の取組み]
食品ロスの削減に向けて、事業者や事業者団体への
普及啓発を図る。

県内の取組事例を県ホームページで情報提供した。
また、10月の食品ロス削減月間では、県民への普及啓発
活動として、県のたよりに食品ロスの削減に関する記事
を掲載した。

[食品ロス関連の取組み]
食品ロスの削減に向けて、事業者や事業者団体への
普及啓発を図る。

県内の取組事例を県ホームページで情報提供した。
また、10月の食品ロス削減月間では、県民への普及啓発
活動として、県のたよりに食品ロスの削減に関する記事
を掲載した。

[食品ロス関連の取組み]
神奈川県食品ロス削減推進計画に基づき、食品ロス
の削減に向けて、事業者や事業者団体への普及啓発
を図る。

県内の取組事例を県ホームページで情報提供した。
また、令和４年10月の食品ロス削減月間では、県民への
普及啓発活動として、県のたよりに食品ロスの削減に関
する記事を掲載した。

有 食品ロスの状況
40.6万トン※
1

41.0万トン※
2

未推計
資源循環推進
課

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 4



基本方向（大柱）
中柱

小柱
基本方向２　消費者被害の未然防止

ア　被害未然防止に向けた注意喚起・情報発信

①相談情報を生かした注意警戒情報等の発信

本

１イ①
３ア②
４ウ①
４ウ③

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　年10回発行（５月・７月は休止）
　各6,190部、367箇所に配布
　テーマ「リラックス効果をうたう電子タバコの定期購入
にご注意！」等
（主な配布先）
　市町村主管課、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　13回発行（臨時号１回含む。）　各6,200部
　テーマ「新成人を狙うエステなどの高額契約に注意！」
等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　348箇所

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた相談事例や
国民生活センターから提供される啓発情報の中か
ら、消費者に特に周知する必要がある情報を迅速か
つ的確に、県内に広く提供する。(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　12回発行　各6,200部
　テーマ「実在する通販サイトに似せた偽サイトに注
意！」等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　339か所

無

県消費生活審議会における委員
の意見を踏まえ、高齢者の方に
馴染みのない言葉等について
は、よりわかりやすい形で、注
意書き等をつけることとしてい
る。

消費生活課 相二Ｇ

３ア② 再

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を収集、分析し、｢
消費生活相談概要｣(年２回)等により情報提供す
る。

「消費生活相談概要」　　 ２回（８､12月）
「消費生活相談警戒情報」 129件
「消費生活相談情報」　　 年12回
「緊急通報」　　　　　 　14件

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を収集、分析し、｢
消費生活相談概要｣(年２回)等により情報提供す
る。

「消費生活相談概要」　　 １回（７月）
「消費生活相談警戒情報」 49件
「消費生活相談情報」　　 12回
「緊急通報」　　　　　 　11件
 記者発表資料「成年年齢引下げまであと２か月！18歳・19
歳が狙われる消費者トラブルに注意！」（１月）

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を分析し、｢消費生
活相談概要｣等により県民、市町村等に情報提供す
る。また、市町村から緊急通報を収集し、関係機関
で共有する。

「消費生活相談概要」　　 １回（令和４年７月）
「消費生活相談警戒情報」 83件
「消費生活相談情報」　　 12回
「緊急通報」　　　　　 　11件
「若者の脱毛エステなどのトラブルに注意！～18歳・19歳
の相談件数も急増～」公表（令和５年１月）

無

この事業は、注意すべき消費者
トラブル等について県民に対し
て情報提供し、消費者被害の未
然防止を図るものであり、未然
防止の結果としてセンターへの
相談件数の減少が成果指標とし
て検討できるが、潜在的な消費
者被害を救済するため、消費生
活センターの存在を周知し、積
極的にセンターに相談をしても
らう必要があり、相談件数の観
点では、これらは相反すること
から件数の大小によって事業を
評価することは難しい。

消費生活課
相一Ｇ
相二Ｇ

[かながわ消費生活注意情報の発信]
県民向けに最新の消費生活に関する注意情報を、課
のホームページやＳＮＳを通じて随時提供する。

「かながわ消費生活注意情報」
　ホームページ、ＳＮＳにより19回発信

[かながわ消費生活注意情報の発信]
県民向けに最新の消費生活に関する注意情報を、課
のホームページやＳＮＳを通じて随時提供する。

「かながわ消費生活注意情報」
　ホームページ、ＳＮＳにより４回発信

[消費生活注意情報の発信]
県民向けに最新の消費生活に関する注意情報を、課
のホームページやＳＮＳを通じて随時提供する。

「かながわ消費生活注意情報」　９回 無

啓発に係る情報提供は適時に行
うことが重要であるため、事業
の成果目標を数値データ化する
ことはできない。

消費生活課 相一Ｇ

４ウ① 再

[商品テスト分析の実施]
県の関係部局や各研究機関と連携し、消費生活相談
で提起された商品等からテーマを選定し、商品テス
トを実施する。
商品の持つ特性による取扱い上の注意事項などにつ
いて、消費者へ注意喚起や情報提供を行う。

「県実施分」
　１製品（「クリップライトの商品テスト」）
「商品テストコーディネート」（国民生活センター等に依
頼）
　３製品（「フェイク・ファーのクリーニング」「ニンニ
クエキス入りサプリメント」「フライパンの蓋」）

[商品テスト分析の実施]
県の関係部局や各研究機関と連携し、消費生活相談
で提起された商品等からテーマを選定し、商品テス
トを実施する。
商品の持つ特性による取扱い上の注意事項などにつ
いて、消費者へ注意喚起や情報提供を行う。

「商品テストコーディネート」（国民生活センターに依
頼）
　２製品（「Wi-Fiルーター」「洗えるスマートフォン（携
帯電話）」）
「県実施分」
　新型コロナの影響による事業見直しにより中止

[商品テスト分析の実施]
消費生活相談で提起された商品等からテーマを選定
し、各研究機関と連携して商品テストを実施する。
商品の持つ特性による取扱い上の注意事項などにつ
いて、消費者へ注意喚起や情報提供を行う。

「商品テストコーディネート」（国民生活センターに依
頼）
　２製品（「スマートウォッチ」「椅子（オフィスチェ
ア）」）

無

調査・依頼内容は時勢を反映す
るものであるため、事業の成果
目標を数値データ化することは
できない。

消費生活課 相一Ｇ

②ホームページ、ＳＮＳ等様々な媒体による効果的な情報発信

[ホームページによる情報発信]
架空請求に関するハガキ等を送りつけてくる事業者
名等一覧をはじめとした、消費者被害や商品事故等
の未然防止に向けた注意喚起情報を発信する。

「代表的なホームページのアクセス件数」
　・架空請求に関するハガキ等を送りつけてくる事業者名
等一覧　16,279件
　・消費生活注意警戒情報　13,840件
　・新型コロナウイルス感染拡大に関連して、消費者の皆
さんに心がけていただきたいこと　16,616件

[ホームページによる情報発信]
消費者被害や商品事故等の未然防止に向けた注意喚
起情報を発信する。

ホームページを全面的に見直し、情報を見つけやすくなる
ように整理した。
「代表的なホームページのアクセス件数」(令和４年３月31
日時点）
　・インターネットを操作していてクリックしたら、いつ
の間にか登録となり、高額な料金を請求されてしまった。
95,931件
　・消費生活注意警戒情報　12,207件
　・新型コロナウイルス感染拡大に関連して、消費者の皆
さんに心がけていただきたいこと　7,437件

[ホームページによる情報発信]
消費者被害や商品事故等の未然防止に向けた注意喚
起情報を発信する。

タイムリーに更新を行い、消費者被害や商品事故等の未然
防止に向けた注意喚起情報を発信した。
「代表的なホームページのアクセス件数」
　・ワンクリック詐欺の相談事例　70,882件
　・消費生活注意・警戒情報　　　10,256件

有

ページ「消費生活注意
警戒情報」のアクセス
件数（年間）

他のページアクセス件
数は実績に記載

13,840件 12,207件 10,256件 消費生活課 企画Ｇ

[ＳＮＳによる情報発信]
フェイスブック、ツイッターにより、消費生活注
意・警戒情報、講座やイベント情報等をタイムリー
に発信する。

「ＳＮＳによる情報発信件数」
　・フェイスブック　145件
　・ツイッター　　　166件

[ＳＮＳによる情報発信]
フェイスブック、ツイッターにより、消費生活注
意・警戒情報、講座やイベント情報等をタイムリー
に発信する。

「ＳＮＳによる情報発信件数」(令和４年３月31日時点)
　・フェイスブック　159件 フォロワー185人
　・ツイッター　　　196件 フォロワー504人

[ＳＮＳ等による情報発信]
フェイスブック、ツイッター等により、消費生活注
意・警戒情報、講座やイベント情報等をタイムリー
に発信する。

「ＳＮＳによる情報発信件数」
　・フェイスブック　186件 フォロワー207人
　・ツイッター　　　198件 フォロワー720人

有

X（旧「ツイッ
ター」）アカウントの
フォロワー数（年度末
時点）

不明 504人 720人 消費生活課 企画Ｇ

２イ② 再
重
点
２

[保護者向け成年年齢引下げ啓発資料の作成]
成年年齢引下げに伴う消費者トラブルの未然防止の
ため、若者本人だけでなくその保護者に向け、チラ
シ等を作成・配布し、理解促進を図る。

「成年年齢引下げ啓発チラシ（型抜きチラシ）」
　Ａ５判型抜き４頁　90,000部（令和３年３月発行）
（主な配布先）
　県内全高校１年生に対し、４月以降の保護者面談等の際
に保護者へ直接配布

[保護者向け成年年齢引下げ啓発の実施]
成年年齢引下げによる消費者トラブルの未然防止のた
め、若者本人だけでなくその保護者に向け、動画を制作
するとともに、Ｗebを中心とした広告等により、理解促進を
図る。

「保護者向け成年年齢引下げ啓発アニメ『コレがまさかの
アレでした。』」のWeb広告
　媒体　YouTube、Facebook、Instagram、LINE、Yahoo!
　期間　令和３年12月～令和４年３月10日
　完了視聴数　3,733,197回

「保護者向け成年年齢引下げ啓発ウェブサイト『あなたの
お子さんは大丈夫？“18歳”が狙われる消費者トラブ
ル』」
　サイトアクセス数　142,158（令和４年３月31日時点）

[保護者向け成年年齢引下げ啓発の実施]
成年年齢引下げに伴う消費者トラブルの未然防止のた
め、新成人等の保護者に向け、SNS広告を活用し啓発動
画を配信するとともに、保護者向け啓発ウェブサイトの閲
覧を促すことにより、理解促進を図る。

「保護者向け成年年齢引下げ啓発動画『コレがまさかのア
レでした。』」のSNS広告
　媒体　YouTube、LINE
　期間　令和４年７月14日～９月30日
　表示回数　4,757,482回

「成年年齢引下げに関する保護者向けアンケート」
　実施期間　令和４年６月29日～９月15日
　対象　10～20歳の子ども（孫）を持つ保護者
　回答数　10,526

「石黒彩氏・中澤佑二氏インタビュー記事掲載」
　媒体　マイナビニュース
　期間　令和５年１月10日～２月19日
　閲覧数　38,322PV

「検索連動型広告」
　媒体　Yahoo!、Google
　期間　令和５年１月25日～２月28日
　表示回数　8,842回(441クリック)

「保護者向け成年年齢引下げ啓発リーフレット」（改訂増
刷）90,000部
　（主な配布先）
　県内全高等学校　312か所

無
成年年齢引下げに関する保
護者向けアンケート

成年年齢引下げに関する保護者
向けアンケートの中で、保護者
への効果的な啓発方法を尋ねた
ところ、「インターネットやSNS
での啓発」という回答が最も多
かったため、インターネットや
SNS広告を中心に啓発を実施し
た。

消費生活課 推進Ｇ

２イ② 再
重
点
２

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、令和元年度に制作した映像を活用して、広告展
開する。

「若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかのア
レでした。～若者の消費者被害」」
　YouTube、LINE、Twitterの３媒体で令和３年１月～２月
の１か月間、Ｗeb広告を実施
　完了視聴数：2,366,911回

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかのアレ
でした。～若者の消費者被害」」
　YouTubeでの配信
　市町村との連携による放映
　・ＪＲ川崎駅アゼリアビジョン　11月19日～25日
　・南足柄市成人式　ロビー　１月９日

[若者向け成年年齢引下げ啓発動画の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

「若者向け成年年齢引下げ啓発動画「コレがまさかのアレ
でした。～若者の消費者被害」」
　・YouTubeでの配信
　・市町村との連携による放映（小田原市、愛川町）

無

この事業は、市町村等と連携
し、既存媒体を活用して行って
いるものであるため、成果指標
は設定すべきでない。

消費生活課 推進Ｇ

１ウ① 再

「ＳＮＳ等を活用した啓発」
　消費者月間（５月１日～31日）投稿数　５回
　かながわ消費者週間（10月９日～15日）
　投稿数　８回
　３月（食品ロス削減レシピを含む）投稿数　12回
　資源循環推進課との連携（てまえどり周知）
　投稿数　２回

[エシカル消費の普及]
食品ロス、フェアトレード等のエシカル消費の普及に向け
て、ＳＮＳ等を活用した啓発を図る。
また、消費者市民社会の形成にかかる啓発資料を発行す
る。

「ＳＮＳ等を活用した啓発」
　消費者月間（令和４年５月１日～31日）
　投稿数　２回
　かながわ消費者週間（令和４年10月８日～14日）
　投稿数　４回

「買い物が未来をつくる　未来をかえる」
　4,000部作成
（主な配布先）
　市町村等

無
資料作成にあたっては、消費生
活eモニターアンケート調査の意
見を参考とした。

消費生活課 推進Ｇ

１イ② 再

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者教
育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に情報
提供を行った。

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者教
育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に情報
提供を行った。

[消費者教育推進連携・協働事業　ポータルサイト
の運営]
消費者の学びの場と消費者教育の担い手を結びつけ
る消費者教育ポータルサイトを運営する。

「つながる・かながわ　消費者教育　－かながわ消費者教
育サポートサイト－」の随時更新を行い、広く県民に情報
提供を行った。

無
いろいろな事業を総括したもの
であるため

消費生活課 推進Ｇ

[ラジオによる情報発信]
かながわ中央消費生活センターに寄せられた消費者
トラブルの相談事例などを中心として放送する。

「NHK・FM「お昼前のお知らせ」消費生活情報」
　放送回数　　１回
 （放送内容）
　・家庭用除湿剤の商品テストについて
※新型コロナウイルス感染症の影響により現在放送休止中

[ラジオによる情報発信]
かながわ中央消費生活センターに寄せられた消費者
トラブルの相談事例などを中心として放送する。

「NHK・FM「お昼前のお知らせ」消費生活情報」
　放送回数　　０回
※新型コロナウイルス感染症の影響により現在放送休止中
「FMヨコハマ「KANAGAWA Muffin」」
　放送回数　　１回（３月）

消費生活課
企画Ｇ
推進Ｇ

③インターネットを介して発生する消費者被害への対応

１ア①小中高

１ア①大学

本 １ア②家庭

[インターネット被害未然防止講座の実施（一般向
け）]
インターネット被害未然防止講座を参加者募集型等
により実施する。（17回程度）

「インターネット被害未然防止講座」
　(一般向け出前型)５回実施　延べ151名参加
　(参加者募集型)　６回実施　延べ123名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため一部中止

[インターネット被害未然防止講座の実施（一般向
け）]
無料で講師を派遣し、インターネットの危険性や使
用する際の注意点などを、わかりやすく学べる「イ
ンターネット被害未然防止講座」参加者募集型等に
より実施する。（17回程度）

「インターネット被害未然防止講座（一般向け）」
　一般向け出前型　16回　延べ289人参加
　一般向け参加者募集型　16回　延べ262人参加

[インターネット被害未然防止講座の実施（一般向
け）]
講師を派遣し、インターネットの危険性や使用する
際の注意点などを、わかりやすく学べる「インター
ネット被害未然防止講座」を参加者募集型等により
実施する。（22回程度）

「インターネット被害未然防止講座（一般向け）」
　出前型　28回　延べ574名参加
　参加者募集型　14回　延べ235名参加

有
インターネット被害未
然防止講座参加者の知
識習得度

0.75 0.65 アンケート 消費生活課 推進Ｇ

本 １ア②地域
重
点
１

[インターネット被害未然防止講座の実施(高齢者･
障がい者等対象)]
インターネット被害未然防止講座を実施する。(高
齢者、障がい者等向け５回程度)

「インターネット被害未然防止講座(高齢者･障がい者等向
け)」
　３回実施　延べ35名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、休止期
間があったことによる回数減

[インターネット被害未然防止講座の実施(高齢者･
障がい者等対象)]
無料で講師を派遣し、インターネットの危険性や使
用する際の注意点などを、わかりやすく学べる「イ
ンターネット被害未然防止講座」実施する。(高齢
者、障がい者等向け５回程度)

「インターネット被害未然防止講座(高齢者･障がい者等向
け)」
　３回　延べ91人参加

[インターネット被害未然防止講座の実施(高齢者･
障がい者等対象)]
講師を派遣し、インターネットの危険性や使用する
際の注意点などを、わかりやすく学べる「インター
ネット被害未然防止講座」を高齢者、障がい者等向
けに実施する。(５回程度)

「インターネット被害未然防止講座(高齢者･障がい者等向
け)」
　９回　延べ220名参加

有
インターネット被害未
然防止講座参加者の知
識習得度

0.75 0.65 アンケート 消費生活課 推進Ｇ

[インターネット被害未然防止教材の提供]
インターネットを介して発生する様々な消費者被害
に対応するため、啓発用の動画、疑似体験ソフト、
リーフレット等を提供する。

インターネットを介して発生する様々な消費者被害に対応
するため、啓発用の動画、疑似体験ソフト、リーフレット
等を提供した。

[インターネット被害未然防止教材の提供]
インターネットを介して発生する様々な消費者被害
に対応するため、啓発用の動画、疑似体験ソフト、
リーフレット等を提供する。

インターネットを介して発生する様々な消費者被害に対応
するため、啓発用の動画、疑似体験ソフト、リーフレット
等を提供した。

「インターネットの危ない世界part2」
　3,031部配布（うち1,000部は講座用）

[インターネット被害未然防止教材の提供]
インターネットを介して発生する様々な消費者被害
に対応するため、啓発用の動画、疑似体験ソフト、
リーフレット等を提供する。

インターネットを介して発生する様々な消費者被害に対応
するため、啓発用の動画、疑似体験ソフト、リーフレット
等を提供した。

「インターネットの危ない世界part2」
　3,725部配布（うち400部は講座用）

無

この事業は、市町村等と連携
し、既存媒体を活用して行って
いるものであるため、成果指標
は設定すべきでない。

消費生活課 推進Ｇ

本 １ア②

[サイバーセキュリティ月間に係る普及・啓発行事
「サイバーセキュリティセミナー」の実施（一般
向け）]
情報セキュリティについての普及・啓発行事を開催
する。（１回）

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止

[サイバーセキュリティ月間に係る普及・啓発行事
「サイバーセキュリティセミナー」の実施（一般
向け）]
情報セキュリティについての普及・啓発行事を開催
する。（１回）開催方法については、調整予定。

「サイバーセキュリティセミナー（オンライン開催）」
１回　77名参加

[サイバーセキュリティ月間に係る普及・啓発行事
「サイバーセキュリティセミナー」の実施（一般
向け）]
情報セキュリティについての普及・啓発行事を開催
する。（１回）開催方法については、調整予定。

「サイバーセキュリティセミナー（オンライン開催）」
１回　101名参加

デジタル戦略
本部室

情報セ
キュリ
ティＧ

イ　消費者の特性に配慮した対応

①高齢者・障がい者に配慮した対応

アンケート有
インターネット被害未
然防止講座参加者の知
識習得度

0.75 0.65

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方

④データにより事業の評価
ができない・データの公表

ができない理由
有無 名称

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

本
掲

再
掲

重
点 令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績

「インターネット被害未然防止講座(学校向け)」
　81回　延べ8,024人参加

令和３年度実施事業計画

[インターネット被害未然防止講座の実施（学校向
け）]
無料で講師を派遣し、インターネットの危険性や使
用する際の注意点などを、わかりやすく学べる「イ
ンターネット被害未然防止講座」学校向けに実施す
る。（40回程度）

令和３年度実施事業実績

推進Ｇ

[インターネット被害未然防止講座の実施（学校向
け）]
講師を派遣し、インターネットの危険性や使用する
際の注意点などを、わかりやすく学べる「インター
ネット被害未然防止講座」を学校向けに実施する。
（25回程度）

「インターネット被害未然防止講座(学校向け)」
　145回　延べ13,064名参加

消費生活課

担当グ
ループ

令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績 担当課
①アウトカム指標

②事業の効果を示す定
性的データ

本
重
点
２

[インターネット被害未然防止講座の実施（学校向
け）]
インターネット被害未然防止講座を学校向けに実施
する。（30回程度）

「インターネット被害未然防止講座(学校向け)」
　21回実施　延べ2,338名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の為、休止期間
があったことによる回数減

評価欄の説明

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 7



基本方向（大柱）
中柱

小柱

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方

④データにより事業の評価
ができない・データの公表

ができない理由
有無 名称

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

本
掲

再
掲

重
点 令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績 令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績

担当グ
ループ

令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績 担当課
①アウトカム指標

②事業の効果を示す定
性的データ

本 ３ア③
重
点
１

[契約弱者に配慮した相談対応]
高齢者、障がい者等の特性に配慮した相談対応を図
るため、福祉関係機関等と連携した研修を実施す
る。また、見守り出前講座の講師となる消費生活相
談員に対する研修を実施する。(２回)

「福祉関係機関等と連携した研修」
　２テーマ　計０回 実施
 （研修テーマ）
　・相談対応研修「外国人の特性に配慮した相談対応及び
多言語支援センターとの連携について」
　・見守り出前講座講師のスキルアップ研修「スマホと若
者の現実をとらえる～スマホ時代の若者の消費者トラブル
に対応するために～」
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催中止

[契約弱者に配慮した相談対応]
高齢者、障がい者等の特性に配慮した相談対応を図
るため、福祉関係機関等と連携した研修を実施す
る。また、見守り出前講座の講師となる消費生活相
談員に対する研修を実施する。(２回　※令和２年
度に実施できなかったテーマで実施予定)

「福祉関係機関等と連携した研修」
　２テーマ　計２回 延べ113名参加
（研修テーマ）
・相談対応研修「外国人の特性に配慮した相談対応及び多
言語支援センターとの連携について」
・見守り出前講座講師のスキルアップ研修「スマホと若者
の現実をとらえる～スマホ時代の若者の消費者トラブルに
対応するために～」

[契約弱者に配慮した相談対応]
高齢者、障がい者等の特性に配慮した相談対応を図
るため、福祉関係機関等と連携した研修を実施す
る。また、見守り出前講座の講師となる相談員等に
対する研修を実施する。(２回)

「福祉関係機関等と連携した研修」（オンデマンド配信）
　１回　延べ81名参加
「出前講座講師の養成に向けた研修」（オンデマンド配
信）
　１回　延べ42名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・研修実施後のアンケート結果
により、受講者が希望する研修
テーマ等を参考にし、次の研修
計画を立てた。
・アンケート結果を基に研修
テーマを検討した。

消費生活課
推進Ｇ
相一Ｇ

１ア②地域 再
重
点
１

[「契約のきりふだ(高齢者編)」の発行]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を発行する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和２年度は
「高齢者編」を作成」）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」
　県発行　60,000部（11月発行）
　市町村共同発行分　30,500部
（主な配布先）
　市町村消費者行政主管課

[「契約のきりふだ(高齢者編)」の活用]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を場面に応じて提供し、
活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和３年度は
「若者編」を作成」）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」（令和２年11月発行）
　消費生活出前講座等で約8,000部活用

[「契約のきりふだ(高齢者編)」の発行]
消費者トラブルの手口と対処法、契約の基本事項等
金銭教育に関する啓発資料を場面に応じて提供し、
活用する。
＜「高齢者編」「若者編」を隔年で作成。（令和４年度は
「高齢者編」を作成」）＞

「契約のきりふだ（高齢者編）」
　60,000部
　市町村共同発行　37,500部
（主な配布先）
　市町村等

無

リーフレット作成に当たって
は、活用先の市町村や福祉関係
団体等から随時聴取した個別意
見を考慮し、文字を少なく、大
きく、わかりやすい表現とする
等、より効果的な啓発に努め
た。

消費生活課 推進Ｇ

重
点
１

― ―

[障がい者向け消費者教育資料の発行]
障がい者の消費者被害を未然防止するため、消費者
トラブル事例等についてわかりやすく書かれたリー
フレットを作成する。

「もしかして、消費者トラブルかも！？」
　50,000部作成
　（主な配布先）
　　市町村、就労支援事業所、障がい者雇用企業等

無

資料の作成にあたっては、高齢
者、障害者等の消費者被害防止
対策連絡協議会等の意見を参考
に検討した。

消費生活課 推進Ｇ

１ア②地域 再
重
点
１

[消費生活出前講座の実施(高齢者、障がい者及び
見守る人対象)]
消費生活出前講座を実施する。(高齢者、障がい者
及び見守る人向け25回程度)

「消費生活出前講座(高齢者、障がい者等向け)」
　３回実施　延べ132名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため休止期間
があったことによる回数減

[消費生活出前講座の実施(高齢者、障がい者及び
見守る人対象)]
消費生活出前講座を実施する。(高齢者、障がい者
及び見守る人向け25回程度)

「消費生活出前講座(高齢者、障がい者等向け)」
　９回実施　延べ370人参加

[消費生活出前講座の実施(高齢者、障がい者及び
見守る人対象)]
消費生活出前講座を実施する。(高齢者、障がい者
及び見守る人向け10回程度)

「消費生活出前講座(高齢者、障がい者等向け)」
　22回　延べ924名参加

有
消費生活出前講座参加
者の知識習得度

0.57 0.83 0.79
神奈川県消費生活出前講座
実施報告書

消費生活課 推進Ｇ

本 １ア②地域
重
点
１

[高齢者等見守りネットワーク構築に係る啓発等]
関係機関と連携し、高齢者、障がい者及び見守る人
を対象とした啓発を実施するとともに、市町村での
意見交換会等を通じて、県全体での見守りネット
ワーク構築につなげる。
また、ネットワーク構築に関する事業を消費者団体
に委託して実施する。

「市町村での意見交換会」
　愛川町において開催を予定していたが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止
「消費者安全確保地域協議会設置についての依頼」
　消費生活担当課長会議で事務連絡を発出したほか、個別
に市町村を訪問し現状や阻害要因等の聞き取りを行うな
ど、市町村への働きかけを実施（平塚市、座間市）
「高齢者及び障がい者向け啓発ツール「マイクロファイ
バークロス」の作成・配付」
　18,000枚作成し、市区町村の社会福祉協議会、民生委員
児童委員協議会を通じて配付（令和３年２月）
「高齢者及び障がい者の見守りネットワーク普及促進事
業」
 ※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止

[高齢者等見守りネットワーク構築に係る啓発等]
関係機関と連携し、高齢者、障がい者及び見守る人
を対象とした啓発を実施するとともに、市町村での
意見交換会等を通じて、県全体での見守りネット
ワーク構築につなげる。

個別の働きかけを実施（小田原市、大和市）

「高齢者・障がい者向け啓発ツール「眼鏡拭き」の作成・
配布」
　25,000枚作成
　（主な配布先）
　　31市町（市町福祉関係課、関係機関を通じて高齢者へ
配布）

[高齢者等見守りネットワーク構築に係る啓発等]
関係機関と連携し、高齢者、障がい者及び見守る人
を対象とした啓発を実施するとともに、市町村への
個別の働きかけを推進し、県全体での見守りネット
ワーク構築につなげる。

「高齢者・障がい者向け啓発ツール「ポップアップメモ」
の作成・配布」
　35,000個作成
（主な配布先）
　市町村、県内警察署（市町福祉関係課、関係機関を通じ
て高齢者へ配布）

「高齢者・障がい者見守りチェック用クリアファイル」
（改訂増刷）
　高齢者　 15,000枚
　障がい者　7,000枚

「個別の働きかけを実施」（相模原市）

無

啓発物品の作成にあたっては、
高齢者、障害者等の消費者被害
防止対策連絡協議会等の意見を
参考に検討した。
個別の働きかけにあたっては、
各市町村からの消費者安全確保
地域協議会（見守りネットワー
ク）設置・検討状況の回答を参
考とした。

消費生活課 推進Ｇ

[消費者ホットライン188啓発事業]
霊感商法を含む悪質商法による消費者トラブルに巻
き込まれた際に適切に対応できるよう、消費者ホッ
トライン188を啓発する動画を配信するとともに、
課のTwitterアカウントを周知する。

「SNS動画広告・Twitterフォロワー獲得広告」
　媒体　YouTube、LINE、Twitter
　期間　令和５年３月３日～23日
　合計表示回数　6,569,863回
　フォロワー獲得数　152

無
成年年齢引下げに関する保
護者向けアンケート

成年年齢引下げに関する保護者
向けアンケートの中で、保護者
への効果的な啓発方法を尋ねた
ところ、「インターネットやSNS
での啓発」という回答が最も多
かったため、SNS広告を活用した
啓発を実施した。

消費生活課 推進Ｇ

本 ３ウ②
重
点
１

[関東甲信越ブロック共同キャンペーン(高齢者)]
高齢者の消費者被害を未然に防止するため、共同
キャンペーンを実施する。(９月実施予定)

「啓発ポスター」
　1,000部作成、市町村、社協、民児協、老人クラブ、地域
包括支援センター、老人福祉センター等に配布
「高齢者のための消費生活相談」
　実施期間：令和２年９月21日～23日
　相談件数：35件

[関東甲信越ブロック共同キャンペーン(高齢者)]
高齢者の消費者被害を未然に防止するため、共同
キャンペーンを実施する。(９月実施予定)

「啓発ポスター」
　1,000部作成
（主な配布先）
　市町村、社協、民児協、老人クラブ、地域包括支援セン
ター、老人福祉センター等

「高齢者のための消費生活相談」
　実施期間　９月27日～29日
　相談件数　29件

[関東甲信越ブロック共同キャンペーン(高齢者)]
高齢者の消費者被害を未然に防止するため、共同
キャンペーンを実施する。(９月実施)

「啓発ポスター」
　1,000部作成
（主な配布先）
　市町村、社協、老人クラブ等
「高齢者のための消費生活相談」
　期間　　　令和４年９月26日～28日
　相談件数　37件

無
この事業は、他都県市と連携し
て行っているものであるため、
成果指標は設定すべきでない。

消費生活課
推進Ｇ・
相一Ｇ

重
点
１

[高齢者の地域見守り]
一人暮らし高齢者世帯など地域住民に対して相談・
支援活動を行う民生委員・児童委員の活動を支援す
る。

・民生委員・児童委員の活動への支援
　　定数：4,055人
　　相談・支援件数：51,904件
　　活動日数：延べ477,149日
・委員の資質向上のための研修の実施
　　研修受講者(一部申込者)：1,605人、実施回数：４回
・県民生委員児童委員協議会への支援

[高齢者の地域見守り]
一人暮らし高齢者世帯など地域住民に対して相談・
支援活動を行う民生委員・児童委員の活動を支援す
る。

・民生委員・児童委員の活動への支援
　　定数　4,055人
　　相談・支援件数　51,904件
　　活動日数　延べ477,149日
・委員の資質向上のための研修の実施
　　研修受講者(一部申込者)　1,572名、実施回数　４回
・県民生委員児童委員協議会への支援

[高齢者の地域見守り]
一人暮らし高齢者世帯など地域住民に対して相談・
支援活動を行う民生委員・児童委員の活動を支援す
る。

・民生委員・児童委員の活動への支援
　　定数　4,055人(12月～３月は4,075人)
　　相談・支援件数　56,917件
　　活動日数　延べ539,832日
・委員の資質向上のための研修の実施
　　研修受講者(一部申込者)　3,792人、実施回数　４回
・県民生委員児童委員協議会への支援

有
民生委員・児童委員１
人あたりの住民に対す
る訪問回数

149.2回 170.9回 175.7回 地域福祉課 調整Ｇ

重
点
１

[老人クラブによる高齢者の見守り(友愛訪問等)]
在宅の一人暮らしの高齢者等を訪問する友愛訪問活
動、友愛サロンでの支え合い活動を支援する。

在宅の一人暮らしの高齢者等を訪問する友愛訪問活動、友
愛サロンでの支え合い活動を支援した。
・友愛在宅訪問チーム　438チーム
・友愛サロン　27市町村

[老人クラブによる高齢者の見守り(友愛訪問等)]
在宅の一人暮らしの高齢者等を訪問する友愛訪問活
動、友愛サロンでの支え合い活動を支援する。

在宅の一人暮らしの高齢者等を訪問する友愛訪問活動、友
愛サロンでの支え合い活動への支援
・友愛在宅訪問チーム　433チーム
・友愛サロン　24市町村

[老人クラブによる高齢者の見守り(友愛訪問等)]
在宅の一人暮らしの高齢者等を訪問する友愛訪問活
動、友愛サロンでの支え合い活動を支援する。

在宅の一人暮らしの高齢者等を訪問する友愛訪問活動、友
愛サロンでの支え合い活動への支援
・友愛在宅訪問チーム　460チーム
・友愛サロン　31市町村

有
友愛チームの件数及び
友愛サロン実施市町村
数

・友愛在宅訪
問チーム
438チーム
・友愛サロン
27市町村

・友愛在宅訪
問チーム
433チーム
・友愛サロン
24市町村

・友愛在宅訪
問チーム
460チーム
・友愛サロン
31市町村

高齢福祉課
高齢福祉
Ｇ

重
点
１

[市町村による①訪問型サービス②生活援助員派遣
事業③配食サービス事業を通した高齢者の見守り]
①保健師等が、閉じこもり等の高齢者の居宅を訪問
して、生活機能に関する問題を把握し、必要な相
談・指導を実施する。
②集合住宅等に生活援助員を派遣し、生活指導や相
談等と併せて安否確認を実施する。
③配食サービスを行う際に、高齢者の状況を定期的
に把握し、見守りを実施する。

①保健師等が、閉じこもり等の高齢者の居宅を訪問して、
生活機能に関する問題を把握し、必要な相談・指導を実施
した。
②集合住宅等に生活援助員を派遣し、生活指導や相談等と
併せて安否確認を実施した。
③配食サービスを行う際に、高齢者の状況を定期的に把握
し、見守りを実施した。

[市町村による①訪問型サービス②生活援助員派遣
事業③配食サービス事業を通した高齢者の見守り]
①保健師等が、閉じこもり等の高齢者の居宅を訪問
して、生活機能に関する問題を把握し、必要な相
談・指導を実施する。
②集合住宅等に生活援助員を派遣し、生活指導や相
談等と併せて安否確認を実施する。
③配食サービスを行う際に、高齢者の状況を定期的
に把握し、見守りを実施する。

①保健師等が、閉じこもり等の高齢者の居宅を訪問して、
生活機能に関する問題を把握し、必要な相談・指導を実施
した。
②集合住宅等に生活援助員を派遣し、生活指導や相談等と
併せて安否確認を実施した。
③配食サービスを行う際に、高齢者の状況を定期的に把握
し、見守りを実施した。

[市町村による①訪問型サービス②生活援助員派遣
事業③配食サービス事業を通した高齢者の見守り]
①保健師等が、閉じこもり等の高齢者の居宅を訪問
して、生活機能に関する問題を把握し、必要な相
談・指導を実施する。
②集合住宅等に生活援助員を派遣し、生活指導や相
談等と併せて安否確認を実施する。
③配食サービスを行う際に、高齢者の状況を定期的
に把握し、見守りを実施する。

①保健師等が、閉じこもり等の高齢者の居宅を訪問して、
生活機能に関する問題を把握し、必要な相談・指導を実施
した。
②集合住宅等に生活援助員を派遣し、生活指導や相談等と
併せて安否確認を実施した。
③配食サービスを行う際に、高齢者の状況を定期的に把握
し、見守りを実施した。

無

本事業に対して、県は実施主体
である市町村に事業費の一部を
交付している。実施する市町村
数を成果指標として検討するこ
とはできるが、本事業は各市町
村の課題や住民のニーズに応じ
て実施されるものであり、実施
する市町村数の大小によって事
業を評価することは難しい。

高齢福祉課 企画Ｇ

重
点
１

[高齢者に対する注意喚起]
高齢者宅を訪問するなどして、注意喚起を実施す
る。

高齢者宅を訪問するなどして、注意喚起を実施した。
[高齢者に対する注意喚起]
高齢者宅を訪問するなどして、注意喚起を実施す
る。

高齢者宅を訪問するなどして、注意喚起を実施した。
[高齢者に対する注意喚起]
高齢者宅を訪問するなどして、注意喚起を実施す
る。

高齢者宅を訪問するなどして、注意喚起を実施した。

高齢者に対する注意喚起は、警
察活動全般にわたって実施して
いることから、件数の集計はし
ていない。

県警本部
生活安全
総務課

３ア① 再

[遠隔手話通訳サービスを利用した相談]
タブレット型端末によるテレビ電話機能を活用し、
来所された聴覚障がい者と相談員とのコミュニケー
ション支援を行う。

「遠隔手話通訳サービスによる相談対応」
　相談時間　火曜～金曜(祝休日及び年末年始を除く)
　　　　　　9:30～16:30
　相談件数　０件

 [遠隔手話通訳サービスを利用した相談]
タブレット型端末によるテレビ電話機能を活用し、
来所された聴覚障がい者と相談員とのコミュニケー
ション支援を行う。

「遠隔手話通訳サービスによる相談対応」
　相談時間　火曜～金曜(祝休日及び年末年始を除く)
　　　　　　9:30～16:30
　相談件数　０件

[遠隔手話通訳サービスを利用した相談]
タブレット型端末によるテレビ電話機能を活用し、
来所された聴覚障がい者と相談員とのコミュニケー
ション支援を行う。

「遠隔手話通訳サービスによる相談対応」
　相談時間　火曜～金曜(祝休日及び年末年始を除く)
　　　　　　9:30～16:30
　相談件数　１件

無

相談件数は時勢を反映して変動
するものであるため、事業の成
果目標を数値データ化すること
はできない。

消費生活課 相一Ｇ

重
点
１

[成年後見制度の利用支援]
判断能力が十分でない障がい者等が、地域で安心し
て自立した生活を送るために、「かながわ成年後見
推進センター」を拠点に成年後見制度の利用を支援
する。

・成年後見制度の一般相談 延べ903件
・地域の相談機関の支援事業
・市町村社会福祉協議会等の法人後見担当者研修（オンラ
イン研修）修了者　449人
・出張説明会及び相談会の実施　１回
・市民後見人の養成講座　※新型コロナウイルス感染症感
染拡大防止のため開催中止

[成年後見制度の利用支援]
判断能力が十分でない高齢者や障がい者等が、地域
で安心して自立した生活を送るために、「かながわ
成年後見推進センター」を拠点に成年後見制度の利
用を支援する。

・成年後見制度の一般相談 延べ900件
・地域の相談機関の支援事業
・市町村社会福祉協議会等の法人後見担当者研修（オンラ
イン研修）修了者　延べ500名
・出張説明会及び相談会の実施　５回
・市民後見人の養成講座　３回（オンライン開催）

[成年後見制度の利用支援]
判断能力が十分でない高齢者や障がい者等が、地域
で安心して自立した生活を送るために、「かながわ
成年後見推進センター」を拠点に成年後見制度の利
用を支援する。

・成年後見制度の一般相談 延べ781件
・地域の相談機関の支援事業
・市町村社会福祉協議会等の法人後見担当者研修（オンラ
イン研修）修了者　延べ630名
・出張説明会及び相談会の実施　５回
・市民後見人の養成講座　２回（オンライン開催）

有
法人後見を実施する市
町村社会福祉協議会数

町村の社会福祉協議会では法人
後見を実施するための体制整備
等に時間がかかっており、本事
業の成果指標として公表するこ
とは難しい。

地域福祉課 調整Ｇ

[事業者への理解促進]
障がいについての正しい理解を促進するため、障が
い者への接客対応が求められる企業等の社員研修の
場に、障がい者等を講師として派遣するなど、研修
をコーディネートする。また、企業等において障が
い者に対する取組みの中心的な役割を担う人を「心
のバリアフリー推進員」として養成する心のバリア
フリー推進員養成研修を実施する。
オストメイトに関する正しい理解を促進する。

「心のバリアフリー推進員養成研修」
　全４回　修了者 80名
「オストメイト啓発チラシ」
　1,270枚配布、同ポスター379枚掲出

[事業者への理解促進]
障がいについての正しい理解を促進するため、障が
い者への接客対応が求められる企業等の社員研修の
場に、障がい者等を講師として派遣するなど、研修
をコーディネートする。また、企業等において障が
い者に対する取組みの中心的な役割を担う人を「心
のバリアフリー推進員」として養成する心のバリア
フリー推進員養成研修を実施する。

「心のバリアフリー推進員養成研修」
　全４回　修了者 90名

[事業者への理解促進]
障がいについての正しい理解を促進するため、障が
い者への接客対応が求められる企業等の社員研修の
場に、障がい者等を講師として派遣するなど、研修
をコーディネートする。また、企業等において障が
い者に対する取組みの中心的な役割を担う人を「心
のバリアフリー推進員」として養成する心のバリア
フリー推進員養成研修を実施する。

「心のバリアフリー推進員養成研修」
　全４回　修了者 77名

有
心のバリアフリー推進
員の累計養成者数

242人 332人 409人 障害福祉課
社会参加
推進Ｇ

②若者に配慮した対応

本 ３ウ②
重
点
２

[関東甲信越ブロック共同キャンペーン(若者)]
若者の消費者被害を未然に防止するため、共同キャ
ンペーンを実施する。(１～３月実施予定）

「啓発ポスター」
　1,500部作成、県内の高校・大学・専門学校等等に配布
「若者のための消費生活相談」
　実施期間：令和３年１月19日～20日
　相談件数：11件

[関東甲信越ブロック共同キャンペーン(若者)]
若者の消費者被害を未然に防止するため、共同キャ
ンペーンを実施する。(１～３月実施予定）

「啓発ポスター」
　1,500部作成
（主な配布先）
　県内の高校・大学・専門学校等等
「若者のための消費生活相談」
　実施期間　１月20日・21日
　相談件数　10件

[関東甲信越ブロック共同キャンペーン(若者)]
若者の消費者被害を未然に防止するため、共同キャ
ンペーンを実施する。(１月実施）

「啓発ポスター」
　1,500部作成
（主な配布先）
　県内の高校・大学・専門学校等
「若者のための消費生活相談」
　期間　　　令和５年１月16日～17日
　相談件数　８件

無
この事業は、他都県市と連携し
て行っているものであるため、
成果指標は設定すべきでない。

消費生活課
推進Ｇ・
相一Ｇ

本
１ア①小中高
１ア①大学

２ア②

重
点
２

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、令和元年度に制作した映像を活用して、広告展
開する。

「若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかのア
レでした。～若者の消費者被害」」
　YouTube、LINE、Twitterの３媒体で令和３年１月～２月
の１か月間、Ｗeb広告を実施
　完了視聴数：2,366,911回

[若者向け成年年齢引下げ啓発映像の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

若者向け成年年齢引下げ啓発アニメ「コレがまさかのアレ
でした。～若者の消費者被害」」
　YouTubeでの配信
　市町村との連携による放映
　・ＪＲ川崎駅アゼリアビジョン　11月19日～25日
　・南足柄市成人式　ロビー　１月９日

[若者向け成年年齢引下げ啓発動画の発信]
成年年齢引下げに伴い若者が巻き込まれるおそれの
ある消費者トラブルと対処法について啓発するた
め、制作した動画を活用し、情報発信を行う。

「若者向け成年年齢引下げ啓発動画「コレがまさかのアレ
でした。～若者の消費者被害」」
　・YouTubeでの配信
　・市町村との連携による放映（小田原市、愛川町）

無
この事業は、他都県市と連携し
て行っているものであるため、
成果指標は設定すべきでない。

消費生活課 推進Ｇ

本
１ア②家庭

２ア②

重
点
２

[保護者向け成年年齢引下げ啓発資料の作成]
成年年齢引下げに伴う消費者トラブルの未然防止の
ため、若者本人だけでなくその保護者に向け、チラ
シ等を作成・配布し、理解促進を図る。

「成年年齢引下げ啓発チラシ（型抜きチラシ）」
　Ａ５判型抜き４頁　90,000部（令和３年３月発行）
（主な配布先）
　県内全高校１年生に対し、４月以降の保護者面談等の際
に保護者へ直接配布

[保護者向け成年年齢引下げ啓発の実施]
成年年齢引下げによる消費者トラブルの未然防止のた
め、若者本人だけでなくその保護者に向け、動画を制作
するとともに、Ｗebを中心とした広告配信を行うことにより、
理解促進を図る。

「保護者向け成年年齢引下げ啓発アニメ『コレがまさかの
アレでした。』」のWeb広告
　媒体　YouTube、Facebook、Instagram、LINE、Yahoo!
　期間　令和３年12月～令和４年３月10日
　完了視聴数　3,733,197回

「保護者向け成年年齢引下げ啓発ウェブサイト『あなたの
お子さんは大丈夫？“18歳”が狙われる消費者トラブ
ル』」
　サイトアクセス数　142,158（令和４年３月31日時点）

[保護者向け成年年齢引下げ啓発の実施]
成年年齢引下げに伴う消費者トラブルの未然防止の
ため、新成人等の保護者に向け、SNSを活用し啓発
動画を配信するとともに、保護者向け啓発ウェブサ
イトの閲覧を促すことにより、理解促進を図る。

「保護者向け成年年齢引下げ啓発動画『コレがまさかのア
レでした。』」のSNS広告
　媒体　YouTube、LINE
　期間　令和４年７月14日～９月30日
　表示回数　4,757,482回

「成年年齢引下げに関する保護者向けアンケート」
　実施期間　令和４年６月29日～９月15日
　対象　10～20歳の子ども（孫）を持つ保護者
　回答数　10,526

「石黒彩氏・中澤佑二氏インタビュー記事掲載」
　媒体　マイナビニュース
　期間　令和５年１月10日～２月19日
　閲覧数　38,322PV

「検索連動型広告」
　媒体　Yahoo!、Google
　期間　令和５年１月25日～２月28日
　表示回数　8,842回(441クリック)

「保護者向け成年年齢引下げ啓発リーフレット」（改訂増
刷）90,000部
　（主な配布先）
　県内全高等学校　312か所

無
成年年齢引下げに関する保
護者向けアンケート

成年年齢引下げに関する保護者
向けアンケートの中で、保護者
への効果的な啓発方法を尋ねた
ところ、「インターネットやSNS
での啓発」という回答が最も多
かったため、インターネットや
SNS広告を中心に啓発を実施し
た。

消費生活課 推進Ｇ

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 8



基本方向（大柱）
中柱

小柱

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方

④データにより事業の評価
ができない・データの公表

ができない理由
有無 名称

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

本
掲

再
掲

重
点 令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績 令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績

担当グ
ループ

令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績 担当課
①アウトカム指標

②事業の効果を示す定
性的データ

３ウ② 再
重
点
２

[青少年部門の相談機関との連携]
青少年を対象とした一次総合相談窓口である「かな
がわ子ども・若者総合相談センター」と「かながわ
中央消費生活センター」が連携し、若者が契約等に
関する悩みを抱えた際に、相談しやすい環境づくり
を進める。

「かながわ子ども・若者総合相談センター」を経由し、不
登校・ひきこもり等の若者を支援する団体に対し、成年年
齢引下げに伴う若者の消費者被害未然防止に関する啓発動
画の周知（101団体）、同動画のTwitterキャンペーン実施
の周知（109団体）を行った。

[青少年部門の相談機関との連携]
①青少年を対象とした一次総合相談窓口である「かなが
わ子ども・若者総合相談センター」と「かながわ中央消費
生活センター」が連携し、若者が契約等に関する悩みを抱
えた際に、相談しやすい環境づくりを進める。
②子ども・若者育成支援推進法に基づく「神奈川県子ど
も・若者支援連携会議」において、成年年齢引下げによる
若者の消費者トラブルについての啓発資料や相談窓口の
案内を行い、子ども・若者支援に関する機関との連携を図
る。

「保護者向け啓発動画・ウェブサイトの周知」
　不登校・ひきこもり等の若者を支援する109団体

「神奈川県子ども・若者支援連携会議での啓発資料の紹介
等」

[青少年部門の相談機関との連携]
①青少年を対象とした一次総合相談窓口である「かなが
わ子ども・若者総合相談センター」と「かながわ中央消費
生活センター」が連携し、若者が契約等に関する悩みを抱
えた際に、相談しやすい環境づくりを進める。
②子ども・若者育成支援推進法に基づく「神奈川県子ど
も・若者支援連携会議」において、成年年齢引下げによる
若者の消費者トラブルについての啓発資料や相談窓口の
案内を行い、子ども・若者支援に関する機関との連携を図
る。

「保護者向け啓発動画・ウェブサイトの周知」
　不登校・ひきこもり等の若者を支援する109団体

「神奈川県子ども・若者支援連携会議での消費生活相談窓
口の紹介等」　５回

消費生活課 企画Ｇ

③外国人に配慮した対応

[多言語による消費生活相談窓口案内]
多言語版の消費生活相談窓口案内リーフレットや、
訪日外国人向け相談窓口を紹介するホームページに
より、外国人の消費者トラブルの未然防止を図る。

多言語(英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル
語)によるパンフレットを情報コーナー等で配付するととも
に、ホームページ「Information in foreign Language -
外国語による情報」に掲載し、消費生活相談窓口の案内を
行った。

[多言語による消費生活相談窓口案内]
多言語版の消費生活相談窓口案内リーフレットや、
訪日外国人向け相談窓口を紹介するホームページに
より、外国人の消費者トラブルの未然防止を図る。

多言語(英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル
語)によるパンフレットを情報コーナー等で配付するととも
に、ホームページ「Information in foreign Language -
外国語による情報」に掲載し、消費生活相談窓口の案内を
行った。

[多言語による消費生活相談窓口案内]
多言語版の消費生活相談窓口案内リーフレットや、
訪日外国人向け相談窓口を紹介するホームページに
より、外国人の消費者トラブルの未然防止を図る。

多言語(英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル
語)によるパンフレットを情報コーナー等で配付するととも
に、ホームページ「Information in foreign Language -
外国語による情報」に掲載し、消費生活相談窓口の案内を
行った。

有

ページ「Information
in foreign Language
- 外国語による情報提
供」のアクセス件数
（年間）

13460件 16821件 13778件 消費生活課
企画Ｇ・
推進Ｇ

[多言語支援センターとの連携]
日本語に不慣れな外国籍県民の方に対する消費生活
相談に適切に対応するため、多言語支援センターと
の連携を推進する。

「通訳を伴った消費生活相談」
　実施回数　１回
「多言語支援センターとの情報交換会」
　実施回数　４回

[多言語支援センターとの連携]
日本語に不慣れな外国籍県民の方に対する消費生活
相談に適切に対応するため、多言語支援センターと
の連携を推進する。

「多言語支援センターとの情報交換会」
　実施回数　４回（相談のロールプレイングの実施他）
「通訳を伴った消費生活相談」
　実施回数　０回

[多言語支援センターとの連携]
日本語に不慣れな外国籍県民の方に対する消費生活
相談に適切に対応するため、多言語支援センターと
の連携を推進する。

「多言語支援センターとの情報交換会」
　実施回数　３回（相談のロールプレイングの実施ほか）
　多言語支援センターと連携した消費生活相談件数　16件

無

相談件数は時勢を反映して変動
するものであるため、事業の成
果目標を数値データ化すること
はできない。

消費生活課 相一Ｇ

[訪日観光客消費者ホットラインの周知]
国民生活センターが開設している、訪日観光客向け
の消費者相談窓口（訪日観光客消費者ホットライ
ン）の紹介

消費生活課ホームページに、訪日観光客消費者ホットライ
ンのホームページをリンク

[訪日観光客消費者ホットラインの周知]
国民生活センターが開設している、訪日観光客向け
の消費者相談窓口（訪日観光客消費者ホットライ
ン）を紹介する。

消費生活課ホームページの「消費生活関連リンク」に、訪
日観光客消費者ホットラインのホームページをリンク

[訪日観光客消費者ホットラインの周知]
国民生活センターが開設している、訪日観光客向け
の消費者相談窓口（訪日観光客消費者ホットライ
ン）を紹介する。

消費生活課ホームページの「消費生活関連リンク」に、訪
日観光客消費者ホットラインのホームページをリンク

無

指標として、県サイトのリンク
から国民生活センターサイトへ
アクセスした件数を検討できる
が、県ではアクセス解析を実施
していないため、件数を取得す
ることは難しい。

消費生活課 企画Ｇ

ウ　他機関等と連携した消費者被害未然防止の推進

①適格消費者団体との連携による被害未然防止

[適格消費者団体との連携]
適格消費者団体が適切に役割を果たすことができる
よう、差止請求事案に関する意見交換を行うととも
に、交付金を活用した財政面での支援を行う。

適格消費者団体の活動を支援するため、差止請求の対象に
なりうる情報を提供した。また、適格消費者団体の活動周
知等のための補助金を交付した。

[適格消費者団体との連携]
適格消費者団体が適切に役割を果たすことができる
よう、差止請求事案に関する意見交換を行うととも
に、交付金を活用した財政面での支援を行う。

「情報提供」２件
　
「適格消費者団体との意見交換会」１回

「補助金の交付」

[適格消費者団体との連携]
適格消費者団体が適切に役割を果たすことができる
よう、差止請求事案に関する意見交換を行うととも
に、交付金を活用した財政面での支援を行う。

「情報提供」４件
　
「適格消費者団体との意見交換会」１回

「補助金の交付」

無

適格消費者団体による差止請求
の件数や差止請求に応じた事業
者の割合等をを成果指標として
検討できるが、団体の具体的活
動内容に関わるものであり、指
標として設定した上で県の事業
を評価できるか、慎重に検討す
る必要がある。

消費生活課 企画Ｇ

３ウ① 再

[消費者被害救済検討チームの開催]
消費者被害の未然防止と救済に向け、かながわ中央
消費生活センターに寄せられた相談事案の中から、
事業者指導、消費者被害救済委員会付託、適格消費
者団体への情報提供の３つを選択的・複合的に行う
ことを検討するチームを開催する。

「消費者被害救済検討チーム」
　４回実施
「適格消費者団体との意見交換会」
　０回実施　※消費者被害救済検討チームにおける検討結
果（２事案）を団体に送付

[消費者被害救済検討チームの開催]
消費者被害の未然防止と救済に向け、かながわ中央
消費生活センターに寄せられた相談事案の中から、
事業者指導、消費者被害救済委員会付託、適格消費
者団体への情報提供の３つを選択的・複合的に行う
ことを検討するチームを開催する。

「消費者被害救済検討チーム」　４回

「適格消費者団体との意見交換会」　１回

[消費者被害救済検討チームの開催]
消費者被害の未然防止と救済に向け、かながわ中央
消費生活センターに寄せられた相談事案の中から、
事業者指導、消費者被害救済委員会付託及び適格消
費者団体への情報提供を検討する。

「消費者被害救済検討チーム」　４回

「適格消費者団体との意見交換会」　１回
有

検討チームの場で事業
者処分・指導の提案が
あり、実際に処分・指
導に至った件数の割合

50%
(14件中７件)

約27％
(15件中４件)

約63％
(８件中５件)

消費生活課

企画Ｇ・
指導Ｇ・
相一Ｇ・
相二Ｇ

②詐欺的悪質商法等への対応

[県警本部、警察署への情報提供]
消費生活相談の中で、特殊詐欺等の情報が得られた
場合に、神奈川県警へ情報提供を行う。

・特殊詐欺等情報提供　　 ０件
・利殖勧誘事犯情報提供　 ０件

[県警本部、警察署への情報提供]
消費生活相談の中で、特殊詐欺等の情報が得られた
場合に、神奈川県警へ情報提供を行う。

・特殊詐欺等情報提供　　 ０件
・利殖勧誘事犯情報提供　 ０件

[県警本部、警察署への情報提供・情報共有]
消費生活相談の中で得られた悪質な事業者による消
費者トラブル等について、県警察と情報共有し、連
携して事案に対応する。

・情報提供　　 ４件（県警捜査照会への回答）
・情報共有　 　１件

無

情報提供は提供すべき相談等が
入った場合に実施するもので、
件数によって事業を評価するこ
とは難しい。

消費生活課 相二Ｇ

重
点
１

[県警との連携による消費者被害未然防止]
県警と連携し、被害の多い高齢者を対象とし、悪質
商法や特殊詐欺などの被害防止のための啓発物品の
配布などを実施する。

「啓発文言入りマスクケース」
　25,000枚作成
（主な配布先）
　県内警察署55か所などを通じて高齢者に配布

[県警との連携による消費者被害未然防止]
県警と連携し、被害の多い高齢者を対象とした、悪
質商法や特殊詐欺などの被害防止のための啓発物品
の配布などを実施する。

「啓発文言入り通帳ケース」
　40,000枚作成
（主な配布先）
　県内警察署55か所などを通じて高齢者に配布

[県警との連携による消費者被害未然防止]
県警察と連携し、被害の多い高齢者を対象とした、
悪質商法や特殊詐欺などの被害防止のための啓発物
品の配布などを実施する。

「高齢者・障がい者向け啓発ツール「ポップアップメモ」
の作成・配布」
　35,000個作成
　（主な配布先）
　県内警察署55か所などを通じて高齢者に配布

無

啓発物品の作成にあたっては、
高齢者、障害者等の消費者被害
防止対策連絡協議会等の意見を
参考に検討した。

消費生活課 推進Ｇ

重
点
１

[県警と連携した特殊詐欺などの防止]
各種媒体を用いた防犯意識の普及啓発などを実施す
る。

・チラシや動画等を用いた防犯意識の普及啓発などを実施
した。
・防犯人材の発掘・育成として実施する地域防犯指導にお
いて「特殊詐欺防止」「悪質商法防止」などの啓発を実施
した。

[県警と連携した特殊詐欺などの防止]
各種媒体を用いた防犯意識の普及啓発などを実施す
る。

・チラシや動画等を用いた防犯意識の普及啓発等
・防犯人材の発掘・育成として実施する地域防犯指導にお
いて「特殊詐欺防止」「悪質商法防止」などの啓発を実施

[県警と連携した特殊詐欺などの防止]
各種媒体を用いた防犯意識の普及啓発などを実施す
る。

・チラシ等を用いた防犯意識の普及啓発等
・防犯人材の発掘・育成として実施する地域防犯指導にお
いて「特殊詐欺防止」「悪質商法防止」などの啓発を実施

有
各種防犯キャンペーン
の参加人数

0人 0人 5000人
くらし安全交
通課

推進Ｇ

重
点
１

[迷惑電話防止機能を有する機器の普及促進]
市町村が行う迷惑電話防止機能を有する機器の普及
事業について、県が補助金を交付する。

特殊詐欺等被害の未然防止のため、11市町村に対し、迷惑
電話防止機能を有する機器の補助金を交付し、同機器の普
及を図った。

[迷惑電話防止機能を有する機器の普及促進]
市町村が行う迷惑電話防止機能を有する機器の普及
事業について、県が補助金を交付する。

特殊詐欺等被害の未然防止のため、20市町村に対し、迷惑
電話防止機能を有する機器の補助金を交付し、同機器の普
及を図った。

[迷惑電話防止機能を有する機器の普及促進]
市町村が行う迷惑電話防止機能を有する機器の普及
事業について、県が補助金を交付する。

特殊詐欺等被害の未然防止のため、22市町村に対し、迷惑
電話防止機能を有する機器の補助金を交付し、同機器の普
及を図った。

無
特殊詐欺被害防止対策事業
アンケート

くらし安全交
通課

企画Ｇ

重
点
１

[被害の水際阻止対策の強化]
金融機関等と連携し、窓口等における声掛けによる
被害の未然防止対策を推進する。

金融機関等と連携し、窓口等における声掛けによる被害の
未然防止対策を推進した。

[被害の未然防止対策の強化]
金融機関等と連携し、窓口等における声掛けによる
被害の未然防止対策を推進する。

金融機関等と連携し、窓口等における声掛けによる被害の
未然防止対策を推進した。

[被害の未然防止対策の強化]
金融機関等と連携し、窓口等における声掛けによる
被害の未然防止対策を推進する。

金融機関等と連携し、窓口等における声掛けによる被害の
未然防止対策を推進した。

有
高齢者等に対する声掛
け等により被害を未然
に阻止した件数

859件 1208件 1595件 県警本部
生活安全
総務課

重
点
１

[被害防止に関する注意喚起]
各種会合、防犯キャンペーンのほか、様々な機会に
おいて特殊詐欺等の最新の手口や実態を周知すると
ともに、迷惑電話防止機能を有する機器の普及促進
を図るなど、被害防止対策を推進する。

・各種会合、防犯キャンペーン等、様々な機会において特
殊詐欺等の最新の手口や実態を周知することにより、被害
防止対策を推進した。
・固定電話機につなげる迷惑電話防止機能を有する機器を
活用し、被害防止対策を推進した。

[被害防止に関する注意喚起]
各種会合、防犯キャンペーン等、様々な機会におい
て特殊詐欺等の最新の手口や実態を周知するととも
に、迷惑電話防止機能を有する機器の普及促進を図
るなど、被害防止対策を推進する。

・啓発ツールの配布
「ポケットクリアフォルダ（状差し）」　39,000個
「スイングポップ」　39,000個
「除菌シート」　39,000個
「ミニのぼり旗」　200個
（主な配布先）
　県内警察署55か所などを通じて配布
・固定電話機につなげる迷惑電話防止機能を有する機器を
活用し、被害防止対策を推進した。

[被害防止に関する注意喚起]
各種会合、防犯キャンペーン等、様々な機会におい
て特殊詐欺等の最新の手口や実態を周知するととも
に、迷惑電話防止機能を有する機器の普及促進を図
るなど、被害防止対策を推進する。

・啓発ツールの配布
　チラシ　　　25,300枚
　ステッカー　25,300枚
（主な配布先）
　県内警察署54か所などを通じて配布
・固定電話機につなげる迷惑電話防止機能を有する機器を
活用し、被害防止対策を推進した。

被害防止に関する注意喚起は、
警察活動全般にわたって実施し
ていることから、件数の集計は
していない。

県警本部
生活安全
総務課

 

[ヤミ金融被害の未然防止のための啓発活動の実
施]
ヤミ金融の被害防止のため、県ホームページでの情
報提供や一都三県合同キャンペーン、各種連携イベ
ント等での啓発活動を実施する。

「高校生向けヤミ金融被害防止啓発リーフレット」
　84,000部作成し、県内高等学校及び特別支援学校等に配
布
「一都三県合同キャンペーン」
　上期（令和２年７月13日～19日）及び下期（令和２年11
月９日～15日）にホームページで啓発チラシ等を配布
「タウンニュースへの広告掲載」
　令和２年７月～10月（各月１回、延べ４回×３エリア）
にヤミ金融被害防止の広告を掲載
「川崎競馬場ドリームビジョンでの広報」
　川崎競馬開催期間中、財務省関東財務局作成の投資詐欺
注意喚起動画とあわせて、ヤミ金注意喚起スライドを放映
「ヤミ金融被害防止啓発チラシの配布」
　神奈川県弁護士会法律相談センター、神奈川県司法書士
会相談窓口、県内各社会福祉協議会窓口、県内市町村消費
生活相談窓口、県内イオン核店舗等において啓発チラシを
配布

[ヤミ金融被害の未然防止のための啓発活動の実
施]
ヤミ金融の被害防止のため、県ホームページでの情
報提供や一都三県合同キャンペーン、高校生向けヤ
ミ金融被害防止啓発リーフレット作成・配布、川崎
競馬場ドリームビジョンでの広報の実施等での啓発
活動を実施する。

「高校生向けヤミ金融被害防止啓発リーフレット」
　84,000部　県内高等学校及び特別支援学校等に配布

「一都三県合同キャンペーン」
　上期（令和３年６月14日～20日）・下期（令和３年11月
15日～21日）にホームページで啓発チラシ等を配布

「川崎競馬場ドリームビジョンでの広報」
　川崎競馬開催期間中、財務省関東財務局作成の投資詐欺
注意喚起動画とあわせて、ヤミ金注意喚起スライドを放映

※啓発リーフレット及び合同キャンペーンについては、消
費生活課ホームページやＳＮＳ等で紹介

[ヤミ金融被害の未然防止のための啓発活動の実
施]
ヤミ金融の被害防止のため、県ホームページでの情
報提供や一都三県ヤミ金融被害防止合同キャンペー
ン、若者向けヤミ金融被害防止啓発リーフレット作
成・配布、地域コミュニティ紙への広告掲載による
広報の実施、川崎競馬場ドリームビジョンでの広報
の実施等での啓発活動を実施する。

「若者向けヤミ金融被害防止啓発リーフレット」
　84,000部　県内高等学校及び特別支援学校、大学等に配
布

「一都三県合同キャンペーン」
　上期（令和４年６月13日～６月19日）・下期（令和４年
11月７日～11月13日）にホームページで啓発チラシ等を配
布、11月12日及び13日については、イベントへの出展によ
るキャンペーンもあわせて実施。

タウンニュース（横浜市神奈川区版、川崎市川崎区・幸区
版、厚木・愛川・清川版及び小田原・箱根・湯河原・真鶴
版 ）への広告掲載による広報の実施

「川崎競馬場ドリームビジョンでの広報」
　川崎競馬開催期間中、財務省関東財務局作成の投資詐欺
注意喚起動画とあわせて、ヤミ金注意喚起スライドを放映

※啓発リーフレット及び合同キャンペーンについては、消
費生活課ホームページやＳＮＳ等で紹介

県とイオン株式会社並びに株式会社イトーヨーカ堂との包
括協定に基づき、神奈川県ヤミ金融対策連絡会議（財務省
関東財務局横浜財務事務所、神奈川県警察本部、神奈川県
弁護士会、神奈川県司法書士会、日本貸金業協会神奈川県
支部及び県により構成）が作成した「ヤミ金融被害防止普
及啓発チラシ」を県内イオン23店舗並びにイトーヨーカ
ドー26店舗において配布し、県民に対し広く啓発活動を
行った。

無 金融課 調整Ｇ

③消費者団体や事業者団体等との連携による被害未然防止

４イ② 再
重
点
１

[「悪質な訪問販売 撲滅！かながわ宣言」宣言団体等
との取組み]
平成30年３月に実施した宣言の宣言団体や消費者団
体と連携し、高齢者にトラブルが多い悪質な訪問販
売撲滅のための取組みを実施する。

「取組の検証の実施」
　これまでの取組の効果と課題、課題を　踏まえた今後の
取組の方向性を取りまとめた。
　・宣言団体への意識調査の実施
　・消費生活審議会での報告
「事業者向けセミナーへの講師派遣」
　かながわ住まいまちづくり協会が実施するセミナーに消
費生活課職員を講師として派遣した。

[「悪質な訪問販売 撲滅！かながわ宣言」宣言団体等
との取組み]
宣言の宣言団体や消費者団体と連携し、高齢者にト
ラブルが多い悪質な訪問販売撲滅のための取組みを
実施する。

「宣言団体との情報共有」
　・宣言団体との意見交換会　１回
　　実務担当者会議　２回（書面開催）

　・消費生活審議会での報告
「事業者向けセミナーへの講師派遣」　１回
　・かながわ住まいまちづくり協会実施セミナー

「啓発ツールの配布」
　・悪質な訪問販売の注意喚起チラシ・シールの増刷　各
50,000部
（主な配布先）
　県内警察署、宣言団体、第一生命保険（株）等
　80箇所

[「悪質な訪問販売 撲滅！かながわ宣言」宣言団体等
との取組み]
「宣言」の効果を検証するための手法を宣言団体と
検討するとともに、新たな宣言団体の加入について
調整する。

「宣言団体への新規加入」
　・住宅リフォームに関連する３つの事業者団体が宣言
　　団体に新規加入
「宣言団体との情報共有」
　・宣言団体との意見交換会　１回
　・県の担当者による宣言団体への個別訪問　11回
「事業者向けセミナーへの講師派遣」　２回
　・かながわ住まいまちづくり協会実施セミナー
　・神奈川県新聞販売組合及び京浜新聞販売組合実施
　　セミナー
「啓発ツールの配布」
　・悪質な訪問販売の注意喚起チラシ・シールのデザイン
　　更新及び印刷　各50,000部
（主な配布先）
　県内警察署、宣言団体、社会福祉協議会等　約80か所

有
宣言団体と関係する商
品役務の苦情相談件数
（訪問販売に限る）

工事・建築
1,768件

新聞
341件

有線テレビ
71件

普通生命保険
60件

全体
5,994件

工事・建築
1,675件

新聞
366件

有線テレビ
65件

普通生命保険
51件

全体
6,452件

工事・建築
1,534件

新聞
354件

有線テレビ
63件

普通生命保険
41件

全体
5,842件

○「宣言」が行われた平成29年
度の苦情相談件数
・工事・建築　1,372件
・新聞　487件
・有線テレビ　80件
・普通生命保険　93件
・全体　6,492件

○近年の訪問販売に係る苦情相
談の状況を踏まえ、令和４年10
月に住宅リフォームと関連の深
い３つの事業者団体が宣言団体
として新規加入。

○今後も宣言団体として適当と
思われる団体があれば、新規加
入への働き掛けを行っていく。

消費生活課

指導Ｇ・
推進Ｇ・
相一Ｇ・
相二Ｇ

[消費者月間及びかながわ消費者週間における消費者
団体等との連携]
消費者月間及びかながわ消費者週間において、消費
者団体やＮＰＯ等と連携し、啓発を行う。

ＳＮＳ等を活用し、消費者被害未然防止、エシカル消費、
消費者団体やＮＰＯ等が取組んでいる消費者教育について
広く県民に情報提供を行う等の啓発を行った。
（実施概要）
　消費者月間（５月１日～31日）
　・ＳＮＳ投稿数：12団体／20回
　消費者週間（10月９日～31日）
　・ＳＮＳ投稿回数：８団体／16回

[消費者月間及びかながわ消費者週間における消費者
団体等との連携]
消費者月間及びかながわ消費者週間において、消費
者団体やＮＰＯ等と連携し、啓発を行う。

「ＳＮＳ投稿数」
　消費者月間（５月１日～31日）　　　　12団体　18回
　かながわ消費者週間（10月９日～15日）11団体　17回

[消費者月間及びかながわ消費者週間における消費者
団体等との連携]
消費者月間及びかながわ消費者週間において、消費
者団体やＮＰＯ等と連携し、啓発を行う。

「ＳＮＳ投稿数」
　消費者月間（令和４年５月１日～31日）
　13団体　19回
　かながわ消費者週間（令和４年10月８日～14日）
　14団体　17回

無

この事業は、消費者団体やＮＰ
Ｏの活動を周知するものである
ため、成果指標は設定すべきで
ない。

消費生活課 推進Ｇ

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 9



基本方向（大柱）
中柱

小柱

基本方向３　消費者被害の救済

ア　かながわ中央消費生活センターにおける消費生活相談機能の向上

①消費生活相談の実施

[消費生活相談の実施]
土日、祝休日、平日夜間の電話、面接での相談や、
メールによる受付を含めた消費生活相談を実施す
る。

「電話相談」
　相談時間　平日　9:30～19:00
　　　　　　土･日･祝休日　9:30～16:30
　※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、一
部期間において、相談時間・曜日を変更した。
　相談件数　　　　 12,367件
　 (内訳)苦情相談  12,097件
　 　　　問合せ　 　1,270件
「メール相談」
　相談件数　　　      445件

[消費生活相談の実施]
多様化、複雑化する消費者問題に対応し消費者の被
害を救済するため、電話相談やメールによる受付を
含めた消費生活相談を実施する。
また、多様な媒体を通じ、県内の消費生活相談窓口
の効果的な周知を行う。

「電話相談」
　相談時間　平日　9:30～19:00
　　　　　　土･日　9:30～16:30
　※新型コロナ感染拡大防止のため、相談時間・曜日を
変更した期間あり。
　相談件数　　　　  9,807件　※令和４年３月31日速報
値
　 (内訳)苦情相談   8,860件
　 　　　問合せ　 　  947件
「メール相談」
　相談件数　　　      594件

[消費生活相談の実施]
多様化、複雑化する消費者問題に対応し消費者の被
害を救済するため、電話相談やメールによる受付を
含めた消費生活相談を実施する。
また、多様な媒体を通じ、県内の消費生活相談窓口
の効果的な周知を行う。

「電話相談」
　相談時間　平日　　9:30～17:00
　　　　　　土曜日  9:30～16:30

　相談件数　　　 10,967件(令和５年４月30日速報値)
　(内訳)苦情相談  9,894件
　 　　 問合せ　  1,073件
「メール相談」
　相談件数　　　    706件

無

・メール相談事業の成果は相談件
数で把握できるが、相談件数は水
物で、件数によって事業を評価す
ることは難しい。
・相談体制の在り方について、国
が示すべきDXの内容が確定してい
ないため、評価や公表を行う段階
にない。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ
推進Ｇ

[消費生活相談窓口の周知]
多様な媒体を活用し、県内の消費生活相談窓口を効
果的に周知する。

動画、ホームページ、ＳＮＳ、各種啓発資料等により消
費者ホットライン「１８８」及び消費生活相談窓口につ
いて周知

[消費生活相談窓口の周知]
多様な媒体を活用し、県内の消費生活相談窓口を効
果的に周知する。

・神奈川県の広報誌「県のたより」2021年10月号、2022
年１月号による啓発
・「スマホクリーナー」
　30,000枚作成
（主な配布先）
　政令市を除く県内市町村に所在している高校
  127箇所

[消費生活相談窓口の周知]
多様な媒体を活用し、県内の消費生活相談窓口を効
果的に周知する。

・ウェットティッシュ及びふせん、クリアファイル、
ボールペン等の啓発物品配布
（主な配布先）県内市町村に所在している高等学校、中
等教育学校、特別支援学校、大学・短期大学、専修学
校、県内自動車教習所、商工会議所青年部、若者向けの
ハローワーク、引きこもり等支援団体等
・「SNS動画広告・Twitterフォロワー獲得広告」
　媒体　YouTube、LINE、Twitter

有

X（旧「ツイッ
ター」）アカウン
トのフォロワー数
（年度末時点）

不明 504人 720人 消費生活課 企画Ｇ

本 ２イ①

[遠隔手話通訳サービスを利用した相談]
タブレット型端末によるテレビ電話機能を活用し、
来所された聴覚障がい者と相談員とのコミュニケー
ション支援を行う。

「遠隔手話通訳サービスによる相談対応」
　相談時間　火曜～金曜(祝休日及び年末年始を除く)
　　　　　　9:30～16:30
　相談件数　０件

[遠隔手話通訳サービスを利用した相談]
タブレット型端末によるテレビ電話機能を活用し、
来所された聴覚障がい者と相談員とのコミュニケー
ション支援を行う。

「遠隔手話通訳サービスによる相談対応」
　相談時間　火曜～金曜(祝休日及び年末年始を除く)
　　　　　　9:30～16:30
　相談件数　０件

[遠隔手話通訳サービスを利用した相談]
タブレット型端末によるテレビ電話機能を活用し、
来所された聴覚障がい者と相談員とのコミュニケー
ション支援を行う。

「遠隔手話通訳サービスによる相談対応」
　相談時間　火曜～金曜(祝休日及び年末年始を除く)
　　　　　　9:30～16:30
　相談件数　１件

無

相談件数は時勢を反映して変動す
るものであるため、事業の成果目
標を数値データ化することはでき
ない。

消費生活課 相一Ｇ

②広域的な相談窓口としての機能発揮

本
２ア①
３イ③

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を収集、分析し、｢
消費生活相談概要｣(年２回)、｢消費生活相談警戒情
報｣(随時)、｢消費生活相談情報｣(月１回)により市
町村等に情報提供する。また、市町村から緊急通報
を収集し、関係機関で共有する。

「消費生活相談概要」　　 ２回（８､12月）
「消費生活相談警戒情報」 129件
「消費生活相談情報」　　 年12回
「緊急通報」　　　　　 　14件

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を収集、分析し、｢
消費生活相談概要｣(年２回)、｢消費生活相談警戒情
報｣(随時)、｢消費生活相談情報｣(月１回)により市
町村等に情報提供する。また、市町村から緊急通報
を収集し、関係機関で共有する。

「消費生活相談概要」　　 １回（７月）
「消費生活相談警戒情報」 49件
「消費生活相談情報」　　 12回
「緊急通報」　　　　　 　11件
記者発表資料「成年年齢引下げまであと２か月！18歳・
19歳が狙われる消費者トラブルに注意！」（１月）

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を分析し、｢消費生
活相談概要｣等により県民、市町村等に情報提供す
る。また、市町村から緊急通報を収集し、関係機関
で共有する。

「消費生活相談概要」　　 １回（令和４年７月）
「消費生活相談警戒情報」 83件
「消費生活相談情報」　　 12回
「緊急通報」　　　　　 　11件
「若者の脱毛エステなどのトラブルに注意！～18歳・19
歳の相談件数も急増～」公表（令和５年１月）

無

・この事業は、県民に対して、注
意すべき消費者トラブル等につい
て情報提供し、消費者被害の未然
防止を図るものであり、未然防止
の結果としてセンターへの相談件
数の減少が成果指標として検討で
きるが、潜在的な消費者被害を救
済するため、消費生活センターの
存在を周知し、積極的にセンター
に相談をしてもらう必要があり、
相談件数の観点では、これらは相
反することから件数の大小によっ
て事業を評価することは難しい。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

本 ３イ②
[相談事例の法的解説資料の作成、提供]
県内の新手、悪質な相談等について、弁護士による
解説資料を作成し、市町村に提供する。（年２回）

（作成資料テーマ）
・第１回「民法改正に伴い変わった点、変わらなかった
点」
・第２回「消費者からの請求に基づく訪問販売」

[相談事例の法的解説資料の作成、提供]
県内の新手、悪質な相談等について、弁護士による
解説資料を作成し、市町村に提供する。（年２回）

「相談事例の法的解説資料」２回
（テーマ）
・第１回「改正特定商取引法の主な改正点とその影響」
・第２回「消費生活相談員が知っておくべき書面不備に
よるクーリング・オフが争われた判例の解説」

[相談事例の法的解説資料の作成、提供]
県内の新手、悪質な相談等について、弁護士による
解説資料を作成し、市町村に提供する。（年１回）

「相談事例の法的解説資料」１回 無

この事業は、市町村に対して相談
事例の法定期解釈を提供している
ものであり、提供した件数を成果
指標として検討できるが、年１回
実施のため、数値の大小によって
事業を評価することは難しい。

消費生活課 相二Ｇ

２ア① 再

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　年10回発行（５月・７月は休止）
　各6,190部、367箇所に配布
　テーマ「リラックス効果をうたう電子タバコの定期購
入にご注意！」等
（主な配布先）
　市町村主管課、消費者団体、老人会、社会福祉協議会
等

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　13回発行（臨時号１回含む。）　各6,200部
　テーマ「新成人を狙うエステなどの高額契約に注
意！」等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　348箇所

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた相談事例や
国民生活センターから提供される啓発情報の中か
ら、消費者に特に周知する必要がある情報を迅速か
つ的確に、県内に広く提供する。(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　12回発行　各6,200部
　テーマ「実在する通販サイトに似せた偽サイトに注
意！」等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　339か所

無

県消費生活審議会における委員の
意見を踏まえ、高齢者の方に馴染
みのない言葉等については、より
わかりやすい形で、注意書き等を
つけることとしている。

消費生活課 相二Ｇ

③高度な相談にも対応できる人材育成

　

[相談対応チーム制による相談対応力向上の取組
み]
職員・相談員による相談対応チーム制を導入し、
チームリーダーを中心に新人相談員の支援、情報交
換、困難事案についての検討等を行い、複雑化・高
度化する相談への対応力向上を図る。

対応困難事案への対応や市町村支援、新人の育成等につ
いて、相談員と職員からなる４つのチームで相談対応力
の強化を図った。（「土地・建物」、「安全・安心」、
「金融・保険」、「運輸・通信」）

[相談対応チーム制による相談対応力向上の取組
み]
職員・相談員による相談対応チーム制を導入し、
チームリーダーを中心に新人相談員の支援、情報交
換、困難事案についての検討等を行い、複雑化・高
度化する相談への対応力向上を図る。

「リーダーミーティング」　週１回
「チームミーティング」　週１回

[相談対応チーム制による相談対応力向上の取組
み]
職員と相談員で構成する相談対応チーム制により、
チームリーダーを中心に新人相談員の支援、情報交
換、困難事案についての検討等を行い、複雑化・高
度化する相談への対応力向上を図る。

「リーダーミーティング」　週１回
「チームミーティング」　週１回

無

「リーダーミーティング」及び
「チームミーティング」は相談員
の支援、情報交換、困難事案につ
いての検討等を行う場であり、事
業として評価することは難しい。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

[専門分野別グループによる専門性向上の取組み]
専門分野別のグループを編成し、専門家を招聘する
などして新手、対応困難な相談事例などについての
検討を実施するとともに、検討結果を市町村に情報
提供する。(検討会４テーマ×２回、情報提供４件)

５テーマについて専門分野別検討会又は勉強会を各１回
実施し、結果を市町村へ情報提供した。
・不動産に関する相談対応について
・改正民法及び改正動物愛護管理法を踏まえたペットに
関するトラブルについて
・生命保険の基礎知識～生命保険のいろは～
・損害保険の基礎知識～損害保険のいろは～
・スマートフォンの相談対応に必要な知識と電気通信
サービスの基礎

[専門分野別グループによる専門性向上の取組み]
専門分野別のグループを編成し、専門家を招聘する
などして新手、対応困難な相談事例などについての
検討を実施するとともに、検討結果を市町村に情報
提供する。(検討会又は勉強会４テーマ×１回又は
２回、情報提供４件)

「専門分野別検討会・勉強会」　各テーマ各１回
（テーマ）
・医業類似行為に関する基礎について
・探偵に関する基礎知識
・デジタルプラットフォームに関する消費者トラブルに
ついて
・キャッシュレス決済に関する相談対応について
・住宅の水回り設備の仕組みと相談対応
・シェアハウス契約に関する相談対応のための基礎知識

[専門分野別グループによる専門性向上の取組み]
専門分野ごとに専門性の向上のための検討を行い、
実施結果について市町村へ共有する。

【検討テーマ】
・各決済事業者の対応方法
・CtoC取引を提供するプラットフォームサービス（フリ
マサイト、オークションサイト等）について
・電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドラ
イン改正の概要と事例について
・消費生活相談対応に係るITの基礎知識

無

適切なテーマで実施することが重
要であるため、事業の成果目標を
数値データ化することはできな
い。

消費生活課 相一Ｇ

[県相談員へのモニタリング実施による資質向上の
取組み]
県消費生活相談員に対し、外部の専門機関が相談対
応研修を行い、モニタリングを実施した上で、県消
費生活センターの課題等を県に報告する。また、
チームリーダーのスキルアップを目的とした研修を
実施する。

「相談対応研修」　１回実施（18名参加）
「モニタリング」　６回実施（18名参加）
「フィードバック」２回実施（18名参加）
※チームリーダー研修については、１回実施の予定だっ
たが、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、
開催中止

[県相談員へのモニタリング実施による資質向上の
取組み]
県消費生活相談員に対し、外部の専門機関が相談対
応研修を行い、モニタリングを実施した上で、県消
費生活センターの課題等を県に報告する。また、
チームリーダーのスキルアップを目的とした研修を
実施する。

「相談対応研修」　３回　16名参加
「モニタリング」　４回　16名対象
「フィードバック」２回　16名参加
「チームリーダー研修」　１回　４名参加
　横浜市消費生活総合センター相談員との意見交換を実
施

[県相談員へのモニタリング実施による資質向上の
取組み]
相談員に対し、外部の専門機関が相談対応研修を行
い、モニタリングを実施した上で、県消費生活セン
ターの課題等を県に報告する。また、チームリー
ダーのスキルアップを目的とした研修を実施する。

「相談対応研修」（動画視聴形式）　15名視聴
「モニタリング」　３回　15名対象
「個別フィードバック」　２回　15名参加
　チームリーダー研修　事業見直しにより中止

無

相談員のスキルアップを目的とし
て実施しているもので、事業の成
果目標を数値データ化することは
できない。

消費生活課 相一Ｇ

[消費生活相談員等の国民生活センター等研修派
遣]
県の担当職員の専門知識習得を図るため、国民生活
センター等が実施する研修会に派遣する。

「国民生活センター等研修派遣」
　15回実施　延べ18名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、開催
中止となった研修あり

[消費生活相談員等の国民生活センター等研修派
遣]
県の担当職員の専門知識習得を図るため、国民生活
センター等が実施する研修会に派遣する。

「国民生活センター等研修派遣」
　28回　延べ48名参加

[消費生活相談員等の国民生活センター等研修派
遣]
職員・相談員の専門知識習得を図るため、国民生活
センター等が実施する研修会に派遣する。

「国民生活センター等研修派遣」
　24回　延べ38名参加 無

専門性の維持・向上を目的として
研修受講をしており、事業の成果
目標を数値データ化することはで
きない。

消費生活課 相一Ｇ

本

１イ①
３イ①
３イ②

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な概論研修、専門研修を実施する。
(12回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「概論研修」
　２回　延べ49名参加
「専門研修」
　４回　延べ44名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、概論
研修２回及び専門研修４回は中止
「行政職員研修」
　基礎編(Ｗeb研修による実施）２回
　応用編(Ｗeb研修による実施）１回

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ４回　延べ287名参加

「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　２回　延べ89名参加
　応用編　１回　延べ38名参加

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口で必要な
実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、職員に対し、消費生活行政を担う上で業務上
不可欠な知識を習得するための研修（「基礎編」６
回、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ８回　延べ561名参加
「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　６回　延べ58名参加
　応用編　１回　延べ27名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。
・アンケート結果で配信期間を長
くしてほしいという意見があった
ため、１か月の配信を６週間へと
変更した。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

３イ② 再

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修」
　３テーマ実施　延べ170名参加
 （テーマ）　※Ｗeb研修による実施
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・インターネット上での契約トラブルについて
　・特定商取引法事例検討
※４テーマは新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ため中止

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修（オン
デマンド配信）」
　５テーマ　延べ322名参加
 （テーマ）
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・オンライン・プラットフォーマーの役割と課題
　・オンラインゲームトラブル
　・PIO-NETの入力情報の整理について
　・特定商取引法事例検討

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。

消費生活課 相二Ｇ

本
１イ①
３イ②

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の行政職員及び相談員を対象とした新規
テーマを扱う研修を実施する。(１テーマ　２回)

「新規課題対応研修」
　１テーマ実施（Ｗeb研修による実施）
 （テーマ）
　・暗号資産をめぐる法改正の動向
※１テーマは新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ため中止

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の行政職員及び相談員を対象とした新規
テーマを扱う研修を実施する。(１テーマ　２回)

「新規課題対応研修（オンデマンド配信）」
１テーマ　１回　56名参加
 （テーマ）
　・インターネット広告の現状と課題

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の職員及び相談員を対象とした新規テー
マを扱う研修を実施する。(６回)

「新規課題対応研修（オンデマンド配信）」
６回　延べ422名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。
・アンケート結果で配信期間を長
くしてほしいという意見があった
ため、１か月の配信を６週間へと
変更した。

消費生活課 相二Ｇ

２イ① 再
重
点
１

[契約弱者に配慮した相談対応]
高齢者、障がい者等の特性に配慮した相談対応を図
るため、福祉関係機関等と連携した研修を実施す
る。また、見守り出前講座の講師となる消費生活相
談員に対する研修を実施する。(２回)

「福祉関係機関等と連携した研修」
　２テーマ　計０回 実施
 （研修テーマ）
　・相談対応研修「外国人の特性に配慮した相談対応及
び多言語支援センターとの連携について」
　・見守り出前講座講師のスキルアップ研修「スマホと
若者の現実をとらえる～スマホ時代の若者の消費者トラ
ブルに対応するために～」
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催中
止

[契約弱者に配慮した相談対応]
高齢者、障がい者等の特性に配慮した相談対応を図
るため、福祉関係機関等と連携した研修を実施す
る。また、見守り出前講座の講師となる消費生活相
談員に対する研修を実施する。(２回　※令和２年
度に実施できなかったテーマで実施予定)

「福祉関係機関等と連携した研修」
　２テーマ　計２回 延べ113名参加
（研修テーマ）
・相談対応研修「外国人の特性に配慮した相談対応及び
多言語支援センターとの連携について」
・見守り出前講座講師のスキルアップ研修「スマホと若
者の現実をとらえる～スマホ時代の若者の消費者トラブ
ルに対応するために～」

[契約弱者に配慮した相談対応]
高齢者、障がい者等の特性に配慮した相談対応を図
るため、福祉関係機関等と連携した研修を実施す
る。また、見守り出前講座の講師となる相談員等に
対する研修を実施する。(２回)

「福祉関係機関等と連携した研修」（オンデマンド配
信）
　１回　延べ81名参加
「出前講座講師の養成に向けた研修」（オンデマンド配
信）
　１回　延べ42名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。

研修は時事的に適切なテーマで実
施ことが重要であるため、事業の
成果目標を数値データ化すること
はできない。

消費生活課
推進Ｇ
相一Ｇ

④専門的な相談への対応

本
３イ①
４ウ①

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、担当職員が、
法律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門
家から必要なアドバイスを受ける。(法律相談（面
接）36回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４
回)

「法律相談(面接)」　36回 　117件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　25件
「技術相談」　　　　１回

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、担当職員が、
法律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門
家から必要なアドバイスを受ける。(法律相談（面
接）36回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４
回)

「法律相談(面接)」　36回 　99件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　26件
「技術相談」　　　　０回

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、職員が法律、
技術分野など専門性の高い相談に対し、専門家から
必要なアドバイスを受ける。(法律相談（面接）36
回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４回)

「法律相談(面接)」　36回 　126件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　21件
「技術相談」　　　　０回

無

この事業は、市町村相談員に対し
て法律相談を実施しているもので
あり、相談結果の件数を成果指標
として検討できるが、法律相談の
ため、数値の大小によって事業を
評価することは難しい。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績
本
掲

再
掲

重
点 担当グループ令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績 担当課

①アウトカム指標
②事業の効果を示す

定性的データ

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方

④データにより事業の評価が
できない・データの公表がで

きない理由
有無 名称

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 12



基本方向（大柱）
中柱

小柱
令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績

本
掲

再
掲

重
点 担当グループ令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績 担当課

①アウトカム指標
②事業の効果を示す

定性的データ

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方

④データにより事業の評価が
できない・データの公表がで

きない理由
有無 名称

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

[精神保健福祉相談]
消費生活相談における対応困難事案について、相談
員が精神保健福祉士に相談し助言を得る。

「精神保健分野の専門家配置」　12回
[精神保健福祉相談]
消費生活相談における対応困難事案について、相談
員が精神保健福祉士に相談し助言を得る。

「精神保健相談の実施」　12回
[精神保健福祉相談]
消費生活相談における対応困難事案について、相談
員が精神保健福祉士に相談し助言を得る。

「精神保健福祉相談」　12回　40件 無

相談は一年を通して必要なときに
可能であることが重要であるた
め、事業の成果目標を数値データ
化することはできない。

消費生活課 相一Ｇ

[生活再建支援相談の実施]
多重債務者等生活再建が必要な人を支援するため、
福祉等の関係機関と連携し生活再建支援相談等を実
施する。

「生活再建支援相談の実施」（４月～３月）
　電話相談:105件
　面接相談:102件
　生活再建支援相談研修：１回

[生活再建支援相談の実施]
多重債務者等生活再建が必要な人を支援するため、
福祉等の関係機関と連携し生活再建支援相談等を実
施する。

「生活再建支援相談の実施」（４月～２月）（委託）
　電話相談:91件
「生活再建支援相談研修(オンデマンド配信)」
　３テーマ　延べ239名参加
（主なテーマ）
「多重債務の背景と問題解決に必要な法知識及び事例へ
の対応」他

[多重債務相談の実施]
多重債務者等生活再建が必要な人を支援するため、
福祉等の関係機関と連携し多重債務相談を実施す
る。

「生活再建支援相談研修(オンデマンド配信)」
　１回　74名参加
「多重債務者特別相談会」
　12回　23名参加
「多重債務者対策協議会」
　神奈川県弁護士会、県警等の各構成団体における取組
み等情報共有

無

相談件数は時勢を反映して変動す
るものであるため、事業の成果目
標を数値データ化することはでき
ない。

消費生活課 相一Ｇ

[神奈川県多重債務者対策協議会の開催]
多重債務者問題について、関係機関、団体と連携
し、協議、検討する。（年１回）

「多重債務者対策協議会」
　議題：神奈川県の多重債務者対策事業の今後の方向性
について
　構成団体：神奈川県弁護士会、神奈川県司法書士会等
の民間団体、県警、国、市、県、県教育委員会、合計23
団体・機関
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため書面開
催（令和２年５月22日）

[神奈川県多重債務者対策協議会の開催]
多重債務者問題について、関係機関、団体と連携
し、必要に応じ開催する。

「多重債務者対策協議会」
　構成団体：神奈川県弁護士会、神奈川県司法書士会等
の民間団体、県警、国、市、県、県教育委員会、合計21
団体・機関
令和３年度は実施せず、各構成団体の取組み等情報共有

無

必要に応じて関係機関、団体と情
報共有するものであり、事業の成
果目標を数値データ化することは
できない。

消費生活課 相一Ｇ

イ　市町村消費生活相談との連携・支援

①市町村の実情に応じたサポート
[消費生活相談員等巡回訪問]
市町村から依頼を受けて県の相談員等を派遣し、助
言を行うとともに、定期的に市町村相談窓口を巡回
することで、各市町村の現状や課題を直接確認す
る。(20回)

「巡回訪問」　38回（16市、３町）
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止を図りつつ、
市町村の支援ニーズに対応するため電話で実施

[消費生活相談員等巡回訪問]
市町村から依頼を受けて県の相談員等を派遣し、助
言を行うとともに、定期的に市町村相談窓口を巡回
することで、各市町村の現状や課題を直接確認す
る。(20回)

「巡回訪問（電話）」　38回

[消費生活相談員等巡回訪問]
市町村から依頼を受けて県の相談員等を派遣等し、
助言を行うとともに、定期的に市町村相談窓口を巡
回することで、各市町村の現状や課題を直接確認す
る。

「巡回訪問（電話）」　38回 有
巡回訪問の実施回

数

「巡回訪問
（電話）」

38回

「巡回訪問
（電話）」

38回

「巡回訪問
（電話）」

38回
消費生活課 相一Ｇ

[指定消費生活相談員等による市町村支援]
政令市を除く６地域に指定消費生活相談員を各１名
配置し、行政職員とともに市町村職員、消費生活相
談員に対し、電話等により消費生活相談の処理方法
等について助言するとともに、定期的な巡回訪問、
各地域ごとの協議会へ派遣等を行う。

「ヘルプデスク対応」　51件
「市町村支援」　　　　46件
「地域協議会」　　　　２件（※新型コロナウイルス感
染症感染拡大防止のため書面開催）

[指定消費生活相談員等による市町村支援]
政令市を除く６地域に指定消費生活相談員を配置
し、行政職員とともに市町村職員、消費生活相談員
に対し、電話等により消費生活相談の処理方法等に
ついて助言するとともに、定期的な巡回訪問、各地
域ごとの協議会へ派遣等を行う。

「指定消費生活相談員の指定」　８名
「ヘルプデスク対応」　22件
「市町村支援」　　　　38件

[指定消費生活相談員等による市町村支援]
政令市を除く６地域に指定消費生活相談員を配置
し、行政職員とともに市町村職員、相談員に対し、
電話等により消費生活相談の処理方法等について助
言するとともに、定期的な巡回訪問、各地域ごとの
協議会へ派遣等を行う。

「指定消費生活相談員の指定」　10名
「ヘルプデスク対応」　28件
「市町村支援」　　　　43件

有
ヘルプデスク及び
市町村支援の件数

「ヘルプデス
ク対応」　51
件
「市町村支
援」
46件

「ヘルプデス
ク対応」　22
件
「市町村支
援」
38件

「ヘルプデス
ク対応」　28
件
「市町村支
援」
45件

― ― 消費生活課
企画Ｇ・
相一Ｇ・
相二Ｇ

３ア③ 再

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な概論研修、専門研修を実施する。
(12回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「概論研修」
　２回　延べ49名参加
「専門研修」
　４回　延べ44名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、概論
研修２回及び専門研修４回は中止

「行政職員研修」
　基礎編(Ｗeb研修による実施）２回
　応用編(Ｗeb研修による実施）１回

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ４回　延べ287名参加

「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　２回　延べ89名参加
　応用編　１回　延べ38名参加

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口で必要な
実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、職員に対し、消費生活行政を担う上で業務上
不可欠な知識を習得するための研修（「基礎編」６
回、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ８回　延べ561名参加
「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　６回　延べ58名参加
　応用編　１回　延べ27名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。
・アンケート結果で配信期間を長
くしてほしいという意見があった
ため、１か月の配信を６週間へと
変更した。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

３イ② 再

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修」
　３テーマ実施　延べ170名参加
 （テーマ）　※Ｗeb研修による実施
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・インターネット上での契約トラブルについて
　・特定商取引法事例検討
※４テーマは新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ため中止

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修（オン
デマンド配信）」
　５テーマ　延べ322名参加
 （テーマ）
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・オンライン・プラットフォーマーの役割と課題
　・オンラインゲームトラブル
　・PIO-NETの入力情報の整理について
　・特定商取引法事例検討

＜「消費生活相談員、行政職員に対する人材育成
研修の実施」・「新規課題対応研修」で対応＞

３イ② 再

[消費生活eラーニング研修の実施]
消費生活相談員等に対し実施した研修からテーマを
選定し、映像コンテンツ化、市町村等へのオンデマ
ンド配信を行う。(４テーマ)

「eラーニング研修オンデマンド配信」
　アクセス件数　191件
　配信：11/2～2/26
（テーマ）
　・消費生活相談における対応困難者に対する知識と対
応方法
　・電気通信に関する知識と消費者トラブルについて

無

研修は適切なテーマで実施するこ
とが重要であるため、事業の成果
目標を数値データ化することはで
きない。

消費生活課 相一Ｇ

３ア④ 再

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、担当職員が、
法律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門
家から必要なアドバイスを受ける。(法律相談（面
接）36回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４
回)

「法律相談(面接)」　36回 　117件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施25件
「技術相談」　　　　１回

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、担当職員が、
法律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門
家から必要なｱﾄﾞﾊﾞｲｽを受ける。(法律相談（面接）
36回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４回)

「法律相談(面接)」　36回 　99件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　26件
「技術相談」　　　　０回

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、職員が、法
律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門家
から必要なｱﾄﾞﾊﾞｲｽを受ける。(法律相談（面接）36
回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４回)

「法律相談(面接)」　36回 　126件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　21件
「技術相談」　　　　０回

無

この事業は、市町村相談員に対し
て法律相談を実施しているもので
あり、相談結果の件数を成果指標
として検討できるが、法律相談の
ため、数値の大小によって事業を
評価することは難しい。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

[神奈川県消費者行政推進事業費補助金及び神奈川
県消費者行政強化事業費補助金の交付]
市町村の消費生活相談体制整備等を支援するため補
助金を交付する。また、地方公共団体における国が
取組むべき重要消費者政策への取組みへの支援とし
て国が創設した強化交付金を活用し、補助金を交付
する。

「神奈川県消費者行政推進事業費補助金の交付」
　20市町に対し、補助金を交付(補助率10/10)
「神奈川県消費者行政強化事業費補助金の交付」
　８市に対し、補助金を交付(補助率１/２)

[神奈川県消費者行政推進事業費補助金及び神奈川
県消費者行政強化事業費補助金の交付]
市町村の消費生活相談体制整備や、市町村における
国が取組むべき重要な消費者政策推進への取組み等
に対し、国の地方消費者行政強化交付金を活用し、
補助金を交付する。

・20市町に対して推進事業費補助金を交付(補助率10/10)
・12市町に対して強化事業費補助金を交付(補助率１/２)
・担当者説明会（オンライン形式）　５回

[神奈川県消費者行政推進事業費補助金及び神奈川
県消費者行政強化事業費補助金の交付]
市町村の消費生活相談体制整備や、市町村における
重要な消費者政策推進への取組み等に対し、国の地
方消費者行政強化交付金を活用し、補助金を交付す
る。

20市町に対して推進事業費補助金を交付(補助率10/10)
12市町に対して強化事業費補助金を交付(補助率10/10ま
たは1/2)

国の交付金を活用するものであ
り、県独自に補助対象メニューの
新設・変更等の制度改善はできな
いため、アウトカム指標を設ける
ことはなじまない。

消費生活課 企画Ｇ

②相談員の人材の確保、資質の向上

３ア③ 再

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な概論研修、専門研修を実施する。
(12回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「概論研修」
　２回　延べ49名参加
「専門研修」
　４回　延べ44名参加
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、概論
研修２回及び専門研修４回は中止

「行政職員研修」
　基礎編(Ｗeb研修による実施）２回
　応用編(Ｗeb研修による実施）１回

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
消費生活相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口
で必要な実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、行政職員に対し、消費生活行政を担う上で業
務上不可欠な知識を習得するための研修（「基礎
編」２日間、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ４回　延べ287名参加

「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　２回　延べ89名参加
　応用編　１回　延べ38名参加

[消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研修
の実施]
相談員や相談員有資格者に対し、相談窓口で必要な
実践的な人材育成研修を実施する。(８回)
また、職員に対し、消費生活行政を担う上で業務上
不可欠な知識を習得するための研修（「基礎編」６
回、「応用編」３回）を実施する。

「人材育成研修（オンデマンド配信）」
 ８回　延べ561名参加
「行政職員研修（オンデマンド配信）」
　基礎編　６回　延べ58名参加
　応用編　１回　延べ27名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。
・アンケート結果で配信期間を長
くしてほしいという意見があった
ため、１か月の配信を６週間へと
変更した。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

３ア③ 再

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修」
　３テーマ実施　延べ170名参加
 （テーマ）　※Ｗeb研修による実施
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・インターネット上での契約トラブルについて
　・特定商取引法事例検討
※４テーマは新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ため中止

[消費生活相談員、行政職員に対するレベルアッ
プﾟ研修の実施]
主に消費生活相談員を対象としたレベルアップ研修
（７テーマ14回）

「県及び市町村消費生活相談員レベルアップ研修（オン
デマンド配信）」
　５テーマ　延べ322名参加
 （テーマ）
　・消費生活相談情報カード作成と活用
　・オンライン・プラットフォーマーの役割と課題
　・オンラインゲームトラブル
　・PIO-NETの入力情報の整理について
　・特定商取引法事例検討

＜「消費生活相談員、行政職員に対する人材育成研
修の実施」・「新規課題対応研修」で対応＞

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。

消費生活課 相二Ｇ

３ア③ 再

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の行政職員及び相談員を対象とした新規
テーマを扱う研修を実施する。(１テーマ　２回)

「新規課題対応研修」
　１テーマ実施（Ｗeb研修による実施）
 （テーマ）
　・暗号資産をめぐる法改正の動向
※１テーマは新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ため中止

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の行政職員及び相談員を対象とした新規
テーマを扱う研修を実施する。(１テーマ　２回)

「新規課題対応研修（オンデマンド配信）」
 １テーマ　１回　56名参加
 （テーマ）
　・インターネット広告の現状と課題

[新規課題対応研修]
消費生活相談における新たな課題に対応するため、
県・市町村の職員及び相談員を対象とした新規テー
マを扱う研修を実施する。(６回)

「新規課題対応研修（オンデマンド配信）」
６回　延べ422名参加

無
研修受講者に対するアン
ケート結果

・アンケート結果を基に研修テー
マを検討した。
・アンケート結果で配信期間を長
くしてほしいという意見があった
ため、１か月の配信を６週間へと
変更した。

消費生活課 相二Ｇ

[消費生活相談員実務研修の実施]
市町村において消費生活相談員として採用後概ね２
年以内の者に対し、かながわ中央消費生活センター
での受入研修を実施する。

「消費生活相談員実務研修」
　実施０回
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため実施実
績なし

[消費生活相談員実務研修の実施]
市町村において消費生活相談員として採用後概ね２
年以内の者に対し、かながわ中央消費生活センター
での受入研修を実施する。

「消費生活相談員実務研修」２回　延べ２名参加

[消費生活相談員実務研修の実施]
市町村において相談員として採用後概ね２年以内の
者に対し、かながわ中央消費生活センターでの受入
研修を実施する。

「消費生活相談員実務研修」１回　４名参加
（鎌倉市、座間市、小田原市）

無

研修受け入れは市町村の希望に応
じて実施しており、事業の成果目
標を数値データ化することはでき
ない。

消費生活課 相一Ｇ

３ア② 再
[相談事例の法的解説資料の作成、提供]
県内の新手、悪質な相談等について、弁護士による
解説資料を作成し、市町村に提供する。（年２回）

（作成資料テーマ）
　・第１回「民法改正に伴い変わった点、変わらなかっ
た点」
　・第２回「消費者からの請求に基づく訪問販売」

[相談事例の法的解説資料の作成、提供]
県内の新手、悪質な相談等について、弁護士による
解説資料を作成し、市町村に提供する。（年２回）

「相談事例の法的解説資料」２回
（テーマ）
　・第１回「民法改正に伴い変わった点、変わらなかっ
た点」
　・第２回「消費者からの請求に基づく訪問販売」

[相談事例の法的解説資料の作成、提供]
県内の新手、悪質な相談等について、弁護士による
解説資料を作成し、市町村に提供する。（年１回）

「相談事例の法的解説資料」１回 無

この事業は、市町村に対して相談
事例の法定期解釈を提供している
ものであり、提供した件数を成果
指標として検討できるが、年１回
実施のため、数値の大小によって
事業を評価することは難しい。

消費生活課 相二Ｇ

[消費生活相談員有資格者名簿等による情報提供]
消費生活相談員有資格者名簿を作成し、市町村へ情
報提供する。

消費生活相談員有資格者名簿掲載者　97名
（情報提供実績）
　２市27名（相模原市８、逗子市19）

[消費生活相談員有資格者名簿等による情報提供]
消費生活相談員有資格者名簿を作成し、市町村へ情
報提供する。

消費生活相談員有資格者名簿掲載者　84名（令和４年３
月31日時点）
（情報提供実績）
　３市43名（綾瀬市２、横須賀市16、小田原市25）

[消費生活相談員有資格者名簿等による情報提供]
消費生活相談員有資格者名簿を作成し、市町村へ情
報提供する。

消費生活相談員有資格者名簿掲載者　85名
（情報提供実績）
　２市50名（秦野市、座間市）
（名簿登載者数増加の取組）
消費生活相談員資格試験合格者に対し、県の名簿登載協
力依頼に係るチラシの配付を、国民生活センターに依
頼。

無

有資格者名簿の照会件数は活用さ
れた成果となるが、照会は水物
で、照会件数によって事業を評価
することは難しい。

消費生活課 相二Ｇ

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 13



基本方向（大柱）
中柱

小柱
令和３年度実施事業計画 令和３年度実施事業実績令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績

本
掲

再
掲

重
点 担当グループ令和４年度実施事業計画 令和４年度実施事業実績 担当課

①アウトカム指標
②事業の効果を示す

定性的データ

③事業実施の際に参考とし
た調査結果等の概要と結果

の活用の仕方

④データにより事業の評価が
できない・データの公表がで

きない理由
有無 名称

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

③市町村との情報共有

[消費生活相談担当者会議の開催]
市町村の消費生活相談担当者との会議を開催し、情
報の共有等を図る。(月１回)

「消費生活相談担当者会議」　５回
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、４月
は書面開催。５月～８月及び１～３月は中止。

[消費生活相談担当者会議の開催]
市町村の消費生活相談担当者との会議を開催し、情
報の共有等を図る。(月１回)

「消費生活相談担当者会議」　５回
※新型コロナの影響により、中止あり。

[消費生活相談担当者会議の開催]
市町村の消費生活相談担当者との会議を開催し、情
報の共有等を図る。(各地区回３回、弁護士参加全
体回４回、合計19回)

「消費生活相談担当者会議」
５地区回各３回、弁護士参加全体回４回　合計19回

有
消費生活相談担当
者会議の実施回数

「消費生活相
談担当者会
議」　５回

※新型コロナ
ウイルス感染
症感染拡大防
止のため、４
月は書面開

催。５月～８
月及び１～３
月は中止。

「消費生活相
談担当者会
議」５回

※新型コロナ
の影響によ
り、中止あ

り。

５地区回各３
回、弁護士参
加全体回４回

合計19回

消費生活課 相一Ｇ

[事例研究アドバイス]
消費生活相談担当者会議に専門家を招聘し、専門的
見地から助言を得る。(４回)

消費生活相談担当者会議への弁護士参加　２回
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため６月及
び２月は中止

[事例研究アドバイス]
消費生活相談担当者会議に専門家を招聘し、専門的
見地から助言を得る。(４回)

消費生活相談担当者会議への弁護士参加　４回
[事例研究アドバイス]
消費生活相談担当者会議に弁護士を招聘し、専門的
見地から助言を得る。(４回)

消費生活相談担当者会議への弁護士参加　４回 消費生活課 相二Ｇ

本 ３ウ②
[事業者団体懇談会の開催]
県、市町村の消費生活センター等の職員と事業者と
の相談事例等に係る情報交換会を開催する。(３回)

「事業者団体懇談会」　２回
　令和２年９月８日：クレジットカード事業者
　令和２年12月23日：通信販売事業者（※新型コロナウ
イルス感染症感染拡大防止のため書面開催）

[事業者団体懇談会の開催]
県、市町村の消費生活センター等の職員と事業者と
の相談事例等に係る情報交換会を開催する。(２回)

「事業者団体懇談会（書面開催）」　２回
　・携帯電話事業者
　・宅配事業者

無

会合の実施回数等は、効果を反映
する指標とならないため、事業の
成果目標を数値データ化すること
はできない。

消費生活課 相一Ｇ

３ア② 再

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を収集、分析し、｢
消費生活相談概要｣(年２回)、｢消費生活相談警戒情
報｣(随時)、｢消費生活相談情報｣(月１回)により市
町村等に情報提供する。また、市町村から緊急通報
を収集し、提供する。

「消費生活相談概要」　　 ２回（８､12月）
「消費生活相談警戒情報」 129件
「消費生活相談情報」　　 年12回
「緊急通報」　　　　　 　14件

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を収集、分析し、｢
消費生活相談概要｣(年２回)、｢消費生活相談警戒情
報｣(随時)、｢消費生活相談情報｣(月１回)により市
町村等に情報提供する。また、市町村から緊急通報
を収集し、提供する。

「消費生活相談概要」　　 １回（７月）
「消費生活相談警戒情報」 49件
「消費生活相談情報」　　 12回
「緊急通報」　　　　　 　11件
 記者発表資料「成年年齢引下げまであと２か月！18歳・
19歳が狙われる消費者トラブルに注意！」（１月）

[PIO-NET等による消費生活相談情報の収集、分析
と提供]
PIO-NETにより収集した相談情報を分析し、｢消費生
活相談概要｣等により県民、市町村等に情報提供す
る。また、市町村から緊急通報を収集し、提供す
る。

「消費生活相談概要」　　 １回（令和４年７月）
「消費生活相談警戒情報」 83件
「消費生活相談情報」　　 12回
「緊急通報」　　　　　 　11件
「若者の脱毛エステなどのトラブルに注意！～18歳・19
歳の相談件数も急増～」公表（令和５年１月）

無

この事業は、県民に対して、注意
すべき消費者トラブル等について
情報提供し、消費者被害の未然防
止を図るものであり、未然防止の
結果としてセンターへの相談件数
の減少が成果指標として検討でき
るが、潜在的な消費者被害を救済
するため、消費生活センターの存
在を周知し、積極的にセンターに
相談をしてもらう必要があり、相
談件数の観点では、これらは相反
することから件数の大小によって
事業を評価することは難しい。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

ウ　消費者被害救済に向けた取組みの推進

①消費者被害救済委員会による被害の救済

[消費者被害救済委員会の開催]
消費者から知事への被害救済の申し出により、知事
から付託された消費者紛争について迅速な処理を行
うため消費者被害救済委員会を開催する。

消費者被害救済検討チームでの事案の検討や、市町村へ
の積極的な周知を行った結果、令和２年度は１件の候補
事案の提起があったものの、結果的に付託には至らな
かった。
　被害救済委員会 　１回
　部会　　　　　 　０回

[消費者被害救済委員会の開催]
消費者から知事への被害救済の申し出により、知事
から付託された消費者紛争について迅速な処理を行
うため消費者被害救済委員会を開催する。

「候補事案の提起」　１件
　（再度のあっせんで解決したため、委員会へ付託せ
ず）
「被害救済委員会」　０回
「部会」　　　　　  ０回

[消費者被害救済委員会の開催]
消費者から知事への被害救済の申し出により、知事
から付託された消費者紛争について迅速な処理を行
うため消費者被害救済委員会を開催する。

「候補事案の提起」　１件
　（再度のあっせんで解決したため、委員会へ付託せ
ず）
「被害救済委員会」　１回
「部会」　　　　　  ０回

無

本事業については、委員会付託に
向けた事業者との事前調整の中
で、事業者から新たに和解案が提
示され、あっせん解決した例もあ
るため、付託の有無や件数等に
よって事業を評価することは難し
い。

消費生活課 指導Ｇ

本 ２ウ①

[消費者被害救済検討チームの開催]
消費者被害の未然防止と救済に向け、かながわ中央
消費生活センターに寄せられた相談事案の中から、
事業者指導、消費者被害救済委員会付託、適格消費
者団体への情報提供の３つを選択的・複合的に行う
ことを検討するチームを開催する。

「消費者被害救済検討チーム」
　４回実施
「適格消費者団体との意見交換会」
　０回実施　※消費者被害救済検討チームにおける検討
結果（２事案）を団体に送付

[消費者被害救済検討チームの開催]
消費者被害の未然防止と救済に向け、かながわ中央
消費生活センターに寄せられた相談事案の中から、
事業者指導、消費者被害救済委員会付託、適格消費
者団体への情報提供の３つを選択的・複合的に行う
ことを検討するチームを開催する。

「消費者被害救済検討チーム」　４回
「適格消費者団体との意見交換会」　１回

[消費者被害救済検討チームの開催]
消費者被害の未然防止と救済に向け、かながわ中央
消費生活センターに寄せられた相談事案の中から、
事業者指導、消費者被害救済委員会付託及び適格消
費者団体への情報提供を検討する。

「消費者被害救済検討チーム」　４回
「適格消費者団体との意見交換会」　１回

有

検討チームの場で
事業者処分・指導
の提案があり、実
際に処分・指導に
至った件数の割合

50%
(14件中７件)

約27％
(15件中４件)

約63％
(８件中５件)

消費生活課

企画Ｇ・
指導Ｇ・
相一Ｇ・
相二Ｇ

②様々な相談機関等との連携強化

[相談機関連携推進研修の実施]
消費生活相談員、行政職員が専門性の高い相談に対
し適切な相談機関の情報を提供できるよう、相談機
関との連携を推進するための研修を実施する。
１機関（テーマ)

「相談機関連携推進研修」
　０回実施
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催中
止

[相談機関連携推進意見交換会の開催]
相談機関の取組状況、取扱案件などの紹介や相談機
関が抱える紛争事例等について意見交換を行い、積
極的な連携推進を図る。(１回)

「相談機関連携推進研修」　０回
※事業見直しにより中止

[相談機関連携推進意見交換会の開催]
相談機関の取組状況、取扱案件などの紹介や相談機
関が抱える紛争事例等について意見交換を行い、積
極的な連携推進を図る。(１回)

「相談機関連携推進研修」　事業見直しにより中止 無

研修は適切なテーマで実施するこ
とが重要であるため、事業の成果
目標を数値データ化することはで
きない。

消費生活課 相一Ｇ

[相談機関連携推進意見交換会の開催]
相談機関の取組状況、取扱案件などの紹介や相談機
関が抱える紛争事例等について意見交換を行い、積
極的な連携推進を図る。(１回)

「相談機関連携推進研修」
　０回実施
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催中
止

無

会合の実施回数等は、効果を反映
する指標とならないため、事業の
成果目標を数値データ化すること
はできない。

消費生活課 相一Ｇ

[消費者問題懇談会の開催]
弁護士会と県･市町村との、消費者問題に係る懇談
会を開催する。(年２回)

「消費者問題懇談会」
　２回実施（10月､２月）

[消費者問題懇談会の開催]
弁護士会と県･市町村との、消費者問題に係る懇談
会を開催する。(年２回)

「消費者問題懇談会」　１回
[消費者問題懇談会の開催]
弁護士会と県･市町村との、消費者問題に係る懇談
会を開催する。(年２回)

「消費者問題懇談会」　２回（延べ15団体） 無

この事業は、弁護士会と懇談談を
実施しているものであり、開催結
果の件数を成果指標として検討で
きるが、年２回の定期開催のた
め、数値の大小によって事業を評
価することは難しい。

消費生活課 相二Ｇ

３イ③ 再
[事業者団体懇談会の開催]
県、市町村の消費生活センター等の職員と事業者と
の相談事例等に係る情報交換会を開催する。(３回)

「事業者団体懇談会」　２回
　令和２年９月８日：クレジットカード事業者
　令和２年12月23日：通信販売事業者（※新型コロナウ
イルス感染症感染拡大防止のため書面開催）

[事業者団体懇談会の開催]
県、市町村の消費生活センター等の職員と事業者と
の相談事例等に係る情報交換会を開催する。(２回)

「事業者団体懇談会（書面開催）」　２回
　・携帯電話事業者
　・宅配事業者

無

会合の実施回数等は、効果を反映
する指標とならないため、事業の
成果目標を数値データ化すること
はできない。

消費生活課 相一Ｇ

本 ２イ②
重
点
２

[青少年部門の相談機関との連携]
青少年を対象とした一次総合相談窓口である「かな
がわ子ども・若者総合相談センター」と「かながわ
中央消費生活センター」が連携し、若者が契約等に
関する悩みを抱えた際に、相談しやすい環境づくり
を進める。

「かながわ子ども・若者総合相談センター」を経由し、
不登校・ひきこもり等の若者を支援する団体に対し、成
年年齢引下げに伴う若者の消費者被害未然防止に関する
啓発動画の周知（101団体）、同動画のTwitterキャン
ペーン実施の周知（109団体）を行った。

[青少年部門の相談機関との連携]
①青少年を対象とした一次総合相談窓口である「か
ながわ子ども・若者総合相談センター」と「かなが
わ中央消費生活センター」が連携し、若者が契約等
に関する悩みを抱えた際に、相談しやすい環境づく
りを進める。
②子ども・若者育成支援推進法に基づく「神奈川県
子ども・若者支援連携会議」において、成年年齢引
下げに伴う若者の消費者トラブルについての啓発資
料や相談窓口の案内を行い、子ども・若者支援に関
する機関との連携を図る。

「保護者向け啓発動画・ウェブサイトの周知」
　不登校・ひきこもり等の若者を支援する109団体

「神奈川県子ども・若者支援連携会議での啓発資料の紹
介等」

[青少年部門の相談機関との連携]
①青少年を対象とした一次総合相談窓口である「かなが
わ子ども・若者総合相談センター」と「かながわ中央消費
生活センター」が連携し、若者が契約等に関する悩みを抱
えた際に、相談しやすい環境づくりを進める。
②子ども・若者育成支援推進法に基づく「神奈川県子ど
も・若者支援連携会議」において、成年年齢引下げによる
若者の消費者トラブルについての啓発資料や相談窓口の
案内を行い、子ども・若者支援に関する機関との連携を図
る。

「保護者向け啓発動画・ウェブサイトの周知」
　不登校・ひきこもり等の若者を支援する109団体
「神奈川県子ども・若者支援連携会議での消費生活相談
窓口の紹介等」５回

消費生活課 企画Ｇ

２イ①
２イ②

再
重
点
１

[関東甲信越ブロック共同キャンペーンによる高齢
者･若者被害特別相談の実施]
消費者被害の救済と未然防止を図ることを目的に、
関東甲信越ブロック共同キャンペーンの一環とし
て、高齢者被害特別相談、若者被害特別相談を実施
する。

「高齢者のための消費生活相談」
　実施期間：令和２年９月21日～23日
　相談件数：35件
「若者のための消費生活相談」
　実施期間：令和３年１月19日～20日
　相談件数：11件

[関東甲信越ブロック共同キャンペーンによる高齢
者･若者被害特別相談の実施]
消費者被害の救済と未然防止を図ることを目的に、
関東甲信越ブロック共同キャンペーンの一環とし
て、高齢者被害特別相談、若者被害特別相談を実施
する。

「高齢者のための消費生活相談」
　実施期間　令和３年９月27日～29日
　相談件数　29件
「若者のための消費生活相談」
　実施期間　令和４年１月20日～21日
　相談件数　10件

[関東甲信越ブロック共同キャンペーンによる高齢
者･若者被害特別相談の実施]
消費者被害の救済と未然防止を図ることを目的に、
関東甲信越ブロック共同キャンペーンの一環とし
て、高齢者被害特別相談、若者被害特別相談を実施
する。

「高齢者のための消費生活相談」
　期間　　　令和４年９月26日～28日
　相談件数　37件
「若者のための消費生活相談」
　期間　　　令和５年１月16日～17日
　相談件数　８件

無

相談件数は時勢を反映して変動す
るものであるため、事業の成果目
標を数値データ化することはでき
ない。

消費生活課 相一Ｇ

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 14



基本方向（大柱）
中柱

小柱

基本方向４　安全・安心な消費生活の確保

ア　事業者指導による取引の適正化

①法令に基づく事業者指導の実施

[悪質事業者への指導等の実施]
専門職員やアドバイザーを配置するなどし、事業者
による違法、悪質な勧誘行為等に対し指導を実施す
る。

「特定商取引法に基づく処分」
　 処分０件、指導31件
「景品表示法に基づく指導」
　 景品類０件、表示８件

[悪質事業者への指導等の実施]
専門職員やアドバイザー等を配置するなどし、事業
者による違法、悪質な勧誘行為等に対し指導を実施
する。

「特定商取引法・条例に基づく処分・指導」
　 処分２件、指導27件
「景品表示法に基づく指導」
　 景品類０件、表示６件
　 うち食品表示関連２件

[悪質事業者への指導等の実施]
専門職員やアドバイザー等を配置し、事業者による
違法、悪質な勧誘行為等に対し指導・処分を実施す
る。

「特定商取引法・条例に基づく処分・指導」
　 処分１件、指導28件
「景品表示法に基づく指導」
　 景品類０件、表示15件
　 うち食品表示関連７件

有

指導を実施した事業
者のうち、過去３年
以内に指導対象と
なった者への再指導
の件数の割合

約８％
(39件中３件)

約24％
(33件中８
件)

約16％
(43件中７
件)

消費生活課 指導Ｇ

[前払式特定取引業者に対する立入検査の実施]
前払式特定取引業者に対し、経営状況、財務状況や
前受金の保全状況等を把握するため、立入検査を実
施する。

「立入検査」
　３事業者に対して実施

[前払式特定取引業者に対する立入検査の実施]
前払式特定取引業者に対し、経営状況、財務状況や
前受金の保全状況等を把握するため、立入検査を実
施する。

「立入検査」
　３事業者に対して実施

[前払式特定取引業者に対する立入検査の実施]
前払式特定取引業者に対し、経営状況、財務状況や
前受金の保全状況等を把握するため、立入検査を実
施する。

「立入検査」　２事業者 無

本事業については、県内の前払
式特定取引業者に対し、定期的
に事業者の経営状況等の検査を
実施しているものであり、検査
件数等によって事業を評価する
ことは難しい。

消費生活課 指導Ｇ

本 ４ウ②
[不当表示防止のための対策の実施]
景品表示法違反の根拠を得るため、違反の疑いがあ
る商品に対し、外部機関による成分検査等を行う。

「成分検査」
　０件

[不当表示防止のための対策の実施]
景品表示法違反の根拠を得るため、違反の疑いがあ
る商品に対し、外部機関による成分検査等を行う。

「成分検査」
　０件

[不当表示防止のための対策の実施]
景品表示法違反の根拠を得るため、違反の疑いがあ
る商品に対し、外部機関による成分検査等を行う。

「成分検査」　０件

本事業については、景品表示法
違反の根拠を得るため実施して
いるものであり、当該事業のみ
で評価をするのは難しい。

消費生活課 指導Ｇ

[悪質商法目安箱]
不当な取引行為を行う事業者に関する情報収集を幅
広く行い、法令に基づく事業者指導をより一層進め
るため、県民からの情報提供を求める。

｢悪質商法目安箱｣
 　受付件数　40件

[特定商取引法第60条に基づく申出・悪質商法目安
箱]
不当な取引行為を行う事業者に関する情報収集を幅
広く行い、法令に基づく事業者指導をより一層進め
るため、県民からの情報提供を求める。

「特定商取引法第60条に基づく申出」
　 受付件数　６件
｢悪質商法目安箱｣
 　受付件数　29件

[特定商取引法第60条に基づく申出・悪質商法目安
箱]
不当な取引行為を行う事業者に関する情報収集を幅
広く行い、法令に基づく事業者指導をより一層進め
るため、県民からの情報提供を求める。

「特定商取引法第60条に基づく申出」
　 受付件数　４件
｢悪質商法目安箱｣
 　受付件数　53件

有

通報のあった事業者
（事業者名が不明な
通報は除く。また、
複数の方から同一事
業者の通報があった
場合は１件として算
定）のうち、処分・
指導に至った者の件
数の割合

20％
(全30件のう
ち６件)

約21％
(全28件のう
ち６件)

約14％
(全44件のう
ち６件)

消費生活課 指導Ｇ

②事業者指導にあたっての連携の推進

[近隣都県、政令市、県警察との連携]
五都県合同による悪質事業者対策会議(１回)、担当
者会議(計10回)、指導等の実施や政令市、県警察と
の消費者被害拡大防止連絡会議（４回）の開催

「悪質事業者対策会議」　　　　　１回（書面開催）
「担当者会議（特商法関係)」 　　６回（書面開催）
「担当者会議（景品表示法関係)」 ４回（書面開催）
「消費者被害拡大防止連絡会議」　４回(うち３回書面開
催)

[近隣都県、政令市、県警察との連携]
五都県合同による悪質事業者対策会議(１回)、担当
者会議(計10回)、指導等の実施や政令市、県警察と
の消費者被害拡大防止連絡会議（４回）の開催

「悪質事業者対策会議（書面形式）」　　　　　１回
「担当者会議（特商法関係)（書面形式）」 　　６回
「担当者会議（景品表示法関係)（書面、オンライン形
式）」 ４回
「消費者被害拡大防止連絡会議（対面形式、書面形
式）」　４回

[近隣都県、政令市、県警察との連携]
五都県合同による悪質事業者対策会議(１回)、担当
者会議(計10回)、指導等の実施や政令市、県警察と
の消費者被害拡大防止連絡会議（４回）を開催す
る。

「悪質事業者対策会議」　　　　　１回
「担当者会議（特商法関係)」 　　６回
「担当者会議（景品表示法関係)」 ４回
「消費者被害拡大防止連絡会議」　４回（うち３回は書
面開催）

有

指導について、近隣
都県もしくは政令市
と合同指導を実施し
た件数

約44％
(39件中17件)

約48％
(33件中16
件)

約40％
(43件中17
件)

消費生活課 指導Ｇ

イ　消費者から信頼される事業者活動の促進

①品質や顧客満足を高める事業者活動の支援

本
１ア③
４イ②
４ウ②

[事業者向け研修会等の実施]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施するほか、
事業者団体との連携により、消費生活行政に係る情
報提供等を行う。

・景品表示法研修資料をホームページに掲載
・事業者向けセミナー１回（かながわ住まいまちづくり
協会）

[事業者向け研修会等の実施]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施するほか、
事業者団体との連携により、消費生活行政に係る情
報提供等を行う。

・景品表示法研修資料の食品衛生課ホームページへの掲
載
・事業者向けセミナー１回（かながわ住まいまちづくり
協会）　６名参加

[事業者向け研修会等の実施]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施するほか、
事業者団体との連携により、消費生活行政に係る情
報提供等を行う。

「景品表示法研修資料の生活衛生課ホームページへの掲
載及び関係団体への周知」
「事業者向けセミナー」
２回（①神奈川県新聞販売組合及び京浜新聞販売組合、
②かながわ住まいまちづくり協会）　計84名参加

有

新聞販売（訪問販売
に限る）に関する県
内苦情相談件数（コ
ロナ禍で令和２・３
年度は中止したが、
新聞販売組合を対象
としたセミナーを実
施しているため）

341件 366件 354件 消費生活課 指導Ｇ

３イ③ 再
[事業者団体懇談会の開催]
県、市町村の消費生活センター等の職員と事業者と
の相談事例等に係る情報交換会を開催する。(３回)

「事業者団体懇談会」　２回
　令和２年９月８日：クレジットカード事業者
　令和２年12月23日：通信販売事業者（※新型コロナウ
イルス感染症感染拡大防止のため書面開催）

[事業者団体懇談会の開催]
県、市町村の消費生活センター等の職員と事業者と
の相談事例等に係る情報交換会を開催する。(２回)

「事業者団体懇談会（書面開催）」　２回
　・携帯電話事業者
　・宅配事業者

＜【専門分野別グループによる専門性向上の取組
み】と統合＞

無 ― ―

会合の実施回数等は、効果を反
映する指標とならないため、事
業の成果目標を数値データ化す
ることはできない。

消費生活課 相一Ｇ

[公益通報者保護法の普及]
ホームぺージ等を活用し、公益通報者保護制度の周
知を実施する。

ホームページを活用し、公益通報者保護制度の周知を実
施

[公益通報者保護法の普及]
ホームぺージ等を活用し、公益通報者保護制度の周
知を実施するとともに、改正公益通報者保護法を周
知するための研修会を開催する。

・ホームページ及びＳＮＳを活用し、改正公益通報者保
護法に関する周知を実施
・事業者向け周知チラシ　8,000部
（主な配布先）
　県機関、国機関、市町村、事業者団体、経済団体等
　50箇所
・メールマガジンや広報誌を活用し、改正公益通報者保
護法に関する周知を実施
（主な掲載先）
　かながわ労働センターニュース(第59号)
　神奈川労働局メールマガジン(第127号)

[公益通報者保護法の普及]
ホームぺージ等を活用し、公益通報者保護制度の周
知を実施するとともに、改正公益通報者保護法を周
知するための研修資料を作成する。

・外部の労働者からの公益通報に対して適切に対応でき
るよう研修資料を作成し、県庁内で制度の周知等を実施
した。

無

公益通報と通常の通報とで異な
る点は、公益通報として受理し
た旨を通報者に通知し、その処
理状況が担当課から報告され
る、点であり、法令違反等に対
する対応は変わらない。した
がって、公益通報として受理し
た件数等を取得することはでき
るが、それをアウトカム指標と
することは難しい。

消費生活課 企画Ｇ

②事業者団体との連携による普及啓発

４イ① 再

[事業者向け研修会等の実施(特定商取引法研修会
等）]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施する。
・特定商取引法研修会　２回

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催中
止

[事業者向け研修会等の実施(特定商取引法研修会
等）]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施する。
・特定商取引法研修会　２回

・事業者向けセミナー１回（かながわ住まいまちづくり
協会）　６名参加

[事業者向け研修会等の実施(特定商取引法研修会
等）]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施する。
・特定商取引法研修会　２回

「事業者向けセミナー」
２回（①神奈川県新聞販売組合及び京浜新聞販売組合、
②かながわ住まいまちづくり協会）　計84名参加

有

新聞販売（訪問販売
に限る）に関する県
内苦情相談件数（コ
ロナ禍で令和２・３
年度は中止したが、
新聞販売組合を対象
としたセミナーを実
施しているため）

341件 366件 354件 消費生活課

指導Ｇ・
推進Ｇ・
相一Ｇ・
相二Ｇ

本 ２ウ③
重
点
１

[「悪質な訪問販売 撲滅！かながわ宣言」宣言団体等
との取組み]
平成30年３月に実施した宣言の宣言団体や消費者団
体と連携し、高齢者にトラブルが多い悪質な訪問販
売撲滅のための取組みを実施する。

「取組の検証の実施」
　これまでの取組の効果と課題、課題を踏まえた今後の
取組の方向性を取りまとめた。
　・宣言団体への意識調査の実施
　・消費生活審議会での報告
「事業者向けセミナーへの講師派遣」
　かながわ住まいまちづくり協会が実施するセミナーに
消費生活課職員を講師として派遣した。

[「悪質な訪問販売 撲滅！かながわ宣言」宣言団体等
との取組み]
平成30年３月に実施した宣言の宣言団体や消費者団
体と連携し、高齢者にトラブルが多い悪質な訪問販
売撲滅のための取組みを実施する。

「宣言団体との情報共有」
　・宣言団体との意見交換会　１回
　　実務担当者会議　２回（書面開催）
　・消費生活審議会での報告

「事業者向けセミナーへの講師派遣」　１回
　・かながわ住まいまちづくり協会実施セミナー

「啓発ツールの配布」
　・悪質な訪問販売の注意喚起チラシ・シールの増刷
各50,000部
（主な配布先）
　県内警察署、宣言団体、第一生命保険（株）等
　80箇所

[「悪質な訪問販売 撲滅！かながわ宣言」宣言団体等
との取組み]
「宣言」の効果を検証するための手法を宣言団体と
検討するとともに、新たな宣言団体の加入について
調整する。

「宣言団体への新規加入」
　・住宅リフォームに関連する３つの事業者団体が宣言
　　団体に新規加入
「宣言団体との情報共有」
　・宣言団体との意見交換会　１回
　・県の担当者による宣言団体への個別訪問　11回
「事業者向けセミナーへの講師派遣」　２回
　・かながわ住まいまちづくり協会実施セミナー
　・神奈川県新聞販売組合及び京浜新聞販売組合実施
　　セミナー
「啓発ツールの配布」
　・悪質な訪問販売の注意喚起チラシ・シールのデザイ
ン
　　更新及び印刷　各50,000部
（主な配布先）
　県内警察署、宣言団体、社会福祉協議会等　約80か所

有

宣言団体と関係する
商品役務の苦情相談
件数（訪問販売に限
る）

工事・建築
1,768件

新聞
341件

有線テレビ
71件

普通生命保険
60件

全体
5,994件

工事・建築
1,675件

新聞
366件

有線テレビ
65件

普通生命保
険
51件

全体
6,452件

工事・建築
1,534件

新聞
354件

有線テレビ
63件

普通生命保
険
41件

全体
5,842件

○「宣言」が行われた平成29年
度の苦情相談件数
・工事・建築　1,372件
・新聞　487件
・有線テレビ　80件
・普通生命保険　93件
・全体　6,492件

○近年の訪問販売に係る苦情相
談の状況を踏まえ、令和４年10
月に住宅リフォームと関連の深
い３つの事業者団体が宣言団体
として新規加入。

○今後も宣言団体として適当と
思われる団体があれば、新規加
入への働き掛けを行っていく。

消費生活課

指導Ｇ・
推進Ｇ・
相一Ｇ・
相二Ｇ

③消費生活協同組合法に基づく健全な生協運営の指導

[消費生活協同組合の適正運営の指導]
県内消費生活協同組合の運営、会計状況を検査し、
店舗や施設の運営状況を把握することで、組合の適
正運営を指導する。

「立入検査」　　　６組合
「巡回指導調査」　２組合
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため一部の
検査を中止

[消費生活協同組合の適正運営の指導]
県内消費生活協同組合の運営、会計状況を検査し、
店舗や施設の運営状況を把握することで、組合の適
正運営を指導する。

「立入検査」　　　８組合
「巡回指導調査」　６組合

[消費生活協同組合の適正運営の指導]
県内消費生活協同組合の運営、会計状況を検査し、
店舗や施設の運営状況を把握することで、組合の適
正運営を指導する。

「立入検査」　　　８組合
「巡回指導調査」　４組合

無

本事業については、県内の消費
生活協同組合に対し、定期的に
組合の運営状況等の検査を実施
しているものであり、検査件数
等によって事業を評価すること
は難しい。

消費生活課 指導Ｇ

ウ　商品及びサービスに関する安全・安心の確保

①商品及びサービスの安全に関する情報収集、提供

本 ２ア①

[商品テスト分析の実施]
県の関係部局や各研究機関と連携し、消費生活相談
で提起された商品等からテーマを選定し、商品テス
トを実施する。
商品の持つ特性による取扱い上の注意事項などにつ
いて、消費者へ注意喚起や情報提供を行う。

「県実施分」
　１製品（「クリップライトの商品テスト」）
「商品テストコーディネート」（国民生活センター等に
依頼）
　３製品（「フェイク・ファーのクリーニング」「ニン
ニクエキス入りサプリメント」「フライパンの蓋」）

[商品テスト分析の実施]
県の関係部局や各研究機関と連携し、消費生活相談
で提起された商品等からテーマを選定し、商品テス
トを実施する。
商品の持つ特性による取扱い上の注意事項などにつ
いて、消費者へ注意喚起や情報提供を行う。

「商品テストコーディネート」（国民生活センターに依
頼）
　２製品（「Wi-Fiルーター」「洗えるスマートフォン
（携帯電話）」）
「県実施分」
　　新型コロナの影響による事業見直しにより中止

[商品テスト分析の実施]
消費生活相談で提起された商品等からテーマを選定
し、各研究機関と連携して商品テストを実施する。
商品の持つ特性による取扱い上の注意事項などにつ
いて、消費者へ注意喚起や情報提供を行う。

「商品テストコーディネート」（国民生活センターに依
頼）
　２製品（「スマートウォッチ」「椅子（オフィスチェ
ア）」）

無

調査・依頼内容は時勢を反映す
るものであるため、事業の成果
目標を数値データ化することは
できない。

消費生活課 相一Ｇ

[消費者安全法に基づく事業者調査]
消費者被害の発生、拡大を防ぐため、事業者に対
し、消費者安全法に基づく報告徴収、立入調査を行
う。

「報告徴収、立入検査」
　０件

[消費者安全法に基づく事業者調査]
消費者被害の発生、拡大を防ぐため、事業者に対
し、消費者安全法に基づく報告徴収、立入調査を行
う。

「報告徴収、立入検査」
　０件

[消費者安全法に基づく事業者調査]
消費者被害の発生、拡大を防ぐため、消費者庁等と
連携し、事業者に対し、消費者安全法に基づく報告
徴収、立入調査を行う。

「報告徴収、立入検査」　０件 無
国が定めた手順により行う業務
で、実績もないことから事業評
価はできない。

消費生活課 相二Ｇ

[消費生活用製品安全法に基づく立入検査による指
導]
市町村と連携し、消費生活用製品安全法に基づく販
売業者への立入検査を実施する。

「特定製品」　　43件
「特定保守製品」６件(県検査分２件を含む)

[消費生活用製品安全法に基づく立入検査による指
導]
市町村と連携し、消費生活用製品安全法に基づく販
売業者への立入検査を実施する。

「特定製品」　35件
「特定保守製品」　５件(県検査分１件を含む)

[消費生活用製品安全法に基づく立入検査による指
導]
市町村と連携し、消費生活用製品安全法に基づく販
売業者への立入検査を実施する。

「特定製品」　　 56件
「特定保守製品」　0件

本事業については、地方分権一
括法等により、ほとんどの事務
が市町村に権限移譲されており
（県の事務は経済産業大臣への
報告事務等）、県において指標
を設定することは難しい。

消費生活課 指導Ｇ

２ア① 再

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　年10回発行（５月・７月は休止）
　各6,190部、367箇所に配布
　テーマ「リラックス効果をうたう電子タバコの定期購
入にご注意！」等
（主な配布先）
　市町村主管課、消費者団体、老人会、社会福祉協議会
等

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　13回発行（臨時号１回含む。）　各6,200部
　テーマ「新成人を狙うエステなどの高額契約に注
意！」等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　348箇所

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣の発行]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた相談事例や
国民生活センターから提供される啓発情報の中か
ら、消費者に特に周知する必要がある情報を迅速か
つ的確に、県内に広く提供する。(月１回､随時)

｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣
　12回発行　各6,200部
　テーマ「実在する通販サイトに似せた偽サイトに注
意！」等
（主な配布先）
　市町村、消費者団体、老人会、社会福祉協議会等
　339か所

無

県消費生活審議会における委員
の意見を踏まえ、高齢者の方に
馴染みのない言葉等について
は、よりわかりやすい形で、注
意書き等をつけることとしてい
る。

消費生活課 相二Ｇ

令和４年度実施事業実績 担当課
①アウトカム指標

②事業の効果を示す定
性的データ

③事業実施の際に参考と
した調査結果等の概要と

結果の活用の仕方

④データにより事業の評
価ができない・データの

公表ができない理由
有無 名称

令和2年度
実績

令和3年度
実績

令和4年度
実績

担当グループ令和４年度実施事業計画令和３年度実施事業計画
本
掲

重
点

再
掲

令和２年度実施事業計画 令和２年度実施事業実績 令和３年度実施事業実績

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 16



[重大事故情報等の収集、提供]
商品、サービスに係る事故等の情報をホームページ
や広報紙により市町村や消費者に情報提供する。ま
た、消費者安全法に基づき、消費生活相談窓口に寄
せられた重大事故情報等の国への通知を行う。

「かながわ消費生活注意情報」
・ホームページ、ＳＮＳ　　　　　　19回
・商品事故情報のホームページ掲載  ０件
・消費者安全法に基づく国への通知  ４件

[重大事故情報等の収集、提供]
商品、サービスに係る事故等の情報をホームページ
や広報紙により市町村や消費者に情報提供する。ま
た、消費者安全法に基づき、消費生活相談窓口に寄
せられた重大事故情報等の国への通知を行う。

・「かながわ消費生活注意情報」
　ホームページ、ＳＮＳ　　　　　　４回
・消費者安全法に基づく国への通知  ８件

[重大事故情報等の収集、提供]
商品、サービスに係る事故等の情報をホームページ
等により市町村や消費者に情報提供する。また、消
費者安全法に基づき、消費生活相談窓口に寄せられ
た重大事故情報等の国への通知を行う。

「かながわ消費生活注意情報」
　ホームページ、ＳＮＳ　　　　　　　９回
「消費者安全法に基づく国への通知」  ８件

無

重大事故情報等の国への通知
は、国で取りまとめて公表する
ものなので、単独での評価はで
きない。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

３ア④ 再

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、担当職員が、
法律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門
家から必要なアドバイスを受ける。(法律相談（面
接）36回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４
回)

「法律相談(面接)」　36回 　117件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　25件
「技術相談」　　　　１回

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、担当職員が、
法律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門
家から必要なアドバイスを受ける。(法律相談（面
接）36回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４
回)

「法律相談(面接)」　36回 　99件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　26件
「技術相談」　　　　０回

[専門家による法律、技術分野の助言]
消費生活相談への適切な対応のため、担当職員が、
法律、技術分野など専門性の高い相談に対し、専門
家から必要なアドバイスを受ける。(法律相談（面
接）36回、法律相談（文書）９ヵ月、技術相談４
回)

「法律相談(面接)」　36回 　126件
「法律相談(文書)」　４､６～12、２月実施　21件
「技術相談」　　　　０回

無

この事業は、市町村相談員に対
して法律相談を実施しているも
のであり、相談結果の件数を成
果指標として検討できるが、法
律相談のため、数値の大小に
よって事業を評価することは難
しい。

消費生活課
相一Ｇ・
相二Ｇ

②適正な表示の推進

４ア① 再
[景品表示法に基づく事業者指導の実施]
専門職員を配置するなどし、事業者による不当表示
に対し指導を実施する。

「景品表示法に基づく指導」
　　景品類０件、表示８件
　　うち食品表示関連２件

[景品表示法に基づく事業者指導の実施]
事業者による不当表示に対し指導を実施する。

「景品表示法に基づく指導」
　　景品類０件、表示６件
　　うち食品表示関連２件

[景品表示法に基づく事業者指導の実施]
事業者による不当表示に対し指導を実施する。

「景品表示法に基づく指導」
　　景品類０件、表示15件
　　うち食品表示関連７件

有

指導を実施した事業
者のうち、過去３年
以内に指導対した者
に対する再指導の件
数の割合

０％
(８件中０件)

約16％
(６件中１
件)

約７％
(15件中１
件)

消費生活課 指導Ｇ

４イ① 再

[事業者向け研修会等の実施（食品表示関連）]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施する。
・景品表示法研修会　４回　ほか

・景品表示法研修資料をホームページに掲載
※研修会は新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のた
め開催中止

[事業者向け研修会等の実施（食品表示関連）]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施する。
・景品表示法研修会　４回　ほか

・景品表示法研修資料の食品衛生課ホームページへの掲
載
・事業者向けセミナー１回（かながわ住まいまちづくり
協会）　６名参加

[事業者向け研修会等の実施（食品表示関連）]
消費者から信頼される事業者活動促進のため、事業
者団体と連携し、事業者を対象としたコンプライア
ンス意識向上のための研修や、消費者への適切かつ
迅速な情報提供を促すための研修を実施する。
・景品表示法研修会　４回　ほか

・景品表示法研修資料の生活衛生課ホームページへの掲
載及び関係団体への周知

無

本事業については、コロナ禍の
影響により、ここ数年は食品表
示担当課ホームページへの資料
掲載に留まっており、事業を評
価することが難しい。

消費生活課 指導Ｇ

４ア① 再
[不当表示防止のための対策の実施]
景品表示法違反の根拠を得るため、違反の疑いがあ
る商品に対し、外部機関による成分検査等を行う。

「成分検査」
　０件

[不当表示防止のための対策の実施]
景品表示法違反の根拠を得るため、違反の疑いがあ
る商品に対し、外部機関による成分検査等を行う。

「成分検査」
　０件

[不当表示防止のための対策の実施]
景品表示法違反の根拠を得るため、違反の疑いがあ
る商品に対し、外部機関による成分検査等を行う。

「成分検査」　０件 無

本事業については、景品表示法
違反の根拠を得るため実施して
いるものであり、当該事業のみ
で評価をするのは難しい。

消費生活課 指導Ｇ

[食品表示の監視指導の実施]
食品営業施設への立入検査時に、アレルギー物質、
食品添加物等の食品表示の監視指導を実施し、違反
を発見した場合には適正表示を指導するなど必要な
措置を行う。

「食品関係営業施設監視件数」　29,060件

[食品表示の監視指導の実施]
食品営業施設への立入検査時に、アレルギー物質、
食品添加物等の食品表示の監視指導を実施し、違反
を発見した場合には適正表示を指導するなど必要な
措置を行う。

「食品関係営業施設監視件数」　29,060件（令和２年度
実績）
※令和３年度は集計中

[食品表示の監視指導の実施]
食品営業施設への立入検査時に、アレルギー物質、
食品添加物等の食品表示の監視指導を実施し、違反
を発見した場合には適正表示を指導するなど必要な
措置を行う。

「食品関係営業施設監視件数」　14,019件（令和３年度
実績）
※令和４年度は集計中

有
食品表示法に基づく
食品表示の調査・指
導件数

165件 82件 146件 生活衛生課 食品衛生Ｇ

[栄養表示等の普及啓発]
健康増進に資するよう制度の普及に努める。その上
で、食品事業者が表示を行うに当たっての相談を行
う。

「栄養表示等の相談」　173件

[栄養表示等の普及啓発]
健康増進に資するよう制度の普及に努める。その上
で、食品事業者が表示を行うに当たっての相談を行
う。

「栄養表示等の相談」　51件

[栄養表示等の普及啓発]
健康増進に資するよう制度の普及に努める。その上
で、食品事業者が表示を行うに当たっての相談を行
う。

「栄養表示等の相談」　54件 無

　
この事業は、事業者からの相談
に対応するものであり、件数の
大小で事業を評価することはで
きない。

健康増進課 健康づくりＧ

[適正な食品表示のための啓発事業の実施]
食品表示について、食品関連事業者自らが責任と自
覚をもって適正に行うよう、関係機関や団体と連携
して啓発を図る。

消費者や食品販売事業者に対する食品表示のリーフレッ
トの配布

[適正な食品表示のための啓発事業の実施]
食品表示について、食品関連事業者自らが責任と自
覚をもって適正に行うよう、関係機関や団体と連携
して啓発を図る。

消費者や食品販売事業者に対する食品表示のリーフレッ
トの配布

[適正な食品表示のための啓発事業の実施]
食品表示について、食品関連事業者自らが責任と自
覚をもって適正に行うよう、関係機関や団体と連携
して啓発を図る。

食品販売事業者に対する食品表示の講習資料をホーム
ページに掲載し、周知した。

無
神奈川県食品の適正表示推
進講習会資料等に関するア
ンケート

ホームページに掲載した資料等
についてのアンケートの結果を
考慮して、次年度の内容を決定
する。

生活衛生課 食品衛生Ｇ

③食の安全・安心に関する消費者の理解促進

２ア① 再

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣による食の安
全･安心に関する情報発信]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(２回)

「かながわ消費生活注意･警戒情報」による食の安全・安
心に関する情報発信
　・身近だけど意外と知らない卵の安全な食べ方につい
て
　・食品による子どもの窒息・誤嚥事故に注意

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣による食の安
全･安心に関する情報発信]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた悪質商法等
の情報を迅速かつ的確に、県内に広く提供する。
(２回)

「かながわ消費生活注意･警戒情報」による食の安全・安
心に関する情報発信　２回
　・食中毒菌を増やさない為に～温度と時間に注意！～
　・乳幼児の窒息事故に注意！

[｢かながわ消費生活注意･警戒情報｣による食の安
全･安心に関する情報発信]
県内の消費生活相談窓口等に寄せられた相談事例や
国民生活センターから提供される啓発情報の中か
ら、消費者に特に周知する必要がある情報を迅速か
つ的確に、県内に広く提供する。(２回)

「かながわ消費生活注意･警戒情報」による食の安全・
安心に関する情報発信　２回
　・家庭でもおきる食中毒
　・保健機能食品と健康食品

無

食の安全・安心については、他
の機関でも取り組んでいるもの
であり、事業単独での評価はで
きないため。

消費生活課 相二Ｇ

「食品安全リーフレットの作成及び配布」
　・かながわの食品衛生 for KIDS　89,000部

「食品安全リーフレット」をホームページに掲載
　・かながわの食品衛生 for KIDS

「食品安全リーフレット」 をの作成、配布及びホーム
ページに掲載
・かながわの食品衛生 for KIDS：89,000部

無
「かながわの食品衛生　for
KIDS」についてのアンケー
ト

次年度の配付希望及びリーフ
レットの内容についてのアン
ケートの結果を考慮して、次年
度の内容を決定する。

生活衛生課 食品衛生Ｇ

「食の安全・安心基礎講座」　０回
「食の安全・安心キャラバン」０回
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止。

「食の安全・安心基礎講座」　０回
「食の安全・安心キャラバン」０回
「食の安全・安心ラボ」　　　１回
※新型コロナの影響により中止

「食の安全・安心基礎講座」　５回
「食品表示セミナー」　　　　４回
「食の安全・安心キャラバン」１回
「食の安全・安心ラボ」　　　２回

有
食の安全・安心に係
る知識への理解度

- - 45.1%
現在流通している食の安全
性への意識アンケート結果

講座の実施に当たっては、食の
安全・安心に係るアンケートの
結果を考慮して、次年度のテー
マを決定する。

生活衛生課 食品衛生Ｇ

[かながわ食育出前講座の実施]
「食品の栄養表示」等に関する出前講座を実施す
る。

「かながわ食育出前講座」　０件
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止

[かながわ食育出前講座の実施]
「食品の栄養表示」等に関する出前講座を実施す
る。
※令和３年度においても、新型コロナウイルス感染
症感染拡大防止のため中止。

「かながわ食育出前講座」　０件
※新型コロナの影響により中止

[かながわ食育出前講座の実施]
「食品の栄養表示」等に関する出前講座を実施す
る。
※令和４年度は新型コロナウイルス感染症の感染状
況を踏まえて再開を予定。

「かながわ食育出前講座」　０件
※新型コロナの影響により中止

無
かながわ食育出前講座アン
ケート

健康増進課 未病対策Ｇ

[リスクコミュニケーションの推進]
県民に食の安全・安心に関する情報提供、啓発活
動、行政、食品関連事業者などとの意見交換やグ
ループ討議等を行い、リスクコミュニケーションを
推進する。

[リスクコミュニケーションの推進]
県民に食の安全・安心に関する情報提供、啓発活
動、行政、食品関連事業者などとの意見交換やグ
ループ討議等を行い、リスクコミュニケーションを
推進する。

[リスクコミュニケーションの推進]
県民に食の安全・安心に関する情報提供、啓発活
動、行政、食品関連事業者などとの意見交換やグ
ループ討議等を行い、リスクコミュニケーションを
推進する。

注　＊一箇所にしか掲載のない事業は「本掲」の表記はしません。
　　＊「本･再掲の別」は個々の事業単位としました。（予算事業単位ではありません。）
　　＊当初予算額が「（一部）」となっているものの中には、消費者施策に係る事業以外の予算額が含まれているものがあります。(分割できないため） 17


